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Ⅳ.施設機械編

Ⅳ-１

施設機械設備工事積算基準等の細部運用について

１．適用範囲

本基準の適用範囲外となる設備の積算は，原則として見積を徴収するものとする。

なお，見積りの徴収にあたっては，設備の諸元を把握したうえで徴収するもとし，原則と

して原価計算方式によるものとする。

２．製作工事原価

（１）直接製作費

１）材料費

① 機器単体品の価格を見積りによる場合は，当該製品の価格（一般管理費等を含む）

とする。

②質量換算係数

鋼材，部品について，標準的な構造の設備については，次式により質量を計算する。

副部材質量 ＝ 主要部材質量 × Ｗ1 ∴ Ｗ1：鋼材質量換算係数

部品材質量 ＝ 主要部材質量 × Ｗ2 ∴ Ｗ2：部品質量換算係数

なお，Ｗ1，Ｗ2については，表２－１による。

表２－１ 質量換算係数 (%)

区 分 材料質量 部品質量 備 考

(換算係数W1) (換算係数W2)

中 ﾌﾟﾚｰﾄｶﾞｰﾀﾞ構造 扉 体 15.5 1.5

・ ﾛｰﾗｰｹﾞｰﾄ 戸 当 り 28.0 1.5

大 開閉装置 26.0 4.0

河 形 ｼｪﾙ構造 扉 体 15.0 1.5

川 水 ﾛｰﾗｰｹﾞｰﾄ 戸 当 り 27.0 0.5

・ 門 開閉装置 26.0 4.0

水 起 扉 体 10.5 2.0

路 伏 起伏ｹﾞｰﾄ 戸 当 り 16.5 6.0

用 開閉装置 7.5 2.5

水 ﾌﾟﾚｰﾄｶﾞｰﾀﾞ構造 扉 体 10.0 2.0

門 小 ﾛｰﾗｰｹﾞｰﾄ 戸 当 り 4.5 1.5

扉 形 開閉装置 26.0 4.0

水 ﾌﾟﾚｰﾄｶﾞｰﾀﾞ構造 扉 体 6.0 2.0

門 ｽﾗｲﾄﾞｹﾞｰﾄ 戸 当 り 2.0 0.5

開閉装置 26.0 4.0
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(%)

区 分 材料質量 部品質量 備 考

(換算係数W1) (換算係数W2)

扉 体 19.0 2.5

放 三方水密 戸 当 り 10.0 1.0

ﾗｼﾞｱﾙｹﾞｰﾄ 開閉装置 52.0 15.0

ダ 流 基 礎 材 21.0 0.5

ム 扉 体 24.5 3.0

用 設 四方水密 戸 当 り 16.5 2.0

放 ﾗｼﾞｱﾙｹﾞｰﾄ 開閉装置 17.0 11.0

流 備 基 礎 材 18.5 3.5

設 四方水密 扉 体 22.5 2.5

備 制 ﾛｰﾗｰｹﾞｰﾄ 戸 当 り 17.5 0.5

水 開閉装置 19.0 4.0

設 四方水密 扉 体 17.5 2.5

備 ｽﾗｲﾄﾞｹﾞｰﾄ 戸 当 り 14.0 1.0

開閉装置 19.0 4.0

扉 体 18.0 1.0

直線多段ｹﾞｰﾄ 戸 当 り 24.5 0.5

取 開閉装置 19.0 4.0

ダ ｽｸﾘｰﾝ 2.5 0.5

ム 水 扉 体 15.0 1.0

用 戸 当 り 取水塔に含む

放 設 円形多段ｹﾞｰﾄ 開閉装置 19.0 4.0

流 取 水 塔 22.0 0.5

設 備 ｽｸﾘｰﾝ 5.0 1.0

備 整流装置 12.5 0.5

ﾘﾌﾃｨﾝｸﾞ装置 17.0 2.0

放 大容量放流管 5.5 1.0

流 大容量放流管（整流板） 45.0 0.5

管 小容量放流管 18.0 1.0

小容量 ｼﾞｪｯﾄﾌﾛｰｹﾞｰﾄ 13.0 4.0

放流設 高圧ｽﾗｲﾄﾞｹﾞｰﾄ 13.5 4.0

備用 ｽﾙｰｽﾊﾞﾙﾌﾞ 9.0 4.0

ｹﾞｰﾄ・ ﾎﾛｰｼﾞｪｯﾄﾊﾞﾙﾌﾞ 13.5 7.0

ﾊﾞﾙﾌﾞ ﾌｨｸｽﾄｺｰﾝﾊﾞﾙﾌﾞ 17.0 4.9

（注）質量は，設計計算時の開閉荷重算出時の参考とするものである。
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③用排水ポンプ設備

（イ）フラップ弁部材所要量

フラップ弁部材所要量の主要部材の標準材質は標準歩掛によるものとするが，

下記の規格を標準として使用することができる。

フラップ弁（弁体）

フラップ弁形式 名 称 規 格

丸 形 一般構造用圧延鋼板 ss400，t=12～25

角 形 一般構造用圧延鋼板 ss400，t=12～25

フラップ弁（スピンドル）

フラップ弁形式 名 称 規 格

丸 形 ステンレス棒鋼 sus304，φ=25～100

角 形 ステンレス棒鋼 sus304，φ=25～100

④水管橋設備

（イ）パイプビーム形式 歩廊等の製作工数

標準歩掛の製作工数には，歩廊等の製作工数を含んでいるが，パイプビーム形式

でｘ要素の範囲が，4.7m3＜ｘ≦120m3の水管橋設備で，歩廊を設けない場合，次式

により製作工数を算出する。

なお，歩廊等の補正率は－１３％とする。

Ｙ ＝ ｙ × （ １ ＋ α × 1/100）

Ｙ：製作工数

ｙ：ｘ要素による標準製作工数

α：歩廊等の補正率（％）

（２）間接製作費（間接労務費・工場管理費）

用排水ポンプ設備の木型費は，間接製作費の工場管理費対象額には含まないものとす

る。

３．据付工事原価

（１）直接工事費

１）輸送費

① トラック輸送の場合に，先導車，後続車を交通安全上必要があれば，計上しても差

し支えない。

② 輸送費の輸送起点は，推定される業者の最も近い工場所在地とする。

③ 継続的工事における随意契約又は変更契約時の場合の起点は，前回契約又は元契約

と同一とする。

④ 修繕工事の輸送費は，表３－１による。

Ⅳ　－　3 Ｈ３０統合版（公表用）



表３－１ 修繕工事の輸送費

本歩掛の適用範囲は，100＜ｘ×Ｄとする。

区 分 輸 送 費（円） (ｘ)定義

小形水門 ﾌﾟﾚｰﾄｶﾞｰﾀﾞ構造ﾛｰﾗｰｹﾞｰﾄ (100＜x×D＜1,500)

ﾌﾟﾚｰﾄｶﾞｰﾀﾞ構造ｽﾗｲﾄﾞｹﾞｰﾄ の場合

中・大形 ﾌﾟﾚｰﾄｶﾞｰﾀﾞ構造ﾛｰﾗｰｹﾞｰﾄ y=83.9x×D+51,000

河川・水路用 水門 ﾌﾟﾚｰﾄｶﾞｰﾀﾞ構造角落し

水門設備 ｼｪﾙ構造ﾛｰﾗｰｹﾞｰﾄ (x×D≧1,500)の場合

ｺﾞﾑ引布製起伏ｹﾞｰﾄ設備 y=37.8x×D+116,000

投影面積10［㎡／門］

起伏水門 以上は「中・大形水

起伏ｹﾞｰﾄ 門,堰」,10［㎡／門］

未満は「小形水門」に

準ずる

放流設備 ３方水密ﾗｼﾞｱﾙｹﾞｰﾄ 対象設備

４方水密ﾗｼﾞｱﾙｹﾞｰﾄ 質量(ｔ)

制水設備 ４方水密ﾛｰﾗｹﾞｰﾄ (適用範

４方水密ｽﾗｲﾄﾞｹﾞｰﾄ 囲：

ダム用放流 大容量放流管 y=44.8x×D＋116,000 100x×D)

設備 放 流 管 大容量放流管

(整流板のみ)

小容量放流管

取水設備 直線多段ｹﾞｰﾄ

円形多段ｹﾞｰﾄ

小容量放流設備ｹﾞｰﾄ・ﾊﾞﾙﾌﾞ －

用排水ポンプ 固定機場 y=50.7x×D+104,000

設 備 水中ﾎﾟﾝﾌﾟ（φ400以上）

水中ﾎﾟﾝﾌﾟ（φ400未満） y=84.6x×D+103,000

除塵設備 y=52.0x×D+145,000

昇降設備（ｴﾚﾍﾞｰﾀ） －

ダム管理設備 流木止設備 y=52.9x×D+199,000

係船設備

鋼製付属設備 y=33.6x×D+46,000

（注）1. 輸送費（円）の算定式において，「ｘ」は「ｘの定義」によるもとし，「Ｄ」

は，想定輸送距離(km)，「対象設備重量」は輸送品の質量とする。なお，輸送費

「円」は1,000円未満を切り捨てるものとする。

２．各算定式は,「据付製品における現場までの輸送」,「整備を行う工場への輸送」

「処分場までの輸送」を各々算出するものとする。

３．0＜ｘ×D≦100の場合は表３－２により算出するものとする。

４．「鋼製付属設備」の算定式は，鋼製付属設備単独の工事に適用するものとする。

５．修繕工事で全面取替の工事の場合，撤去は表３－１及び表３－２修繕工事輸送

費にて算出を行うものとするが，設置においては新設工事輸送費にて算出を行う

ものとする。

６．算定式が設定されていない工種については，別途積み上げるものとする。

７．工事場所が，離島の場合は別途積算する。
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表３－２ 修繕工事の輸送費

本歩掛の適用範囲は，0＜ｘ×Ｄ≦100とする。

区 分 輸 送 費 （円） (ｘ)の定義

全工種（0＜ｘ×Ｄ≦100の場合） y=693x×Ｄ＋11,352 対象設備質量（ｔ）

（適用範囲0＜ｘ≦100）

（注）1. 輸送費（円）の算定式において，「ｘ」は「ｘの定義」によるもとし，「Ｄ」

は，想定輸送距離(km)，「対象設備重量」は輸送品の質量とする。なお，輸送費

「円」は1,000円未満を切り捨てるものとする。

２．各算定式は,「据付製品における現場までの輸送」,「整備を行う工場への輸送」

「処分場までの輸送」を各々算出するものとする。

３．修繕工事で全面取替の工事の場合，撤去は表３－１及び表３－２修繕工事輸送

費にて算出を行うものとするが，設置においては新設工事輸送費にて算出を行う

ものとする。

⑤ 除塵設備

標準運搬対象質量は，表３－３による。

表３－３標準運搬対象質量

設 備 区 分 運搬質量算出式(kg)

レーキ形定置回動式 Ｙ ＝ 396Ｘ ＋ 3,900

ネット形 Ｙ ＝ 1,093Ｘ ＋ 2,440

コンベヤ単独 Ｙ ＝ 210Ｘ ＋ 2,100

水平及び傾斜コンベヤの併設 Ｙ ＝ 327Ｘ ＋ 1,140

ホッパ Ｙ ＝ 1,057Ｘ ＋ 4,430

Ｘ要素は下記のとおりである。

Ｘ（標準運搬質量算出式パラメータ）＝Ａ × Ｂ

レーキ形定置回動式 Ａ：スクリーン有効幅（ｍ）

Ｂ：スクリーン実長（斜長）（ｍ）

ネット形 Ａ：チェーン中心間長（ｍ）

Ｂ：回転軸芯長（ｍ）

コンベヤ単独 Ａ：ベルト（トラフ）幅（ｍ）

Ｂ：コンベヤ機長（ｍ）

水平及び傾斜コンベヤ Ａ：ベルト（トラフ）幅（ｍ）

Ｂ：コンベヤ機長（ｍ）

ホッパ Ａ：貯留容量（ｍ3）

Ｂ：－

（注）付属設備（レーキ架台・操作橋・手摺・階段等）については，別途計上と

する。

２）材料費

価格を見積りによる場合は，見積り価格に消費税相当額を含めないことを，見積

り仕様書等に明記する。

Ⅳ　－　5 Ｈ３０統合版（公表用）



３）直接経費

総合試運転調整を行う場合に必要な電力料金（基本料金，使用料金）は，一括計

上価格或いは工事とは別に電力会社と契約するものとし，直接経費には計上しない

ものとする。

（２）間接工事費

１）共通仮設費

① 施設機械設備に付帯する鋼製付属設備を単独発注する場合の共通仮設費は，原則

として主体となる工種区分を適用するが，主体となる該当項目がない場合は，水門

設備の率を準用するものとする。

② 共通仮設費，現場管理費の対象金額中の官給品費には当該業者で工場製作される

費用は，原則として含めない。

③ 現場におけるＸ線検査の費用は，共通仮設費率の技術管理費に含まれる。なお，

Ｘ線検査の方法は，全溶接長（突合せ溶接部）の５％を撮影検査する。ただし，重

要度の高い構造物（水圧鉄管の分岐管，ダム用水門等）にあたっては，２０％を

標準とする。

２）現場管理費

施設機械設備に付帯する鋼製付属設備を単独発注する場合の現場管理費は，原則

として主体となる工種区分を適用するが，主体となる該当項目がない場合は，水門

設備の率を準用するものとする。

４．その他

（１）月標準稼働日数

① 屋内設備（ポンプ設備）の場合，据付工における１ヶ月の作業日数は，休日等を

考慮して，１９日を月標準稼働日数とする。

② 屋外設備（水門設備等）の場合，据付工における１ヶ月の作業日数は，各地区の

月標準稼働日数とする。（宮城県全域：その他の工事１８日とする。）

なお，屋内設備と屋外設備が錯綜する工事については，主たる設備の月標準稼働

日数を適用する。

（２）据付実日数

① ポンプ設備の据付に要する日数は，施工計画による工程表から算出することを原則

とするが，これによりがたい場合は，表４－１により算出してよい。
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表４－１据付実日数算定式 （日／台）

ポ ン プ 形 式 据付実日数算定式

横軸軸・斜流ポンプ Ｙ3 ＝3.895 ×Ｘ0.486

立軸軸・斜流ポンプ（一床） Ｙ3 ＝3.507 ×Ｘ0.4932

立軸軸・斜流ポンプ（二床） Ｙ3 ＝4.616 ×Ｘ0.4831

横軸渦巻ポンプ（両吸込・片込） Ｙ3 ＝8.444 ×Ｘ0.482

立軸渦巻ポンプ（斜流） Ｙ3 ＝7.770 ×Ｘ0.4764

水中ポンプ（固定・着脱） Ｙ3 ＝2.356 ×Ｘ0.4827

（注）１．Ｘ：同一機場内における最大ポンプ吐出量（m3／min）であり，ポンプ

吐出量（m3／min）の標準値は「標準歩掛」表－２・３・７を適用

する。

Ｙ：据付実日数（日）

２．据付実日数は，ポンプ設備全体の据付に要する日数で，準備工・機器

据付～後片付けまでの実日数である。

Ⅳ-２

設計金額の表示基準ついて

施設機械設備工事における，設計金額の表示基準については，Ⅰ－８（ＰⅠ－４１）を

適用する。
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Ⅳ-３

水門扉の設計・積算基本方針について

（１）基本方針

設計にあたっては計画諸元と見積設計諸元を比較検討し，参考資料（水門鉄管技術基準、

鋼構造物計画設計技術指針「水門扉編」）等をもとに充分検討して設計する必要がある。

積算については土地改良工事積算基準(施設機械)並びに，農業農村整備事業等労務資材単

価表（宮城県農林水産部），物価資料（積算資料，建設物価），単価見積等により積算す

るものとする。

（２）設計・積算の手順

基 本 構 想 計画諸元の検討

型式の決定

手 動 操作方法の決定 電 動

見積設計仕様書 現場条件の把握

設計条件の検討 の 作 成

見積設計依頼業

者 の 選 定

見積設計の依頼 仕様図・図面添付

見積設計の徴収 見積条件とのチェック

NO

メーカーききとり 見積設計の 構造計算のチェック

比較・検討

YES

設計数量の決定

土地改良工事積算 労務資材単価表

基準(施設機械) 工事価格の積算 物価資料

単価見積もり

特記仕様書の作成

発 注 仕様書・図面添付
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Ⅳ-４

水門扉の見積設計の徴収について

注意事項

見積設計については、最も合理的で経済的なものであるという原則にたって、先ず注文側

がどんなものを造りたいのかはっきりしておかなければならない。そのためには、メーカー

から参考見積りを徴収するための仕様書・図面等は発注側の意図を相手方に充分伝えるもの

でなければならない。それにはある程度統一した仕様で見積設計を徴収する必要がある。

イ）設計水位と操作水位

設計水位は扉の強度決定の最大要素であるから最大をとる必要がある。但し、操作水位

については使用状態をよく考えて決定する必要がある。これを必要以上に大きくすると設

備、馬力が大きくなり設備費及び維持管理費が高くなる。

ロ）主要材料

主要材料については使用場所等を考慮して決定する必要があり、ＳＳ、ＳＭ、ＳＵＳ、

ＳＵＳグラッド、Ｆｃ、ＦｃＤ､ その他発注者の考えを決定しておかないと価格に大きな

差異を生ずる場合があるので注意を要する。

ハ）余 裕 厚

余裕厚は水門鉄管技術基準以上を要求する場合は別途示す必要がある。（最小板厚も含

む）

ニ）撓 度

撓度についても、技術基準以上の場合は別途示す必要がある。

ホ）塗 装

塗装仕様は、種類、回数を示さないと価格に大きな差異を生じる。

ヘ）操作方式

操作方式については機側、遠隔、自動、その他、他設備との関連も示す必要がある。

（機場がある場合）

Ⅳ-５

水門扉の見積設計仕様書の作成（例）について示されたい

○○○地区（○○）第○○排水機場水門扉製作据付工事見積設計仕様書

第一章 総 則

１－１．（総則）

本仕様書は○○○地区（○○）第○○排水機場水門扉製作据付工事の見積設計に適用する

もので、本仕様書に記載ない事項は宮城県農業土木工事共通仕様書（平成○○年○月○○日

付け農村第○○○号）及び施設機械工事等共通仕様書（平成○○年○月○○日付け農村第○

○○号）並びに別途図面によるものとする。
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１－２．（施行目的）

○○○○事業○○○○地区受益面積Ａ＝○○haの湛水（排水量○○○m3/s）を排除するた

め○○川と○○○○の合流点に設けるもので、その設計製作・運搬据付等一切を行なうもの

である。

１－３．（据付場所）

宮城県○○郡○○町○○地内

１－４．（工事概要）

名 称 形 式 寸 法 数 量 備 考

○○ゲート ○○ゲート （幅)m×(高)m ○ 門 幅・高さ共純経間

操 作 設 備 電動 １ 式 照明含む

電圧 ○V 50HZ

１－５．（工事用電力）

据付に必要な電力料金（基本料金は除く）は受注者の負担とする。なお、仮設受電位置は

別添図のとおり。

第二章 提 出 資 料

２－１．（見積書）

見積書は原価内訳書を添付するものとする。

機械単体品（購入先）内訳、据付用機械については詳細に記入するものとする。

２－２．（設計図書）

（１）仕様書

（２）設計計算書

（３）主要部構造図（電気配線・結線図含む）

（４）据付要領書

（５）仕上り重量内訳書（装置別、機械単体品も含む） ［例］ 別表－１

（６）塗装面積計算書 ［例］ 別表－２

（７）工程表（製作～据付までの工程）

（８）付属工具一覧表

（９）カタログ、文献、その他参考資料（写しでも良い）

第三章 設 計

本仕様書に示す設計条件はその主要なもののみであるから、明記していない事項についても

機能上当然必要と認められるものについては充足するものとする。又、使用材料は応力的に経

済設計となる様配慮するものとする。
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３－１．（設計諸元）

（１）ゲート

名 称 吐出しゲート 備 考

型 式 〇〇〇ゲート

数 量 ○ 門

ゲート幅 〇．〇〇m

ゲート高 〇．〇〇m

設計水深 KP○.○○－KP○.○○

○.○○m

操作水深 ○.○○m

揚 程 KP○.○○－KP○.○○ [注]扉体高とする｡

○.○○m

水密方式 ４ 方 ゴ ム 水 密

操作方式 電動ワイヤーロープ

計画排水量 ○.○○m3/s

ゲート敷高 KP○.○○m

（２）管理橋

イ．型 式 鋼 製

ロ．橋 長 スパン○．○○ｍ

ハ．幅 員 ○．○○ｍ（高欄内間隔）

ニ．高 欄 高 ○．○○ｍ以上

ホ．設計荷重 ○○○kg/m2

ヘ．たわみ量 ç/○○ ç ＝支間

３－２．（構造細目）

（１）○○ゲート

ａ．扉 体

ｲ ) メインローラーは保守点検が容易な構造とし左右の振れ止めも設けるものとする。

ﾛ ) スキンプレート等主要材料は耐蝕性を考慮し選定するものとする。（海岸部について

耐塩性を考慮すること。）

ﾊ ) 扉体に使用する材質は原則としてＳＳ４００とし腐食代は接水面１mm（片面）とする｡

ｂ．戸当り金物

ｲ ) 水密ゴム及びローラ（メイン、サイド等）の摺動面はステンレス又はステンレスクラッ

ド鋼を使用すること。

ﾛ ) 戸当りに使用する材質は原則としてＳＳ４００とし腐食代は接水面１mmとする。

ﾊ ) 戸当りに摺動面はステンレス又はステンレスクラッド鋼（ＪＩＳ．Ｇ３６０１）を使用

するものとする。

ﾆ ) 戸当り金物（敷金物含む）は二次コンクリート充填に支障のない構造とする。
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ｃ．開 閉 機

（ローラーゲートの場合）

ｲ ) 開閉器は保守管理に適した形式としモーターは 200V 50HZ 3相全閉電磁ブレーキ内蔵

形とする。

ﾛ ) ゲート上限、下限に達すると自動的に停止する制限開閉器及びワイヤーのゆるみ検出、

過負荷防止、インタロック装置等を設けるものとする。

ﾊ ) 扉体開度指示装置は機械式を設けるものとする。

ﾆ ) 保守点検用扉体休止装置を設けるものとする（電動・手動可能）。

ﾎ ) 開閉機は必要に応じ各部分共分解・組立・手入れが可能なものとし各軸受部への給油は

集中給油方式とする。なお露出するギヤーには保護カバーを設けるものとする。

ﾍ ) ワイヤーロープは亜鉛メッキとし、ドラムシーブはワイヤー径に対して充分な直径を有

するものとする。

（スライドゲードの場合）

ｲ ) 開閉用スピンドルはステンレスＳＵＳ304とする｡

ﾛ ) 開閉機は屋外密閉式モーターはブレーキ内蔵 200V 50HZで屋外全閉形とする｡

ﾊ ) ローラーゲートと同様に制限開閉器､ 過負荷防止、扉体開度指示（ダイヤル方式）、イ

ンタロック装置とする。

３－３．（操作関係）

（１）操作盤は遠方操作室（機場操作室）に設置する。

遠方操作盤での自動及び単独制御並びに機側操作盤による単独操作が出来るものとし現場優

先とする。

（２）盤種は下記のとおりとする。なお目的に合致する内蔵品を取りつけるものとする。

ｲ ) 遠方操作盤

ﾛ ) 機側操作盤

ﾊ ) 分 電 盤

[注] 機場の機械設備との配置を検討のこと!!

第四章 塗 装

４－１．（素地調整）

素地調整はすべて（陸上・水中部）一種ケレンとする。

４－２．（塗 装）

（１）塗装は原則として工場塗装とするが、現場接手等やむを得ない箇所については工事塗装

に準ずるものとする。

（２）塗装内容
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第五章 製作・運搬・据付一般

５－１．（製 作）

各製品はできるだけ分割しないのを原則とするが、やむを得ない場合強度的に支障のない

範囲で分割することができる。

５－２．（運搬・据付一般）

（１）運搬・据付のため土木構造物に削孔等を行なう場合は、その旨を記載すること。

復旧に要する費用は受注者の負担とする。

（２）ゲートの現場での扉体溶接継手時は専門指導員を派遣し、良好な施工管理を行なうもの

とする。
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別表－１ 仕上り重量計算例

扉 体 数 量 計 算 書 仕上

番号 名 称 材質･規格 計 算 式 重量

1 ｽｷﾝﾌﾟﾚｰﾄ

2 主桁･上下桁

3 側 桁

4 縦桁ﾌﾗﾝｼﾞ

5 縦桁ｳｪﾌﾞ

6 下部ｺﾞﾑ押え板

7 上部ｺﾞﾑ押え板

8 側部ｺﾞﾑ押え板

9 ｻｲﾄﾞﾛｰﾗｰﾌﾞﾗｯｹﾄ

10 ｻｲﾄﾞﾛｰﾗｰﾌﾞﾗｯｹﾄ

11 ｻｲﾄﾞﾛｰﾗｰﾌﾞﾗｯｹﾄ

12 ｻｲﾄﾞﾛｰﾗｰ軸

13 ｻｲﾄﾞﾛｰﾗｰ

14 ｻｲﾄﾞﾛｰﾗｰﾌﾞｯｼｭ

15 ｻｲﾄﾞﾛｰﾗｰｷｰﾌﾟﾚｰﾄ

16 吊ﾌﾞﾗｯｹﾄ

17 吊ﾌﾞﾗｯｹﾄ

18 吊ﾌﾞﾗｯｹﾄ

19 ｸｻﾋﾞ

20 摺動性

小 計

機械単体品

21 ﾎﾞﾙﾄﾅｯﾄ

22 ﾎﾞﾙﾄﾅｯﾄ

23 ﾎﾞﾙﾄﾅｯﾄ

24 下部ｺﾞﾑ

25 上･側部ｺﾞﾑ

計

合 計
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別表－２ 塗装面積計算例

○○○開 閉 機 塗 装 面 積 計 算 書

番号 名 称 材質･規格 計 算 式 計

1 ﾄﾞﾗﾑ

2 ﾄﾞﾗﾑﾎﾞｽ

3 ﾄﾞﾗﾑ

4 ﾄﾞﾗﾑ

5 ﾄﾞﾗﾑﾘﾌﾞ

7 ﾜｲﾔｰ押え金具

8 ﾄﾞﾗﾑｷﾞﾔｰ

9 ﾄﾞﾗﾑﾋﾟﾆｵﾝｷﾞﾔｰ

10 中間ｷﾞﾔｰ

11 中間ﾋﾟﾆｵﾝ

17 滑車

18 滑車ﾌﾞﾗｯｹﾄ

19 滑車ﾌﾞﾗｯｹﾄ

20 滑車ﾌﾞﾗｯｹﾄ

23 ﾜｲﾔｰｴﾝﾄﾞ調整金物

24 ﾜｲﾔｰｴﾝﾄﾞ球面座

25 ﾜｲﾔｰ弛み調整金物

26 ﾜｲﾔｰ弛みﾍﾞｰｽ

27 ﾜｲﾔｰ弛みﾍﾞｰｽ

29 休止ﾌｯｸﾎﾞｽ

30 休止銅

31 休止銅

32 休止銅

34 休止ﾚﾊﾞｰ

35 休止ﾀｰﾝ滑車

36 休止ﾀｰﾝﾌﾞﾗｯｹﾄ

37 休止ﾀｰﾝﾌﾞﾗｯｹﾄ

38 休止ﾀｰﾝﾌﾞﾗｯｹﾄ

39 休止ﾀｰﾝﾌﾞﾗｯｹﾄ

41 機械台

42 ﾄﾞﾗﾑ台

43 ﾄﾞﾗﾑ台ﾌﾗﾝｼﾞ

小 計

Ⅳ　－　15 Ｈ３０統合版（公表用）



別表－３

見積り依頼に伴なう提出書類等のチェクリスト

１．工事名称：

２．依頼者名：

３．提出部数：

項 目 内 容 ﾁｪｯｸ 備 考

１ 仕 様 書 (見積設計仕様書に基づく)

２ 設 計 計 画 書

(1) 設 計 諸 元

1) 型 式

2) 数 量 門

3) ゲ ー ト 幅 ｍ

4) ゲ ー ト 高 ｍ

5) 設 計 水 深 ｍ

6) 操 作 水 深 ｍ

7) ゲ ー ト 敷 高 ｍ

8) 揚 程 ｍ

9) 水 密 方 式

10) 操 作 方 式

11) 巻 上 方 式

12) 腐 蝕 代 mm

13) た わ み 度 1/○○○ 以下

(2) 構 造 計 算 (水門鉄管技術基準による)

1) 扉体 ･ 戸当り

ｲ.主要材質の確認

主 桁

スキンプレート

ﾛ.荷 重 計 算 (該当するもの)

自 重

静 水 圧

泥 圧

波 圧

風 荷 重

雪 荷 重

温度変化による影響

地震時動水圧

地震時慣性圧

ﾊ.許容応力に対する検討 (該当するもの)

軸方向引張応力

軸方向圧縮応力

曲 げ 応 力

せ ん 断 応 力

支 圧 応 力
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項 目 内 容 ﾁｪｯｸ 備 考

ﾆ.たわみ度の検討 < 1/○○○

2) 開 閉 機

ｲ.主要材質の確認

ス ピ ン ド ル

ワイヤーロープ

ﾛ.開閉荷重の計算

自 重

ローラー回転摩擦力

水密ゴム摩擦力

堆泥による摩擦力

浮 力

越流水による上向力・下向力

底部放流時の 〃

ﾊ.使用材料の安全率の検討

ﾆ.安全装置及び付属設備

３ 主要構造図 主要寸法､材質の確認

４ 見積仕上り重量計算書

(1) 戸 当 り

(2) 扉 体

(3) 開 閉 機

(4) 塗装面積計算書 扉体･戸当り･開閉機別

５ 工 程 表 製作～据付までの工程

６ 付属工具一覧表

７ そ の 他 (特に必要な場合)

(1) カ タ ロ グ 〃

(2) 参考文献及び資料 〃
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別表－４ 主要鋼材重量一覧表（例）

単位（重量:kg 金額:千円)

項 Ａ 社 Ｂ 社 Ｃ 社

目 重 量 金額 重 量 金額 重 量 金額 重量 金額 重量 金額

1.自然排水門扉 1,205.9 1,411.7 1,316.3

戸 当 り 359.8 358.9 367.4

扉 体 460.3 464.3 461.1

開 閉 機 385.8 588.5 487.8

2.機械排水門扉 626.0 709.0 762.9

戸 当 り 181.6 121.9 185.7

扉 体 94.2 96.7 92.1

開 閉 機 350.2 490.4 485.1

合 計 1,831.9 2,120.7 2,079.2

[注] 戸当り･扉体･主要材料等によって比較設計とする｡

備 考
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Ⅳ-６

水門扉の工事発注時の注文書等（例）について示されたい。

１ 注文書表紙(例)

注 文 書

工 事 名 Ｈ△△ ○○地区（略事業名）－○○○号

○ ○ ○ ○ ○ 設備工事

工 事 場 所 ○ ○ ○ 地内

紙 数 表紙共 ○ 枚

図 面 ○ 葉

２ 特記仕様書（例）

○ ○ ○ ○ ○ 設備工事 特記仕様書

第一章 総 則

１－１．（適用範囲）

本工事は、宮城県農業土木工事共通仕様書（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）並

びに施設機械工事等共通仕様書（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）及び工事に関す

る県の規則等に基づいて施行するものとする。ただし、下記事項については本特記仕様書に基

づいて施行するものとする。

なお、上記宮城県農業土木工事共通仕様書並びに施設機械工事等共通仕様書は、宮城県農林

水産部農村振興課のホームページ（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）に掲載し

ているので参照すること。

１－２．（施行目的）

○○○○事業○○○○地区受益面積Ａ＝○○haの湛水（排水量○○○m3/s）を排除するため

○○川と○○○○の合流点に設けるもので、その設計製作・運搬据付等一切を行なうものであ

る。

１－３．（据付場所）

宮城県○○郡○○町○○地内

Ⅳ　－　19 Ｈ３０統合版（公表用）



１－４．（工事概要）

名 称 形 式 寸 法 数 量 備 考

○○ゲート ○○ゲート （幅)m×(高)m ○ 門 幅・高さ共純経間

操 作 設 備 電動 １ 式 照明含む

電圧 ○V 50HZ

１－５．（工事用電力）

据付に必要な電力料金（基本料金は除く）は受注者の負担とする。

１－６．（工具及び予備品）

本設備の分解組立用工具・予備品を、格納箱と共に納めるものとする。（例、表示灯・

ヒューズ・補助リレー類）

１－７．（提出書類）

下記書類を、監督職員の指示した様式により定められた期日までに提出するものとする。

提出部数は1部とする。

（１）ミルシート

（２）主要外注品試験成績表

（３）レントゲン写真及びカラーチェック検査成績書

（４）塗装検査成績書

（５）工場製作工程写真及び現場写真

（６）現場工事日報

（７）据付測定表

（８）その他監督職員が必要とする書類

第二章 設計・仕様

１－１．本仕様書に示す構造・性能はその主要なもののみであるから、明記していない事項につい

て機能上当然と認められるものについては受注者の責任において充足し、又、不明疑義のあ

る場合は監督職員の指示に従うものとする。

２－２．本仕様書に記載していない使用材料は原則としてＳＳ４００とする。なお本仕様書に記載

した以外の材料を使用する場合は、甲が同等以上と認められた場合に限るものとする。

２－３．水中部に使用する主要部材の最小板厚は、腐蝕代を含み鋼板 6mm以上、形鋼 5mm以上とす

る｡

なお､ 腐蝕代は接水面 1mm以上とする｡
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２－４．（設計諸元）

（１）ゲート

名 称 吐出しゲート 備 考

型 式 〇〇〇ゲート

数 量 ○ 門

ゲート幅 〇．〇〇m

ゲート高 〇．〇〇m

設計水深 KP○.○○－KP○.○○

○.○○m

操作水深 ○.○○m

揚 程 KP○.○○－KP○.○○ [注]扉体高とする｡

○.○○m

水密方式 ４ 方 ゴ ム 水 密

操作方式 電動ワイヤーロープ

計画排水量 ○.○○m3/s

ゲート敷高 KP○.○○m

（２）管理橋

イ．型 式 鋼 製

ロ．橋 長 スパン○．○○ｍ

ハ．幅 員 ○．○○ｍ（高欄内間隔）

ニ．高 欄 高 ○．○○ｍ以上

ホ．設計荷重 ○○○kg/m2

ヘ．たわみ量 ç/○○ ç ＝支間

２－５．（構造細目）

ａ．扉 体

ｲ) 吐出しゲートは、ガーター構造とし、桁等は荷重を均等に受ける様配置し、下端放流時

（用水堰等の場合）の振動・巻上げ力等を充分考慮した構造とする。

ﾛ) ローラー踏み面及びローラーは、扉体の撓みによる傾き及び温度変化による扉体の伸縮や

地震時の堰柱の変化に対し追従可能な構造とする。なおローラー及びシーブは、容易に取り

外しが出来る構造とする。

ﾊ) 扉体には、左右振れを防止するサイドローラ・水密ゴムを設けるものとし、水密ゴムは流

下物による損傷を受けないような構造とし、取り替えが容易なものとする。

ﾆ) 吐出しゲートのスキンプレート・上面板・主桁・縦はＳＳ４００Ａ、軸受オイルレスメタ

ルは無給油タイプ、ローラーはＳＣ４５０､ 同軸はＳＵＳ３４０､ ジーブはＦＣ２５０、ゴ

ム押え板・ボルトナットはＳＵＳ３４０､ スラストリングはＢＳＰ、エキスパンションリン

グはＢＳＰ＋合成ゴム等を使用する。

ｂ．戸当り金物

ｲ) ローラーに対し充分な強度と剛性を有し、荷重を確実に堰柱に伝達する構造とし、揚程に

対して充分な長さを有するものとする。

ﾛ) 主ローラ・サイドローラ・水密ゴムの摺動面及び取り外し戸当りピン・ワッシャはＳＵＳ

304､スラストリングはＢＳＰ(台はＦＣ２５０)、ブッシュはＢＣを使用するものとする。
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ﾊ) 戸溝下端部は、下部主ローラ動作に支障のない範囲に土砂の流下に適した勾配を設け、

土砂が堆積しない構造とする。

ｃ．開閉機

（ローラーゲートの場合）

ｲ) ゲートは、１モーター・２ドラムとし、モーターは200V50HZ３相全閉特殊かご形電磁ブ

レーキ内蔵で30分とし、主減速機サイクロ式で油圧押上機ブレーキも設けるものとする。

ﾛ) ゲートが上・下限に達すると自動的に停止する制限開閉器及び非常上限装置並びに扉体

開度指示装置も設けるものとする。

ﾊ) ワイヤー弛み検出装置（微調整装置付）及び休止装置（電動押ボタン、手動操作可能）

を設けるものとし、扉体休止装置及び過負荷防止、インタロック装置を設けるものとする。

ﾆ) 開閉機は、必要に応じ各部分共分解組立て手入れが可能なものとし、各軸受部への給油

は集中給油方式とする。又露出する歯車にはカバーを設けるものとする。

ﾎ) 動力の切替は､ 容易かつ確実に出来ると共に､ 切替時及び手動開閉時にはゲートが自然

落下のしない構造とする。

ﾍ) 鋼板厚25mm以上はＳＭ材（但し溶接しない材料はＳＳ400）。各軸はＳＵＳ304､ブッシュ

はＢＣ（シーブ用はオイルレスメタルＳＰ500＃相当)、ギヤー及びワイヤーエンド調整金

物はＳＣ450・ＳＳ540､ シーブはワイヤー径に対して十分な直径を有するものとする｡

（スライドゲートの場合）

ｲ) 開閉機は屋外全閉形（モーター200V・50HZブレーキ内蔵）で上下限リミット開度計

（ダイヤル式）付きとし、異物がかみ込んだ場合の過負荷防止・インターロック装置を

設けるものとする。又、内蔵ブレーキ故障時は、スピンドルによってセルフロックし扉

体の落下を防止するものとする。尚スピルドルはＳＵＳ403 ､吊りピンはＳＵＳ304 と

する｡

（３）操作設備

ｲ) ゲートの操作は、機側操作盤での押ボタン操作及び手動操作、遠方操作室では、水位

計による自動操作及び押ボタン操作が出来るものとし、操作は機側優先とする。

ﾛ) 各堰柱部等には水銀灯を設けるものとし、点滅は遠方操作盤で行なえるものとする。

なお、水銀灯（100V・200W）のポールは、テーパーポール（・＝4.5m亜鉛メッキ処理）

とする。

ﾊ) 遠方操作盤は、屋外閉鎖ベンチ型とし、所定の動作が可能なものとし背面は引戸式と

する。

ﾆ) 機側操作盤は、○○ゲート（屋内閉鎖自立形）１面とする。（スライドゲートは屋外

閉鎖自立形とする）

ﾎ) 盤は強固な組枠に、外板は磨き鋼板を使用し、上部には吊りフック、下部にはチャン

ネルベースを設け基礎ボルトによって固定するものとする。

ﾍ) 機側操作盤前面には、それぞれ扉を設けるものとし、扉を閉めた状態で各種表示を確

認できる透明窓と、操作用の小扉を取り付けるものとする。

ﾄ) 盤内の配線は極力結束整理するものとし、配線の接続は回線系統ごとに端子台を用い

て行ない、端子台の各端子には記号をつけると共に配線にも同一記号を付したマークバ

ンドを取り付けるものとする。
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ﾁ) 外部又は他の装置と接続する場合は、配線の接続点に必ず端子台を使用するものとする。

又、端子台に接続させる線には、端子台に近い箇所に端子と同一記号を記入したマークバ

ンドを取り付けるものとする。

第三章 塗 装

３－１．（素地調査）

以下に示す塗装面の下地処理は、仮組立検査対象物については仮組立後、その他製品につい

ては製作後、第一種ケレン（ＳＩＳ2.5 同等以上) を行なうものとする。

なお、あらかじめ下地処理の標準写真を提出し承諾を得るものとする。

３－２．（塗 装）

（１）塗装は原則として工場塗装とするが、現場接手等やむを得ない箇所については工場塗装に

に準ずるものとする。

（２）塗装内容

第四章 製作・運搬・据付一般

４－１．（製 作）

各製品はできるだけ分割しないのを原則とするが、やむを得ない場合強度的に支障のない範

囲で分割することができる。

４－２．（運搬・据付一般）

（１）運搬・据付のため土木構造物に削孔等を行なう場合は、監督職員の承諾を受けるものとし、

復旧に要する費用は受注者の負担とする。

（２）ゲートの現場での扉体溶接継手時は専門指導員を派遣し、良好な施工管理を行なうものと

する。

第五章 施 工 管 理

５－１．（施工管理）

１ 受注者は宮城県農業土木工事施工管理基準（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）

及び施設機械等施工管理基準（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）基づき施工管理

を実施するものとする。なお、上記宮城県農業土木工事施工管理基準は、宮城県農林水産部

農村振興課のホームページ(http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin)に掲載してい

るので参照すること。

２ 前項の事項は当該工事に関する工種項目を適用するものとする。ただし、下記事項につい

ては本特記仕様書に基づくものとする。

(1) 直接測定による出来形管理

イ）適用除外

下記工種項目については適用除外とする。

工 種 項 目 記 事

Ⅳ　－　23 Ｈ３０統合版（公表用）



第六章 試験検査

６－１．（工場検査）

（１）製品は原則として仮組立後甲の検査を受けるものとする。

（２）開閉器は電動機と直結のうえ、無負荷で試験を行なうものとする。

（３）発電機の運転試験並びに扉体に使用する主要部材の強度試験を行なうものとする。

（４）その他指示する試験及び検査。

６－２．（現場検査）

必要に応じ、監督職員立会のうえ下記の試験を行なうのもとする。

（１）各設備の据付検査（寸法、溶接、塗膜厚等）

（２）各部の機能検査並びに操作試験。

ｲ) 電動機運転（電流・電圧の測定）

ﾛ) リミット差動運転試験（作動状況の確認）

ﾊ) 開閉速度

ﾆ) 同調装置による片吊り防止試験

ﾎ) その他指示する試験及び検査

（３）現場試験に先立ち、ローラー等回転部には十分注油を行なうものとする。

（４）検査により欠点があると認められた場合、たとえ工場検査に合格していても取替え又、補

修し再合格と認められるまで行なわなければならない。
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Ⅳ-７

用排水機の設計・積算基本方針について

（１）基本方針

設計にあたっては計画諸元と見積諸元及び配置等を比較検討し、土地改良事業計画設計基

準、設計、ポンプ場等により充分検討して設計し､ 積算については土地改良工事積算基準

（施設機械），農業農村整備事業等労務資材単価表（宮城県農林水産部），揚水機場機械設

備等資材単価表（宮城県農林水産部），物価資料（積算資料，建設物価），見積りにより積

算するものとする。

（２）設計・積算の手順

基 本 構 想､

型 式 の 決 定 計画諸元の検討

手 動 操作方法の決定 １人制御

オン、オフ制御

設計条件の検討 見積設計仕様書 現場条件の把握

の 作 成

見積設計依頼業

者 の 選 定

見積設計の依頼 仕様書・図書添付

見積設計の徴収 見積条件のチェック

NO

メーカーききとり 見 積 設 計 の 見積設計のチェック

比 較・検 討

YES

設計数量の決定

労務資材単価表

土地改良工事積算 工事価格の積算 揚水機場機械設備単価表

基準（施設機械） 物価資料

特記仕様書の作成 単価見積り

発 注 仕様書・図面添付
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Ⅳ-８

用排水機の見積設計の徴収について

注意事項

見積設計に当っては、設計条件が重要となるので見積設計を徴収する場合の仕様書、図面

等は発注者の意図を相手側に充分伝えるものでなければならない。従ってある程度統一した

見積仕様で徴収する必要がある。

イ）吸水位と吐出し水位

洪水時の各水位で決定しているので、常時（地下水を考慮した）水位についても検

討し全揚程及び実揚程を決定する必要がある。

ロ）建屋１と、吸水槽及び吐出し水槽

ポンプ及び補器類、電気設備関係の配置据付等の設計、積算に使用するので充分検

討して規模を決定する必要がある。

ハ）操作方式については機側、遠方、自動、その他、他設備と関連も示す必要がある。

（ゲート等）

Ⅳ-９

用排水機の見積設計仕様書の作成（例）について示されたい。

○○○地区（○○）第○○揚水機場機械設備工事見積設計仕様書

第一章 総 則

１－１ 総則

本仕様書は○○○地区（○○）第○○揚水機場機械設備工事の見積設計に適用するもので、

本仕様書に記載ない事項は宮城県農業土木工事共通仕様書（平成○○年○月○○日付け農村

第○○○号）及び施設機械工事等共通仕様書（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）

並びに別途図面によるものとする。

１－２ 目的

本工事は宮城県○○○事務所、○○○地区（○○）の農業用水を確保するため幹線用水路

よりＱ＝○○○m3/minを揚水する機場である。

１－３ 工事内容

（１）据付場所

宮城県○○郡○○町○○地内

（２）設備概要

（イ）主ポンプ設備 １式

（ロ）電動機（内燃機関設備） １式

（ハ）補助機械設備（重油槽、発電機） １式

（ニ）天井走行クレーン設備 １式

（ホ）電気設備 １式
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（３）運転操作方法

（イ）運転操作は１人制御方法とし連動単独運転出来るものとする。なお揚水門(排水の

場合は排水門）は起動条件に入れるものとする。

（ロ）エンジンの場合は換気扇を ポンプ連動とする。(モーター使用の場合は手動）

（４）別途工事

（イ）土木建築工事（各種箱抜き、差し筋、二次コンクリート工事等）

（ロ）仮設工事（水替工事等）

（ハ）配線ダクト工事（縞鋼板形鋼等）

（ニ）ゲート配線工事（低圧配電盤端子より）

第二章 提 出 資 料

２－１ 見積設計図書の提出

図書は下記のものについて３部提出するものとする。

イ 仕様書

ロ 計算書

ハ ポンプ予想特性曲線図

ニ 機械据付図（配管、配線、ダクト含む）

ホ 主要構造図

ヘ 電気結線図

ト 小配管図

チ 機械単体品明細書

リ 重量表（機械単体品も含む）

ヌ 塗装面積計算書

ル その他資料

第三章 設 計

３－１ 主ポンプ設備

（１）計画水位

内水位 外水位（揚水の場合は計画水位）

最 高 TP ○○○m TP ○○○m

計 画 〃 〃

最 低 〃 〃

注1. 最高内水位は現況最高湛水位

2. 最高外水位は排水本川計画洪水位

3. 最低内水位は基準田面より導水してくる水位(最低吸水位)

4. 最低外水位は排水本川渇水位

（２）操作水位（排水の場合）

起 動（内水位） TP ○○○m

停 止（内水位） TP ○○○m
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（３）設計諸元

形 式 メーカー選定

水 量 ○○○m3/sec、又 m3/min

口 径 メーカー選定

ポンプ効率 〃

減速機、平行歯車か遊星歯車を記入

（４）付属品

（イ）主配管（ＦＣと記入）可撓接手、沈下量○○m/m含む｡

（ロ）吐出弁（ＦＣ）（電動操作とし横型とする。手動操作も可能とする。開閉時間は３分

以内とする。）

（ハ）逆流防止弁（ＦＣと記入）

（ニ）その他の機器

（ホ）予備品

３－２ 主原動機設備

（１）内燃機関設備の操作要領

（イ）複数台数の場合、内水位により台数制御をする他、流入低下により内燃機関の回転

制御を行うものとする。

（２）設計諸元

（イ）エンジンの場合

型 式 ○形○列○気筒

出 力 メーカー選定

回 転 数 メーカー選定

始動方式 圧縮空気式

使用燃料 Ａ重油（JISK 2205)

冷却方法 水冷式

燃 料 槽 屋外式で○○時間運転に足る容量（発電機含む）

小 出 槽 メーカー選定、設置場所については消防法を考慮すること。

附属機器 燃料移送ポンプ、ウィングポンプ、消音器その他

（ロ）電動機の場合

型 式 特殊かご形又は巻線形三相誘導電動機

保護型式 開放防滴保護形

絶縁種別 高圧電動機Ｂ種（許容最高温度で決定）

低圧電動機Ｅ種

定 格 連続

軸 型 式 立軸又は横軸

３－３ 発電機設備

（１）操作要領

（イ）冷却はラジェター方式で凍結防止として不凍液を混入するものとする。

（ロ）補助機械設備の運転用電源でエアー起動又はセル起動とする。

（ハ）充電池はアルカリ電池とし従量電燈電源100Vを使用、充電器により自動充電する

ものとする。

Ⅳ　－　28 Ｈ３０統合版（公表用）



（２）諸元

発電機 内燃機関

型 式 メーカー選定 メーカー選定

出 力 同上 同上

回 転 数 同上 同上

起動方式 － エアー起動

セル起動

燃 料 － Ａ 重油

附属機器 蓄電池、充電器、消音器、その他

３－４ 補助機械設備

主ポンプ運転に必要な機械で下記のとおりとする。

なお下記以外で運転、その他に必要なものは設備をするものとする。

真空ポンプ 主ポンプ内排気用 排気は10分以内とする。

取水ポンプ 原水取水用 メーカー選定

オートストレーナー － 同 上

封冷却水ポンプ ポンプ封水機械の冷却用 同 上

温水ポンプ ｸｰﾘﾝｸﾞﾀﾜｰ容量に適合するもの 同 上

燃料移送ポンプ 内燃機関燃料用 同 上

燃料小出槽

空気圧縮機 内燃機起動用 メーカー選定

屋内排水ポンプ 同 上

その他 必要なもの

３－５ 天井走行クレーン

（１）機械器具の分解組立点検用として設置するもので、下記のとおりとする。

型 式 メーカー選定

主 桁 プレートガーター構造

定格荷重 ○○ｔ吊り

３－６ 制御その他

操作方式は自動方式とする。

ポンプ設備の操作方式は操作盤上の１個のスィッチでポンプの呼水、満水、起動、口出出

弁の全開まで順次自動的に行ない、各機器の操作制御状態の表示、故障警報などが操作盤で

行い得る遠方制御方式とし運転中の制御は手動とする。なお主ポンプ及び補器類には機側操

作盤を設備するものとする。（機側優先とする）
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見積り依頼に伴う提出書類等のチェックリスト

１．工事名称

２．依頼者名

３．提出部数

項 目 内 容 ﾁｪｯｸ 備 考

1 仕 様 書 [見積設計仕様書に基づく]

2 計 算 書

(1) 主 ポ ン プ 諸 元

1) 型 式 ポンプ

2) 口 径 φ mm

3) 数 量 台

4) 全 揚 程 ｍ

5) 吐 出 し 量 m3／min

6) ポ ン プ 効 率 ％

7) 回 転 数 rPm

8) 原 動 機 容 量 KW(ps)

9) 駆 動 方 式

10) 操 作 方 式

(2) 主 原 動 機 の 諸 元

1) 型 式 形

2) 数 量 台

3) 出 力 KW(ps)

4) 回 転 数 rPm

5) 気 筒 数 (cy)

6) 起 動 方 式 起動

7) 操 作 方 式

8) 電 圧 Ｖ

9) 極 数 polie

(3) 主 ポ ン プ 付 属 品

1) カ プ リ ン グ 組

2) チ ャン ネ ル ベ ー ス 〃

3) 基 礎 ボ ル ト 〃

4) 満 水 検 知 器 個

5) 排 気 電 磁 弁 個

6) 注 水 〃 〃

7) 真 空 破 壊 電 磁 弁 〃

8) フ ロ ー サ イ ト 〃

9) 連 成 計 個
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項 目 内 容 ﾁｪｯｸ 備 考

10) 真 空 計 〃

11) 自 動グリースポ ン プ 組

12) フ ィ ー ラ パ ッ ク 〃

(4) 電 動 蝶 形 弁 諸 元

1) 型 式 弁

2) 数 量 台

3) 口 径 φ mm

4) 操 作

5) 付 属 品

(ｱ) バ ルブコントロール

(ｲ) 電 動 機 Hz.V.P.kW

(ｳ) 開 度 指 示 計 組

(ｴ) 基 礎 ボ ル ト 〃

(5) 歯 車 減 速 機 諸 元

1) 型 式 歯車減速機

2) 数 量 台

3) 最 大 入 力 kw(ps)

4) 入 力 軸 回 転 数 rPM

5) 出 力 軸 〃 〃

6) 減 速 比

7) 減 速 機 効 率 ％

8) 潤 滑 方 式

9) 冷 却 方 式

10) 付 属 品

(ｱ) ベ ッ ト 組

(ｲ) キ ソ ボ ル ト 〃

(ｳ) カ プ リ ン グ 〃

(ｴ) 潤滑油温度 継 電 器 〃

(6) 真 空 ポ ン プ 諸 元

1) 型 式

2) 数 量 台

3) 口 径 Ф mm

4) 最 下 風 量 m3／min

5) 最 大 真 空 度 mHg

6) 回 転 数 rpm

7) 電 動 機 容 量 kw

8) 操 作 方 式

9) 付 属 品 式

(7) 給 水 ポ ン プ 諸 元

1) 数 量 台
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項 目 内 容 ﾁｪｯｸ 備 考

2) 型 式 台

3) 口 径 φ mm

4) 全 揚 程

5) 吐 出 量 m3／min

6) 回 転 数 rPm

7) 電 動 機 容 量 Hz.V.P.kw

8) 操 作 方 式

9) 付 属 品 １式

(8) 封水､冷却水ポンプ 諸元

1) 数 量 台

2) 型 式 ポンプ

3) 口 径 φ mm

4) 全 揚 程 m

5) 吐 出 量 m3／min

6) 回 転 数 rPm

7) 電 動 機 容 量 Hz.V.P.kw

8) 操 作 方 式

9) 付 属 品 式

(9) 空 気 圧 縮 機 諸 元

1) 数 量 台

2) 型 式

3) 吐 出 圧 力 kg/cm2

4) 行 程 空 積 m3/Hr

5) 回 転 数 rPm

6) 原 動 機 容 量 kw

7) 原 動 機 の 種 類

8) 冷 却 方 式

9) 操 作 方 式

10) 附 属 品 式

(10) 燃 料 移 送ポンプ諸 元

1) 数 量 台

2) 型 式 ポンプ

3) 口 径 Ф mm

4) 吐 出 量 /min

5) 吐 出 圧 力 kg/cm2

6) 回 転 数 rPm

7) 原 動 機 容 量 kw

8) 操 作 方 式

9) 附 属 品 １式
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項 目 内 容 ﾁｪｯｸ 備 考

(11) 貯水槽排水ポンプ 諸 元

1) 数 量 台

2) 型 式

3) 口 径 φ mm

4) 全 揚 程 m

5) 吐 出 量 m3/min

6) 回 転 数 rpm

7) 原 動 機 容 量 ps

8) 附 属 品 式

(12) 高 架 水 槽 諸 元

1) 数 量 基

2) 型 式

3) 容 量

4) 附 属 品 式

(13) 燃 料 小 出 槽 諸 元

1) 数 量 基

2) 型 式

3) 容 量

4) 附 属 品 式

(14) 屋外燃料貯 蔵 槽 諸 元

1) 数 量 基

2) 型 式

3) 容 量

4) 附 属 品 式

(15) クーリングタワ ー 諸元

1) 数 量 基

2) 入 口 温 度 ℃

3) 出 口 温 度 ℃

4) レ ン ジ ℃

5) 湿 球 温 度 ℃

6) 循 環 水 量 /min以上

7) 入 口 径 φ mm

8) 出 口 径 φ mm

9) 電 動 機 容 量 Hz.V.P.kW

10) 操 作 方 式

11) 附 属 品 式

(16) 天井走行クレーン 諸 元

1) 数 量 台

2) 型 式

3) 巻 上 機
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項 目 内 容 ﾁｪｯｸ 備 考

4) 巻 上 荷 重 ton

5) 試 験 荷 重 定格荷重の %

6) ス パ ン m

7) 走 行 距 離 m

8) 揚 程 m

9) 操 作 方 式

10) 走 行 レ ー ル 寸 法 kg/m

11) 最 大 撓 み スパン1/1,000以内

12) 附 属 品 式

(17) 自 家 発 電 機 諸 元

1) 数 量 台

2) 型 式

3) 定 格 出 力 ps以上

4) 回 転 数 rpm

5) 気 筒 数 CY

6) 使 用 燃 料

7) 冷 却 方 式

8) 操 作 方 式

9) 始 動 方 式

10) 附 属 品

(ｱ) 配 電 盤 組

(ｲ) 消 音 器 〃

(ｳ) 燃 料 タ ン ク 〃

(ｴ) その他 必 要なも の 式

(18) 構 造 計 算

1) 主 ポンプ の 水理計算書

(1) 検 討 条 件

(ｱ) 吸 水 位 m

(ｲ) 吐 出 水 位 m

(ｳ) 計 画 排 水 量 m3/min

(ｴ) 計 画 実 揚 程 m

2) 損 失 水 頭 の 計 算 m

3) 全 揚 程 の 決 定 m

4) 主 原 動 機 の 決 定

(1) 原 動 機 回 転 数 rpm

(2) 原 動 機 出 力 kW(ps)

(3) ポ ン プ 効 率 %
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項 目 内 容 ﾁｪｯｸ 備 考

5) 歯 車 減 速 機

(1) 減 速 機型式の決定

(2) 減 速 機 の 選 定 ｢減速比｣｢原動機回転

数｣｢伝達容量｣｢許容

ｽﾗｽﾄ荷重｣

6) 弁 類

(1) 弁 の 決 定

(2) 弁 の 駆 動 方 式

7) 真空 ポ ン プの 容 量

(1) 排 気 時 間 計算書

(2) 真空ポ ン プ 仕 様

8) 給 水 ポ ン プ の容 量

(1) 必 要 水 量

(2) ポ ン プ 全 揚 程

(3) 給 水ポンプの仕 様

9) 封水､冷却水ポンプ 容量

(1) 封 水 冷 却 水 量

(2) ポンプ 全 揚 程

(3) 封水冷却水ポンプの

10) 燃料移送ポンプの 容 量

(1) 必 要 吐 出 量

(2) ポンプ 全 揚 程

(3) 燃料移送ポンプの仕

11) 貯水槽排水ポンプの容量

(1) 必 要 吐 出 量

(2) ポンプの 全 揚 程

(3) 排水ポンプの仕様

12) 空 気 圧 縮 機

(1) 容 積 の 決 定

(2) 原動機の容量の決定

13) 全上の計算による電気係

のチェック
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Ⅳ-１０

用排水機の工事発注時の注文書等（例）について示されたい。

１ 注文書表紙(例)

注 文 書

工 事 名 Ｈ△△ ○○地区（略事業名）－○○○号

○ ○ ○ ○ ○ 機械設備工事

工 事 場 所 ○ ○ ○ 地内

紙 数 表紙共 ○ 枚

図 面 ○ 葉

２ 特記仕様書（例）

○ ○ ○ ○ ○ 機械設備工事 特記仕様書

第１章 総 則

１－１．（適用範囲）

本工事は、宮城県農業土木工事共通仕様書（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）

並びに施設機械工事等共通仕様書（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）及び工事に

関する県の規則等に基づいて施行するものとする。ただし、下記事項については本特記仕様

書に基づいて施行するものとする。

なお、上記宮城県農業土木工事共通仕様書並びに施設機械工事等共通仕様書は、宮城県農

林水産部農村振興課のホームページ（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin）に

掲載しているので参照すること。

１－２（施行目的）

○○○○地区の農業用水を確保するため幹線用水路よりＱ＝○○○m3/minを揚水する機場

である。

１－３（施行範囲）

○○揚水機場機械設備工事（付帯設備含む）設計、製作、運搬据付等一切を行うものであ

る。なお、本仕様書に特記されたコンクリート工事を行うものとする。
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１－４（据付場所）

宮城県○○郡○○町○○地内

１－５（工事概要）

（１）主ポンプ設備

（２）電動機設備（内燃機関設備）

（３）補助機械設備（補助機械用発電機設備）

（４）付属機械設備

（５）配置盤設備

１－６（関係書類）

（１）承諾図書等

乙は契約締結後すみやかに共通仕様に示す図書の他、次の図書を作製し監督職員の承

諾を受けるものとする。

ア．材料表（鋼材、溶接材、塗装材等の規格並びに数量）

イ．外注品明細書

ウ．施工要領書（原寸、組立、熔接、現場継手、塗装、仮組、仮設、架設要領書等）

（２）提出部数 ２部（承諾後返却用１部含む）

第２章 機 械 設 備

１．ポンプ

１－１ ポンプ主要諸元

（１）口 径 φ○○○m/m

（２）型 式 〇〇〇ポンプ

（３）台 数 ○台

（４）計画実揚程 ○○○m

（５）計画用水量 ○○○m3/min

（６）最高最低計画水位

最高ＴＰ○．○○ｍ、最低○．○○ｍ、計画○．○○ｍ・・・内水位

最高ＴＰ○．○○ｍ、最低○．○○ｍ、計画○．○○ｍ・・・外水位

（７）電動機出力 ○○ｋｗ以上（見積の最低容量）

内燃機関出力 ○.○ＰＳ以上( 〃 ）

（８）伝達方式 歯車方式（平行か遊星か記入）ベルト方式直結、流体、軸継手

（９）ポンプ効率 ○○％以上

（10）水 質 普通河川水又は塩が含む河川

１－２ 材料

（１）胴 体 ＦＣ－２５０

（２）羽 根 車 ＢＣ－２

（３）主 軸 Ｓ３０Ｃ

（４）ﾗｲﾅｰﾘﾝｸﾞ ＢＣ－６

なお、上記以外の材料を使用する場合は監督職員の承諾を得るものとする。

この場合の材料についてもＪＩＳ又はこれに準ずる規格
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１－３ 附属品

附属品はポンプ１台に付き下記のとおりとする。

（１）基礎ﾎﾞﾙﾄﾁｬﾝﾈﾙﾍﾞｰｽ １式

（２）ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙｶｯﾌﾟﾘﾝｸﾞ １式

（３）自動グリースポンプ １式

（４）真 空 計 １式

（５）連 成 計 １式

（６）満水検知器 １式

（７）吸気電磁弁 １式

（８）封水電磁弁 １式

（９）真空はかり弁 １式

（10）分解工具 １式

（11）その他運転に必要なもの １式

１－４ 予備品

予備品はポンプ１台に付き下記のとおりとする。

グランドパッキン １式

軸受メタル １式

２．主原動機用内燃機関

２－１ 主要諸元

（１）型 式 ○○サイクルディーゼル機関

（２）燃焼室型式 直接噴射式又は予燃焼室式

（３）冷 却 方 式 水冷式

（４）潤 滑 方 式 強制潤滑式

（５）始 動 方 式 圧縮空気式

（６）使 用 燃 料 Ａ重油

（７）定 格 連続定格

（８）過負荷耐力 110%(JIS 8014による)

２－２ 付属品

（１）潤滑油圧力計 １個

（２）回 転 計 １個

（３）冷却水圧力計 １個

（４）消 音 器 １式

（５）排気管伸縮継手 １式

（６）ターニングバー １個

（７）潤滑油ポンプ １個

（８）空気槽（○○・×○○連） １組

（９）外軸受及び延長軸 １式

（10）温度計(冷却水用､排気用､潤滑油用) １式

（11）エンジン廻り小配管コック及び配線類 １式

（12）始動用空気制御装置 １式

（13）台床及び基礎ボルト １式

（14）分解組立工具類 １式

（15）その他必要なもの １式
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２－３ 予備品

（１）ピストンリング １気箇分

（２）オイルリング １気箇分

（３）吸 気 弁 １気箇分

（４）排 気 弁 １気箇分

（５）燃料噴射ﾎﾟﾝﾌﾟﾌﾞﾗﾝｼﾞｬｰとﾊﾞﾚﾙ １気箇分

（６）各種温度計 １台分

３．主原動機用電動機

３－１ 主要諸元

（１）型 式 特殊かご形又は巻線形三相誘導電動機

（２）保護形式 開放防滴保護形

（３）絶縁種別 高圧電動機○種

低圧電動機○親

（４）定 格 連続

（５）軸 形 式 立軸又は横軸

（６）始動方式 入－△始動又はリアクトル始動

３－２ 付属品

（１）基礎ベース及びボルト（横軸の場合） １式

（２）取付架台（立軸の場合） １式

（３）点検架台、タラップ（立軸の場合） １式

（４）出力軸、軸継手 １式

（５）その他必要なもの １式

４．自家発電設備

４－１ 発電機の内燃機関

（１）形 式 単動○サイクルディゼル機関

（２）燃焼室形式 直接噴射式又は予燃焼室式

（３）潤滑方式 強制潤滑式

（４）冷却方法 水冷式

（５）始動方法 圧縮空気式又はセル始動

（６）使用燃料 Ａ重油又は軽油でも良い

４－２ 発電機の仕様

（１）形 式 交流同期開放防滴保護形

（２）方 式 三相３線式

（３）冷却方法 自己通風

（４）絶縁種類 ○種以上

４－３ 付属品

（１）軸受温度検出装置及び温度計 １式

（２）固定子温度検出装置 １式

（３）共通ベース １式

（４）その他必要なもの １式
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５．減速機

５－１ 主要諸元

（１）型 式 横型○段減速平行軸型

（２）台 数 １台

（３）伝達動力 メーカー選定

（４）回転数 入力側 メーカー選定

出力側 メーカー選定

（５）減速比 ○：○

（６）潤滑方式 ○○潤滑

５－２ 付属品

（１）基礎ボルト １式

（２）油 面 計 １式

（３）圧 力 計 １式

（４）温度計（潤滑油、軸受） １式

（５）排水コック １式

（６）その他必要なもの １式

６．弁 類

６－１－１ 吐出弁

（１）型 式 電動蝶型弁（水密型）

（２）規 格 口径○○○ｍ／ｍ

（３）材 質

イ．弁 胴 ＦＣ２５０以上

ロ．弁 体 ＦＣ２５０以上

ハ．弁 軸 ＳＵＳ３０４

６－１－２ 付属品

（１）開 度 計 １式

（２）トルクスイッチ １式

（３）リミットスイッチ １式

（４）その他必要なもの １式

６－２－１ 逆流防止弁

（１）型 式 フラップ型

（２）規 格 弁口径○．○○ ｍ（口径600m/m～口径1,800m/mまで丸型）

（３）材 質 弁 胴 ＦＣ２５０以上

弁 体 ＳＳ４００以上

弁 軸 ＳＵＳ３０４以上

６－２－２ 付属品

（１）ボルトナット １式

（２）パッキン １式

（３）その他必要なもの １式
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７．補助機器

７－１－１ 真空ポンプ

（１）型 式 水封式回転型

（２）電 動 機 三相誘導電動機

全閉外扇形

連続定格

○種絶縁

７－１－２ 付属品

（１）共通ベ－ス １式

（２）補水槽 １式

（３）真空計 １式

（４）弁類（ポンプ廻り） １式

（５）その他必要なもの １式

７－２－１ 冷却封水ポンプ及び潤滑水、温水ポンプ

（１）型 式 口径○○○m/m、○○○形ポンプ

（２）電 動 機 三相誘導電動機

全閉外扇形

連続定格

○種絶縁

７－２－２ 付属品

（１）ベースプレート １式

（２）基礎ボルト １式

（３）圧力計 １式

（４）逆止弁及び仕切弁 １式

（５）その他必要なもの １式

７－３－１ オートストレーナー（サンドセパレーター含む）

（１）型 式 電動回転式

（２）電 動 機 三相誘導電動機

全閉外扇形

連続定格

○種絶縁

７－３－２ 付属品

（１）逆洗バルブ １個

（２）圧 力 計 １式

（３）電 動 機 １台

（４）減 速 機 １台

（５）エアー抜弁 １式

（６）基礎ボルト １式

（７）取 付 台 １式

（８）その他必要なもの １式
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７－４－１ 高架水槽

水槽本体及び架台類の材料はＳＳ４００で製作する。

７－４－２ 付属品

（１）ボールタップバルブ １式

（２）水位検知器 １式

（３）その他必要なもの １式

７－５－１ 燃料移送ポンプ

（１）型 式 口径Φ○○○m/m、○○○形ポンプ

（２）電 動 機 三相誘導電動機

全閉安全増防爆形

連続定格

○種絶縁

７－５－２ 付属品

（１）逆止弁及び仕切弁 １式

（２）安全弁 １個

（３）基礎ボルト １式

（４）その他必要なもの １式

小出槽本体及び架台類の材料はＳＳ４００で製作する。

７－６－２ 付属品

（１）油 圧 計 １式

（２）フロートスイッチ（防爆形） １式

（３）その他必要なもの １式

７－７－１ 空気圧縮機

（１）電動機駆動空気圧縮機

型 式 空冷式往復圧縮機

電 動 機 三相誘導発電機

全閉外扇形

連続定格

○種絶縁

（２）内燃機関駆動空気圧縮機

型 式 空冷式往復圧縮機

内燃機関 ディーゼル機関

空冷式又はラジエータ式

７－７－２ 付属品

（１）自動水分離器 １式

（２）安 全 弁 １式

（３）基礎ボルト １式

（４）その他必要なもの １式
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７－８－１ 取水及び屋外排水ポンプ

（１）立軸ポンプ

型 式 立軸、うず巻形

電 動 機 三相誘導電動機

全閉外扇形

連続定格

○種絶縁

（２）水中モーターポンプ

型 式 水中うず巻形

電 動 機 三相誘導電動機

全閉外扇形

連続定格

○種絶縁

７－８－２ 付属品

（１）取付ベース １式

（２）基礎ボルト １式

（３）圧 力 計 １式

（４）逆止弁及び仕切弁 １式

（５）ケーブル及びケーブルクランプ １式

（水中モーターポンプの場合）

（６）その他必要なもの １式

７－９ 小配管

小配管の材料は次の標準とする。

水 系 統（清水） ＳＧＰ

水 系 統（原水） ＳＧＰ

満 水 系 統 ＳＧＰ

燃 料 系 統 ＳＧＰ（黒）

空 気 燃 料 ＣＵＴ又はＳＵＳ

作動油系統、潤滑油系統 ＳＧＰ又はＳＴＰＧ

排 気 系 統 ＳＧＰ（黒）

７－10－１ 手動式走行クレーン設備

主要諸元

（１）巻上荷重 ○．○ｔｏｎ

（２）径 間 ○．○ｍ

（３）揚 程 ○．○ｍ

（４）巻上速度 ○．○ｍ／ｍｉｎ

（５）横行速度 ○．○ｍ／ｍｉｎ

（６）走行速度 ○．○ｍ／ｍｉｎ

（７）走行距離 ○．○ｍ

（８）走行軌条 ○．○ｋｇ／ｍ

（９）フックの型式 ○○○○

（10）その他必要なもの １式
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７－10－２ 付属品

（１）給油器具 １式

（２）グリース（１８・入） １式

（３）標準付属工具 １式

（４）その他必要なもの １式

７－11－１ 屋外タンク式燃料貯油槽

主要諸元

３６時間、連続運転出来る容量で鋼板厚が3.2m/m以上とする。

貯 油 槽 ○．○・入 １基

７－11－２ 付属品

（１）注 油 口 １式

（２）送 油 口 １式

（３）油量指示計 １式

（４）通気金物 １式

（５）基礎ボルト １式

（６）マンホール １式

（７）標識及び掲示板 １式

（８）その他必要なもの １式

８．配電盤

１）一般仕様

１－１ 構 造 （記載例）

鋼板製閉鎖自立形（裏面扉付）とし、盤表面に指示計器各種継電器

等を体裁よく電気的に危険のないよう配置するものとする。

１－２ 指示計器 ○○級広角度計器を用い、角型半埋込取付けとし、目盛の基準ケ所

に赤線を記入するものとする。

１－３ 各種継電器 角形半埋込とし、保護継電器は誘導形とする。

１－４ 試験用端子 計器用変成器の二次回路には試験端子を設けすべて埋込形プラグ式

とし、適当な箇所にその回路名を示すための記号板を備えるものと

１－５ 内部配線 する。

盤内部配線は○○m/m(○○mm2)○○○線を使用し、下記の色分けを

行うものとする。

ＰＴ回路 赤色

ＣＴ回路 黒色

直流制御回路 青色

交流制御回路 黄色

１－６ 色調 配電盤の色彩及び各種継電器、指示計器、枠組等の色彩については

別途指示する。

１－７ 操作スイッチ 操作スイッチはすべて捻回形を使用し、他のスイッチと容易に区別

できるものとし把手に器具番号を明記するものとする。

１－８ 集合故障表示器 （ランプ式）動作表示器を取付けるものとする。
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１－９ 警報装置 ベル及びブザー表示器を取付けるものとする。

１－10 操作電源 (1) バッテリー、ＤＣ（２４）Ｖ～自家発自動起動関係

(2) セレン整流器、約ＤＣ(160)Ｖ～遮断器投入電源

セレン整流器、約ＤＣ(80)Ｖ～遮断器引外電源

(3) ＡＣ２２０Ｖ～ポンプ連動運転関係

(4) ＡＣ１１０Ｖ～高圧関係信号灯

２）高圧引込盤

２－１ 型式 鋼板製垂直閉鎖自立型（列盤構造）

前面扉

２－２ 取付器具 盤名称銘板

電源表示灯

内部点検覗窓

取引用計器収納余地

三極単投断路器

ケーブルヘッド取付余地

内部配線、端子台

その他必要なもの

３）高圧受電盤

３－１ 型式 鋼板製垂直閉鎖自立型（列盤構造）

前面扉

３－２ 取付器具 盤名称銘板

交流電圧計

交流電流計

指示電力計

力率計

電圧計切替開閉器

電流計切替用閉器

操作開閉器

開閉信号灯

誘導型過電流継電器

高圧地絡過電流継電器（方向性）

周波数計

三極単投油入遮断器（１５０ＭＶＡ）

単相計器用変圧器（モールド型）

内部配線、端子台

その他必要なもの

４）高圧電動機盤

４－１ 型式 鋼板製垂直閉鎖自立型（列盤構造）

前面扉
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４－２ 取付器具 盤名称銘板

電源表示灯

単極単投電力フューズ

三極単投高圧気中接触器

進相コンデンサー

始動リアクター

単相計器用変流器

ケーブルヘッド取付余地

内部配線、端子台

その他必要なもの

５）主変圧器盤

５－１ 型式 鋼板製垂直閉鎖自立型（列盤構造）

前面扉

５－２ 取付器具 盤名称銘板

交流電圧計

電圧計切替開閉器

表示灯

過電圧地絡継電器

自冷油入式変圧器

定格連続

一次電圧 F6.9/F6.6/F6.3/6.0/5.7kv

二次電圧 3,300Y

容 量500KVA

計器用変圧器

その他必要なもの

６）動力変圧器盤

６－１ 型式 鋼板製垂直閉鎖自立型（列盤構造）

前面扉

６－２ 取付器具 盤名称銘板

交流電流計

同上用切替スイッチ

交流電圧計

同上用切替スイッチ

電力フューズ

変圧器

変流器

その他必要なもの

７）所内電灯盤

７－１ 型式 鋼板製垂直閉鎖自立型

Ⅳ　－　46 Ｈ３０統合版（公表用）



７－２ 取付器具 盤名称銘板

交流電流計

交流電圧計

フューズ

単相変圧器

変流器

その他必要なもの

８）直流電源盤

８－１ 型式 鋼板製垂直閉鎖自立型

８－２ 取付器具 盤名称銘板

電源表示灯

直流電圧計

電圧計切替開閉器

直流電流計

自動－手動切替用開閉器

自動電圧調整器

その他必要なもの

バッテリー

アルカリ蓄電池

充電装置

自動電圧調整器付

ターミナル、その他必要なもの

９）交流発電機盤及び自動

起動盤

９－１ 型式及び規格 所要面数 ○○面

型 式 鋼板製閉鎖自立形 （○○～○○）

寸 法 巾○○、高さ○○、奥行○○

９－２ 盤面取付器具 表 示 灯 （白色） ○○個(○○～○○)

交流電圧計 ○～○○V 〃 ( 〃 )

同上切替ｽｲｯﾁ ○○個(○○～○○)

交流電流計 ○～150A 〃 ( 〃 )

同上切替ｽｲｯﾁ 〃 ( 〃 )

三相指示電力計 ○～○○kw 〃 ( 〃 )

周波計 〃 ( 〃 )

信号灯 〃 ( 〃 )

操作ｽｲｯﾁ 〃 ( 〃 )

誘導形過電流継電器 〃 ( 〃 )

電圧継電器 〃 ( 〃 )

速度継電器 〃 ( 〃 )

補助継電器 〃 ( 〃 )

試験用端子 １式
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ｶｰﾄﾞﾎｰﾙﾀﾞｰ 〃

９－３ 盤内収納器具 ３極単投電磁接触器 ○○個

補助継電器 ○○式

ﾄﾞﾗﾑ式ﾀｲﾏｰ ○○個

静止励磁装置取付余地 ○○式

端子台及内部配線 ○○式

ｾﾙﾓｰﾀｰ起動による

自動起動

10）主内燃機関自動起動盤

10－１ 型式及規格 （記載例）

所要面積 ○○面

型 式 鋼板製閉鎖自立形 （○○～○○）

寸 法 巾○○、高さ○○、奥行○○

10－２ 盤面取付器具 時延継電器 ○○個

速度継電器 〃

起動、停止スイッチ 〃

11）監視（遠方）操作盤

11－１ 型式及規格 所要面数 １面

型 式 鋼板製閉鎖○○型 （背面扉付）

寸 法 巾○○、高さ○○、奥行○○

11－２ 盤内収納器具 交流電流計、○○Ａ ○○個

弁開度指示計 〃

自動－手動切替スイッチ 〃

運転スイッチ 〃

操作 〃 〃

運転表示灯 １式

信号灯 〃

順序表示灯 〃

故障表示器（停止及び警報） ○○個

〃 ベル １式

時延継電器 ○○個

補助継電器 １式

11－３ 盤外器具 弁開度指示送信器 ○○個

圧力スイッチ 〃

12）機械操作盤(電動機用)

12－１ 型式及び規格 （記載例）

所要面数 １面

型 式 ○○○形

寸 法 巾○○、高さ○○、奥行○○

12－２ 盤内収納器具 交流電流計 ○○個
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信号灯 〃

操作スイッチ 〃

端子台及び内部配線 １式

（発電機、内燃機関補機用）

12－３ 型式及び規格 所要面数 各１面

型 式 ○○型

寸 法 巾○○、高さ○○、奥行○○

12－４ 盤内収納器具 信号灯 １式

操作スイッチ 〃

端子台及内部配線 〃

13）内燃機関自動起動盤

13－１ 型式及び規格 （記載例）

所要面数 １面

型 式 ○○型

寸 法 巾○○、高さ○○、奥行○○

13－２ 盤内収納器具 補助継電器 １式

補助電磁気接触器 〃

端子台及内部配線 〃

第３章 操 作 方 式

１）自動運転方式 （記載例）

（自動起動、停止運転方式）

ポンプ設備の操作方式は操作盤上の１個のスイッチでポンプの呼水、

満水、起動、吐出弁の全開までを順次自動的に行ない、各機器の操

作制御状態の表示故障警報などが、操作盤で行い得る遠隔制御方式

とする。なお、運転中の制御は手動で行なう。

停止は一般に吐出弁の全閉、ポンプ停止、真空破壊の順序で行うも

のとする。

（自動制御運転方式）

ポンプ設備の操作方式は（前項にならう）遠隔制御方式とする。

なお、運転中の制御はある定められた運転装置或は制定値に自動的

に運転を制御するものとする。

（全自動制御）

ポンプ設備の操作方式は（前項にならう）遠隔制御方式とする。な

お、ポンプの起動操作は勿論運転中の制御の要素を機械自から検出

して運転操作を行うものとする。

２）非常停止 （記載例）

重故障が発生し非常信号が与えられると主ポンプは自動停止するも

のとする。
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３）保護警報

３－１ 重故障 （記載例）

故障の種類及び警報は次のとおりとする。

次の故障が生じた場合は主ポンプは自動停止し、集合故障表示器へ

表示すると共にベル警報を発するものとする。

（１）主電動機過負荷

（２）起動渋帯

（３）吸水槽水在異状低下

（４）低電圧

３－２ 軽故障 （記載例）

次の故障が生じた場合は当該機器を停止させ集合表示器へ表示する

と共にブザー警報を発するものとする。

１）真空ポンプ用補水槽水位低下

２）封水ポンプ用高架水槽水位低下

３）真空ポンプ過負荷

４）封水ポンプ過負荷

３－３ 動作表示故障 （掲載例）

表示 動作表示ならびに故障表示は下記のとおりとする。

（１）動作表示（例）

項 目 表示 点 灯 条 件 消 灯 条 件

準備完了 ○ 起動ｲﾝﾀｰﾛｯｸ満足 起動操作

排 気 ○ 起動操作 満水検知器動作

満 水 ○ 満水検知器動 主モーター起動器投入

起 動 ○ 主モーター起動器投入 主ポンプ運転

過 転 ○ 主ポンプ運転 主ポンプ停止

真空ﾎﾟﾝﾌﾟ運転 ○ 真空ポンプ運転 真空ポンプ停止

排水ﾎﾟﾝﾌﾟ運転 ○ 封水ポンプ停止 封水ポンプ停止

（２）故障表示（例）

区分 故 障 原 因 非常停止 警報 表示 備 考

重 主電動機過負荷 ○ ベル ○

故 起動渋滞 ○ 〃 ○

障 吸水槽水位低下 ○ 〃 ○

低電圧 ○ 〃 ○

真空ポンプ用補水槽水位低下 ブザー ○

軽 封水ポンプ用高架水槽水位低下 〃 ○

故 真空ポンプ過負荷 〃 ○

障 封水ポンプ過負荷 〃 ○

○○ゲート 〃 〃 ○

○ ○ ○ 〃 〃 ○
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第４章 据 付 工 事

４－１ 据付工事

（１） 据付に関する標高、位置等の基準点は監督職員が指定するが、この基準点以降の物につ

いては受注者において行なうものとする。

（２） 配管は主配管、小配管ともに機場内の美観と機能を重じて施工するものとする。

（３） 主配管の接続はフランジ接合を原則とし片締めのないようにボルト締めを行い、または

必要に応じてソケット継手、可撓継手を用いるものとする。

（４） 水圧又水流の方向転換などの力により機器及び管の変形や故障が生じないよう強固に支

持するものとする。

（５） 小配管は機器の分解、組立などに便なるような継手、ドレーン弁、エアー抜弁、ストッ

プ、チェッキー弁などを適宜付するものとする。

（６） ポンプ及び原動機の水平、ポンプと原動機の軸心に充分注意し運転時に振動などないよ

うに据付けるものとする。

（７） 基礎ボルト、充分硬化したのち基礎ボールト、ナットを締め付けること、この際カップ

リングの狂いの有無、手廻し状態の良、不良等を確めること。

４－２ コンクリート工事

（１） 本工事の構造物設計に用いたコンクリート基準強度（ｆ'ｃｋ）は下記のとおりである。

１）無筋コンクリート構造物 ｆ'ｃｋ＝１８Ｎ／mm２

２）鉄筋コンクリート構造物 ｆ'ｃｋ＝２１Ｎ／mm２

（２） 本工事に使用するレディミクストコンクリートは、別に指定のあるものを除き高炉セメ

ントＢ種の使用を原則とし、前項及び下記の規格を満足する「呼び強度」を選択して使用

するものとする。ただし、請負者は高炉セメントの使用が明らかに不適当であると判断す

るに足りる合理的理由がある場合は、別途監督職員あて協議すること。

ｺﾝｸﾘｰﾄ名称 粗骨材最大寸法 スランプ 空気量 水ｾﾒﾝﾄ比 記 事

無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 40mm 8cm 4.5% － ﾎﾟﾝﾌﾟ･配管等基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ 20mmまたは25mm 8cm 4.5% 60%以下 配電・操作盤基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ

なお、上記によりがたい場合は監督職員の承諾を得ること。

（３） 基礎コンクリートの数量は想定にて発注しており、詳細設計の結果、著しい相違がある

場合は、設計変更の対象とする。

Ⅳ　－　51 Ｈ３０統合版（公表用）



第５章 電 気 工 事

１）一般事項 （記載例）

本工事は引込柱上の（１次側碍子）以降とし、引込工事配線工事及

び配電盤類の据付工事の一切を行うものとする。

配線工事は電気工作物規定及び電力会社の工事規定に適合するもの

とする。

２）配線工事 （記載例）

（１）屋内配線は原則としてダクト工事とし、ダクト内配線が出来

ない部分は金属配線を行うものとする。

（２）各機器との接合のため、立上る個所は金属管その他により保

護し、振れ止め金具により固定するものとする。

（３）各機器類、電線管、ボックス及びその他必要な個所には接地

工事を行うものとする。

各電線路の規格は下記のとおりとする。

３）電線路

３－１ 地中電線路 （１）ケーブルの種類

（２）ケーブルの太さ

３－２ 屋内電線路 （１）電線の種類

（２）電線の太さ

３－３ 硬質ﾋﾞﾆｰﾙ管配線 （１）電線及び電線管路の種類

（２）電線及び電線管路の太さ

３－４ 金属管配線 （１）金属管、配線の種類

（２）金属管、配線の太さ

３－５ ダクト配線 （１）電線及びダクトの種類

（２）電線及びダクトの太さ

３－６ ケーブル配線 （１）ケーブルの種類

（２）ケーブルの太さ

４）設置の種類 設置の種類は第○種とする。
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第６章 施 工 管 理

６－１．施工管理

１ 受注者は宮城県農業土木工事施工管理基準（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）

及び施設機械等施工管理基準（平成○○年○月○○日付け農村第○○○号）基づき施工管理

を実施するものとする。なお、上記宮城県農業土木工事施工管理基準は、宮城県農林水産部

農村振興課のホームページ(http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/nosonshin)に掲載してい

るので参照すること。

２ 前項の事項は当該工事に関する工種項目を適用するものとする。ただし、下記事項につい

ては本特記仕様書に基づくものとする。

(1) 直接測定による出来形管理

イ）適用除外

下記工種項目については適用除外とする。

工 種 項 目 記 事

第７章 試 験 検 査

７－１ （工場検査）

（１）外観寸法、性能試験検査等を行うものとする。

（２）工場試験検査、立会試験検査の内容を記載した検査要領書を承諾図書に添付するものとす

る。

７－２ （現場検査）

必要に応じ、監督職員立会のうえ下記の試験を行うものとする。

（１）主ポンプ及び補助機械はそれぞれ単独、連動運転等の検査を行うものとする。

（２）その他指示する試験及び検査

（３）現場検査により欠点があると認められた場合、たとえ工場検査に合格していても取替又は、

補修し再合格と認められるまで行なわなければならない。
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１．工事価格の算定に適用する積算体系(率体系)及び工事工種体系 

 

(1) 標準ツリー 

    標準積算システム標準ツリーを以下に示す。 

 

 

標 準 ツ リ ー 

積算体系（率体系） 工 種 区 分  工 事 工 種 体 系 

【一般土木工事】（単価型） ほ場整備工事 

 

 

ほ場整備工事 

区画整理工事(県独自) 

暗渠排水工事(県独自) 

農用地造成工事 農用地造成工事 

農道工事 農道工事 

水路トンネル工事 水路トンネル工事 

水路工事 水路工事 

河川及び排水路工事 河川及び排水路工事 

管水路工事 管水路工事 

畑かん施設工事 畑かん施設工事 

海岸工事 海岸工事 

コンクリート補修工事 コンクリート補修工事 

その他土木工事（１） ＰＣ橋工事 

橋梁下部工事 

機場下部工事 

その他土木工事（１） 

その他土木工事（２） 地すべり防止工事 

その他土木工事（２） 

【ダム工事】（単価型） フィルダム工事 フィルダム工事 

コンクリートダム工事 コンクリートダム工事 

【施設機械設備製作据付工事】 

（明細型） 

用排水機設備製作据付工事 用排水機設備製作据付工事 

小口径ポンプ設備工事 

河川用水門設備製作据付工事 河川用水門設備製作据付工事 

小形水門設備製作据付工事 小形水門設備製作据付工事 

ゴム引布製起伏堰製作据付工事 ゴム引布製起伏堰製作据付工事

鋼製付属設備製作据付工事 鋼製付属設備製作据付工事 

除塵機設備製作据付工事 除塵機設備製作据付工事 

水管橋製作据付工事 水管橋製作据付工事 

【ダム用施設機械設備製作据付工事】 

（明細型） 

ダム用水門設備製作据付工事 ダム用水門設備製作据付工事 

ダム管理設備製作据付工事 ダム管理設備製作据付工事 

【鋼橋製作架設工事】（明細型） 鋼橋製作架設工事 鋼橋製作架設工事 

【電気通信設備製作据付工事】 

（明細型） 

電気通信設備製作据付工事 電気通信設備製作据付工事 

水管理設備製作据付工事 水管理設備製作据付工事 

【委託業務(県独自)】（明細型） 調査・測量・設計業務(県独自) 調査・測量・設計業務(県独自)

業務積算（明細型） 【調査業務】 業務積算（調査） 

【測量業務】 業務積算（測量） 

【設計業務】 業務積算（設計） 
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(2) 用語の説明 

工事工種体系化で使用している主な用語については以下のとおりである。 

①． Ａレベル 

 積算体系へ金額を引き渡すための明細である。 

②． Ｂ１、Ｂ２レベル 

 工事工種毎に定義された明細構造の雛形である。 

③． Ｂ３レベル（明細ブロック） 

 Ｂ２レベルを構成する単価群であり、施工（未成）単価、基礎単価が張り付けられた単

価条件や数量、算出数量を入力する。 

 明細ブロックは明細内訳（単価）として使用する「単価型明細ブロック」と明細として

使用する「明細型明細ブロック」の２種類が存在し、これらの使い分けは積算体系により

決定される。 

④． 体系単価名称 

 本来単価が持っている名称とは別に工事工種体系用の名称がつけられているものもあ

る。 

 

(3) 工事工種体系の種類 

①． 単価型明細ブロックを使用する工事工種体系 

 明細ブロックを明細内訳（単価）として使用するものであり、「１．(1)．工事工種体系」

に示している積算体系のうち、【一般土木工事】に属する工事工種体系がこれに区分され

る。 

 本工事工種体系の中には、各工種に対応してＢレベルのツリー構造が設定されたものと、 

ツリー構造を特に設定していない「その他土木工事(1)，(2)」の工事工種体系がある。 

 県独自の工事工種体系はＢ２レベルまで設定しており、Ｂ３レベル以下は積算者が設定

する工事工種体系である。 

  

積算体系（率体系） 工 種 区 分  工 事 工 種 体 系 

業務積算（明細型） 【積算業務】 業務積算（積算） 

【施設機械設備設計業務】 施設機械設備設計業務 

【現場技術業務】 業務積算（現場技術） 

【調査業務（解析）】 業務積算（調査（解析）） 

用地調査等業務積算（明細型） 【用地測量業務】 用地測量業務 

【用地調査業務】 用地調査業務 

公共嘱託登記業務 公共嘱託登記（土地家屋調査士）

業務 

公共嘱託登記（土地家屋調査士）

業務 

公共嘱託登記（司法書士）業務 公共嘱託登記（司法書士）業務 

Ⅴ　－　2 Ｈ３０統合版（公表用）



②． 明細型明細ブロックを使用する工事工種体系 

 明細ブロックを明細として使用するものであり、「１．(1)．工事工種体系」に示してい

る積算体系のうち、【一般土木工事】以外に属する工事工種体系がこれに区分される。 

 なお、【ダム工事】（フィルダム工事、コンクリートダム工事）及びコンクリート補修工

事の工事工種体系は、Ｂレベルのツリー構造を特に設定していない。 

(4) 工事工種体系の基本構成（例：【一般土木工事】） 

階層（レベル） 名  称 内        容 備  考 

Ａ－１ 工種区分 現在下記の１８工種について体系化を図ってい

る。 

区画整理工事(県独自)   畑かん施設工事 

暗渠排水工事(県独自)   ＰＣ橋工事 

ほ場整備工事      橋梁下部工事 

農用地造成工事     機場下部工事 

農道工事        地すべり防止工事 

水路トンネル工事    海岸工事 

水路工事         コンクリート補修工事 

河川及び排水路工事     その他土木工事(1) 

管水路工事       その他土木工事(2) 

 

Ａ－２ 費目区分 直接工事費又は共通仮設費の費目 

 

 

Ｂ－１ 工  種 Ａ－２レベルを構成するもののうち作業単位名、

構造物名等の総称 

明細補助文の欄

・○○○ 

Ｂ－２ 細  別 Ｂ－１レベルを細別した作業単位名、構造物名等 

 

明細補助文の欄

・・○○○ 

Ｂ－３ 

（明細ブロッ

ク） 

細  別 工事施工上の作業単位、材料単位名等、契約に用

いる工事数量表に数量を表示すべき区分 

明細補助文の欄

・・・○○○ 

規  格 Ｂ－３レベルを構成する作業単位、材料単位等の

材質、規格並びに契約上明示する条件等 

積算単位 積算を行う際に用いる単位 

 

工事数量 

表示単位 

工事数量表に記載する単位であり、契約上の単位 

Ⅴ　－　3 Ｈ３０統合版（公表用）



  (5) 工事工種体系（県独自）の構成 

     

        宮城県独自で作成している，工事工種体系は下記のとおりであり，その構成については 

別紙のとおりである。 

 

 

○ 区画整理工事（県独自） 

 

○ 暗渠排水工事（県独自） 

 

○ 調査・測量・設計業務（県独自） 

 

○ 小口径ポンプ設備工事 
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２
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○
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○
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○
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○
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○
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○
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○
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○
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○
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○
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○
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○
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○
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明
細

型
 

1
/
5
 

 
数

位
設

定
情

報
 

Ａ
レ

ベ
ル

 
Ｂ

０
レ

ベ
ル

 
Ｂ

１
レ

ベ
ル

 
Ｂ

２
レ

ベ
ル

 
Ｂ

３
レ

ベ
ル

単
価

 
Ｂ

３
レ

ベ
ル

金
額

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

整
数

3
桁

 

四
捨

五
入

１
０

基
数

 

  
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

[
測

量
]
直

接
人

件
費

･
材

料
費

･
機

械
経

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

直
接

人
件

費
・

材
料

費
・

機
械

経
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

[
測

量
]
 
直

接
経

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

直
接

経
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
経

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
・

旅
費

交
通

費
（

測
量

）
 

 
 

 
 

 

B
7
2
0
0
1
 

 
式

 
 

 
 

 
S
6
3
0
1
2
 

打
合

せ
（

測
量

旅
費

・
交

通
費

）
 

回
 

 
 

 

・
・

・
・

旅
費

交
通

費
（

測
量

外
業

日
帰

用
）

 

 
 

 
 

 

B
7
2
0
0
2
 

 
式

 
 

 
 

 
Y
7
0
0
0
5
 

Y
7
0
0
0
6
 

Y
7
0
0
0
7
 

Y
7
0
0
0
8
 

X
6
3
0
0
4
 

測
量

業
務

技
師

外
業

数
量

集
計

 

測
量

業
務

技
師

補
外

業
数

量
集

計
 

測
量

業
務

助
手

外
業

数
量

集
計

 

測
量

業
務

補
助

員
外

業
数

量
集

計
 

旅
費

交
通

費
（

測
量

外
業

日
帰

用
）

 

    

式
 

 
 

 

・
・

・
・

旅
費

交
通

費
（

測
量

外
業

宿
泊

用
）

 

 
 

 
 

 

B
7
2
0
0
3
 

 
式

 
 

 
 

 
Y
7
0
0
0
5
 

Y
7
0
0
0
6
 

Y
7
0
0
0
7
 

Y
7
0
0
0
8
 

X
6
3
0
0
3
 

測
量

業
務

技
師

外
業

数
量

集
計

 

測
量

業
務

技
師

補
外

業
数

量
集

計
 

測
量

業
務

助
手

外
業

数
量

集
計

 

測
量

業
務

補
助

員
外

業
数

量
集

計
 

旅
費

交
通

費
（

測
量

外
業

宿
泊

用
）

 

    

式
 

 
 

 

・
・

・
・

安
全

費
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

Ⅴ　－　13 Ｈ３０統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
調

査
・

測
量

・
設

計
業

務
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

【
委

託
業

務
(
県

独
自

)
】

 
積

算
体

系
種

別
 

明
細

型
 

2
/
5
 

 
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

・
・

・
・

電
子

成
果

品
作

成
費

（
測

量
）

 

 
 

 
 

 

B
Q
8
0
0
1
 

 
 

 
 

 

 
Y
8
0
0
0
1
 

X
Q
8
0
0
1
 

S
6
3
0
2
3
 

電
子

成
果

品
作

成
費

(
測

量
業

務
)
金

額
集

計
(
県

独
自

)
 

電
子

成
果

品
作

成
費

（
測

量
業

務
）

（
県

独
自

）
 

電
子

納
品

版
業

務
報

告
書

作
成

 

 

式
 

式
 

 
 

 

・
・

・
・

そ
の

他
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

[
測

量
]
 
技

術
管

理
費

(
精

度
管

理
費

)
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

精
度

管
理

費
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
精

度
管

理
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
・

精
度

管
理

費
 

 
 

 
 

 

B
7
2
0
2
1
 

 
式

 
 

 
 

 
Y
7
0
0
1
2
 

X
6
3
0
0
2
 

精
度

管
理

費
金

額
集

計
 

精
度

管
理

費
集

計
 

 

式
 

 
 

 

[
測

量
]
 
技

術
管

理
費

(
成

果
検

定
費

)
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

[
測

量
]
 
測

量
調

査
費

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

[
設

計
]
 
直

接
人

件
費

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

直
接

人
件

費
 

 
 

 

 
 

式
 

 
○

 
 

・
・

・
直

接
人

件
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
○

 
 

・
・

・
・

設
計

作
業

費
 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
○

 
 

・
・

・
・

打
合

せ
（

設
計

）
 

 
 

 
 

 

B
7
1
0
0
1
 

 
式

 
 

 
 

 
S
6
3
0
1
0
 

打
合

せ
（

設
計

業
務

基
準

日
額

）
 

回
 

 
 

 

[
設

計
]
 
直

接
経

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

直
接

経
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

Ⅴ　－　14 Ｈ３０統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
調

査
・

測
量

・
設

計
業

務
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

【
委

託
業

務
(
県

独
自

)
】

 
積

算
体

系
種

別
 

明
細

型
 

3
/
5
 

 
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

・
・

・
直

接
経

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
・

旅
費

交
通

費
（

設
計

）
 

 
 

 
 

 

B
7
1
0
2
1
 

 
 

 
 

 

 
S
6
3
0
1
1
 

打
合

せ
（

設
計

旅
費

・
交

通
費

)
 

回
 

 
 

 

・
・

・
・

そ
の

他
 

 
 

 
 

 

B
Q
8
0
0
3
 

 
 

 
 

 

 
S
Q
6
2
0
1
 

S
6
3
0
2
3
 

Y
7
0
0
0
2
 

X
6
3
0
0
1
 

電
子

成
果

品
作

成
費

（
設

計
業

務
）

 

電
子

納
品

版
業

務
報

告
書

作
成

 

図
工

数
量

集
計

 

図
工

集
計

 

式
 

式
 

 

式
 

 
 

 

[
調

査
]
 
直

接
調

査
費

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

直
接

調
査

費
(
電

子
成

果
品

作
成

費
除

く
)
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
調

査
費

(
電

子
成

果
品

作
成

費
除

く
)
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
・

直
接

調
査

費
(
電

子
成

果
品

作
成

費
除

く
)
 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

直
接

経
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
経

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
・

電
子

成
果

品
作

成
費

 

 
 

 
 

 

B
Q
8
0
0
2
 

 
 

 
 

 

 
S
Q
6
2
0
2
 

S
6
3
0
2
3
 

電
子

成
果

品
作

成
費

(
地

質
調

査
業

務
)
 

電
子

納
品

版
業

務
報

告
書

作
成

 

式
 

式
 

 
 

 

[
調

査
]
間

接
調

査
費

(
施

工
管

理
費

以
外

)
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

旅
費

交
通

費
 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
旅

費
交

通
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
・

旅
費

交
通

費
（

調
査

）
 

 
 

 
 

 

B
7
3
0
0
1
 

 
式

 
 

 
 

 
S
6
3
0
1
3
 

打
合

せ
 
(
調

査
旅

費
・

交
通

費
)
 

回
 

 
 

 

Ⅴ　－　15 Ｈ３０統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
調

査
・

測
量

・
設

計
業

務
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

【
委

託
業

務
(
県

独
自

)
】

 
積

算
体

系
種

別
 

明
細

型
 

4
/
5
 

 
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

・
・

・
・

旅
費

交
通

費
（

調
査

外
業

日
帰

用
）

 

 
 

 
 

 

B
7
3
0
0
2
 

 
式

 
 

 
 

 
Y
7
0
0
0
9
 

Y
7
0
0
1
0
 

Y
7
0
0
1
1
 

X
6
3
0
0
6
 

地
質

調
査

技
師

外
業

数
量

集
計

 

主
任

地
質

調
査

員
外

業
数

量
集

計
 

地
質

調
査

員
外

業
数

量
集

計
 

旅
費

交
通

費
（

調
査

外
業

日
帰

用
）

 

   

式
 

 
 

 

・
・

・
・

旅
費

交
通

費
（

調
査

外
業

宿
泊

用
）

 

 
 

 
 

 

B
7
3
0
0
3
 

 
式

 
 

 
 

 
Y
7
0
0
0
9
 

Y
7
0
0
1
0
 

Y
7
0
0
1
1
 

X
6
3
0
0
5
 

地
質

調
査

技
師

外
業

数
量

集
計

 

主
任

地
質

調
査

員
外

業
数

量
集

計
 

地
質

調
査

員
外

業
数

量
集

計
 

旅
費

交
通

費
（

調
査

外
業

宿
泊

用
）

 

   

式
 

 
 

 

[
解

析
]
 
直

接
人

件
費

 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

直
接

人
件

費
 

 
 

 

 
 

式
 

 
○

 
 

・
・

・
直

接
人

件
費

 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
○

 
 

・
・

・
・

解
析

作
業

費
 

 
 

 
 

 

 
 

式
 

 
○

 
 

・
・

・
・

打
合

せ
（

調
査

解
析

）
 

 
 

 
 

 

B
7
1
0
0
2
 

 
式

 
 

 
 

 
S
6
2
0
4
6
 

打
合

せ
（

地
質

調
査

用
）

 
回

 
 

 
 

[
解

析
]
 
直

接
経

費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

直
接

経
費

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
直

接
経

費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
・

旅
費

交
通

費
（

調
査

解
析

）
 

 
 

 
 

 

B
7
1
0
2
1
 

 
式

 
 

 
 

 
S
6
3
0
1
1
 

打
合

せ
（

設
計

旅
費

・
交

通
費

)
 

回
 

 
 

 

・
・

・
・

そ
の

他
 

 
 

 
 

 

B
7
1
0
2
3
 

 
 

 
 

 

 
S
6
3
0
2
3
 

電
子

納
品

版
業

務
報

告
書

作
成

 
式

 
 

 
 

【
一

括
計

上
価

格
】

 
 

 
式

 
○

 
○

 
 

Ⅴ　－　16 Ｈ３０統合版（公表用）



工
事

工
種

体
系

名
称

 
調

査
・

測
量

・
設

計
業

務
（

県
独

自
）

 
積

算
体

系
名

称
 

【
委

託
業

務
(
県

独
自

)
】

 
積

算
体

系
種

別
 

明
細

型
 

5
/
5
 

 
明

細
名

称
／

補
助

文
 

コ
ー

ド
 

構
成

単
価

 
単

位
 

標
準

明
細

 
工

事
 

数
量

表
 

削
除

不
可

 

 ・
・

一
括

計
上

価
格

【
測

量
】

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
一

括
計

上
価

格
（

測
量

）
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

一
括

計
上

価
格

【
設

計
】

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
一

括
計

上
価

格
（

設
計

）
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

一
括

計
上

価
格

【
調

査
】

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
一

括
計

上
価

格
（

調
査

）
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

一
括

計
上

価
格

【
解

析
】

 

 
 

 

 
 

式
 

 
 

 

・
・

・
一

括
計

上
価

格
（

解
析

）
 

 
 

 
 

 
 

式
 

 
 

 

 

Ⅴ　－　17 Ｈ３０統合版（公表用）



工
事

工
種
体
系
名
称

小
口
径
ポ
ン
プ
設
備
工
事
 

積
算
体
系
名
称

【
施
設
機
械
設
備
製
作
据
付
工
事
】
 

積
算
体
系
種
別

明
細
型
 

1
/
5
 

 

数
位
設
定
情
報
 

Ａ
レ
ベ
ル
 

Ｂ
０
レ
ベ
ル
 

Ｂ
１
レ
ベ
ル
 

Ｂ
２
レ
ベ
ル
 

Ｂ
３
レ
ベ
ル
単
価
 

Ｂ
３
レ
ベ
ル
金
額
 

整
数

3
桁
 

四
捨
五
入
１
０
基
数
 

整
数

3
桁
 

四
捨
五
入
１
０
基
数
 

整
数

3
桁
 

四
捨
五
入
１
０
基
数
 

整
数

3
桁
 

四
捨
五
入
１
０
基
数
 

整
数

3
桁
 

四
捨
五
入
１
０
基
数
 

整
数

3
桁
 

四
捨
五
入
１
０
基
数
 

  
明
細
名
称
／
補
助
文
 

コ
ー
ド

構
成
単
価
 

単
位
 

標
準
明
細

工
事
 

数
量
表
 

削
除
不
可
 

直
接

製
作
費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

小
口
径
ポ
ン
プ
設
備
工
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
小
口
径
ポ
ン
プ
設
備
工
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
・
標
準
用
排
水
機
工
（
機
器
単
体
費
）
 

 
 

 
 
 

B
5
1
0
0
2

 
式
 

○
 

○
 

 

 
S
4
0
0
0
6

［
機
器
単
体
費
］
 

[
各
単
位
]

 
 

 

直
接

工
事
費
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

小
口
径
ポ
ン
プ
据
付
工
 

 
 

 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
据
付
材
料
・
労
務
費
 

 
 

 
 

 
 

式
 

○
 

○
 

 

・
・

・
・
用
排
水
機
据
付
工
 

 
 

 
 
 

B
5
1
1
3
2

 
式
 

○
 

○
 

 

 
S
4
1
0
0
3

Y
4
2
0
0
2

X
4
1
0
0
6

Y
4
2
0
0
6

X
4
1
0
0
3

Y
4
2
0
0
6

X
4
1
0
0
2

用
排
水
ポ
ン
プ
据
付
工
 

据
付
工
金
額
小
計
 

据
付
間
接
費
 

据
付
材
料
費
対
象
金
額
小
計
 

据
付
材
料
費
 

据
付
材
料
費
対
象
金
額
小
計
 

補
助
材
料
費
(
据
付
)
 

台
 

 

式
 

 

式
 

 

式
 

 
 

 

 

Ⅴ　－　18 Ｈ３０統合版（公表用）



工
事

工
種
体
系
名
称

小
口
径
ポ
ン
プ
設
備
工
事
 

積
算
体
系
名
称

【
施
設
機
械
設
備
製
作
据
付
工
事
】
 

積
算
体
系
種
別

明
細
型
 

2
/
5
 

  

明
細
名
称
／
補
助
文
 

コ
ー
ド

構
成
単
価
 

単
位
 

標
準
明
細

工
事
 

数
量
表
 

削
除
不
可
 

・
・

・
・
用
排
水
機
付
帯
設
備
（
受
配
電
盤
）
据
付
工
 

 
 

 
 
 

B
5
1
1
3
4

 
式
 

○
 

○
 

 

 
S
4
1
0
0
6

Y
4
2
0
0
2

X
4
1
0
0
6

Y
4
2
0
0
6

X
4
1
0
0
3

Y
4
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２.施工単価コード一覧表 
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Ｈ30年度宮城県農業農村整備事業等標準積算基準　優先施工単価早見表 ※赤字が優先する施工単価

名　 　　称 名　　　　称 名　　　　称

1 機械土工（ロングアームバックホウ掘削） 【被災地】機械土工（ロングアームバックホウ掘削）

2 締固工（振動ローラ締固め） 【被災地】締固工（振動ローラ締固め2.5m未満）

3 胴込・裏込コンクリート工(大型ブロック積（張）工) 【被災地】胴込・裏込コンクリート工(大型ブロック積（張）工)

4 養生 【被災地】養生 （使用しない）

5 消波根固めブロック工（製作） 【被災地】消波根固めブロック工（製作）

6 路体（狭幅2.5m未満） 【被災地】路体(狭幅2.5m未満)

7 路床（狭幅2.5m未満） 【被災地】路床(狭幅2.5m未満)

8 コンクリート舗装工（人力） 【被災地】コンクリート舗装工（人力）

9 PC橋桁横組工 【被災地】PC橋桁横組工

10 SP掘削 SP【被災地】掘削

11 SP積込（ルーズ） SP【被災地】積込（ルーズ）

12 SP路体（築堤）盛土・埋戻 SP【被災地】路体（築堤）盛土・埋戻

13 SP路床盛土 SP【被災地】路床盛土

14 SP整地 SP【被災地】整地

15 SPコンクリート SP【被災地】コンクリート  SR5000

16

17

18 簡易ゲート据付工

19 鉄筋コンクリート製品類機械布設（２）

20 基礎処理工

21 張ブロック工（連結ブロック）

22 コンクリート境界杭設置

23 コルゲートフリューム人力据付

24 ［賃料（鋼矢板）］　 ［賃料（鋼矢板）］

25 ［賃料（H形鋼・山留部材）］　 ［賃料（H形鋼・山留部材）］

26 ［賃料（覆工板・敷鉄板）］　 ［賃料（覆工板・敷鉄板）］

27 ［市場単価］

28 ［地域資材単価(有価物処分費)］

29 機械器具運搬費（調査）

30 単点標高測定

31 一筆田面標高測量

32 経始測量

33 境界調査（確定測量）

34 一筆地測量（確定測量）

35 地積測定（確定測量）

36 確定図の作成（確定測量）

37 雑構造物（実施設計）

38 SPコンクリート

39 SP鉄筋コンクリート製品類機械布設（１）

40 SP畦畔整形（機械）

41 SP表層（車道・路肩部）

42 SP表層（歩道部）

43 SP【被災地】コンクリート

県独自コード

【全国　標準歩掛】 【被災地　標準・東北独自歩掛】 【宮城県　独自歩掛】

国コード 国コード
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１．土　工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名 称 単　位 ページ数

機械土工(超ﾛﾝｸﾞｱｰﾑﾊﾞｯｸﾎｳ掘削) m3
【被災地】機械土工(超ﾛﾝｸﾞｱｰﾑﾊﾞｯｸﾎｳ掘削) m3
ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ運搬(特殊) m3
ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ運搬(超ﾛﾝｸﾞｱｰﾑﾊﾞｯｸﾎｳ積込) m3
不整地運搬 m3
人力土工(盛土・埋戻) m3
整形工(人力荒仕上げ) ㎡
管水路基礎岩盤整形工（基面） ㎡
管水路基礎岩盤整形工（法面） ㎡
締固工(振動ﾛｰﾗ締固め2.5m未満) m3
【被災地】締固工(振動ﾛｰﾗ締固め2.5m未満) m3
SP 掘削 m3
SP【被災地】掘削 m3
SP 積込(ルーズ） m3
SP【被災地】積込(ルーズ） m3
SP 床掘り m3
SP 舗装版破砕積込（小規模土工） m2
SP 押土（ルーズ） m3
SP 人力積込 m3
SP 掘削補助機械搬入搬出 回
SP 土砂等運搬 m3
SP 路体（築堤）盛土・埋戻 m3
SP【被災地】路体（築堤）盛土・埋戻 m3
SP 路床盛土 m3
SP【被災地】路床盛土 m3
SP 基面整正 ㎡
SP 法面整形 ㎡
SP 整地 m3
SP【被災地】整地 m3

 ※【被災地】が優先されるため は使用しない。
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２．共通工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ工(本体) ｍ
ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ工(扉) 組
防護柵等支柱削孔工 本
柵工 ｍ
アンカー式自然石空積工 ㎡
ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ撤去工（本体） ｍ
ﾈｯﾄﾌｪﾝｽ撤去工（扉） 組
石積工(現場発生材) ㎡
張ﾌﾞﾛｯｸ工(空張) ㎡
積ﾌﾞﾛｯｸ工(大型ﾌﾞﾛｯｸ) ㎡
張ﾌﾞﾛｯｸ工(大型ﾌﾞﾛｯｸ) ㎡
張ﾌﾞﾛｯｸ工(連節ﾌﾞﾛｯｸ) ㎡
張ブロック工（連結ブロック） ㎡
積ﾌﾞﾛｯｸ工(空洞ﾌﾞﾛｯｸ) ㎡
裏込工(ﾌﾞﾛｯｸ積・ﾌﾞﾛｯｸ張) m3
裏込工（石積） m3
平石張工 ㎡
帯鋼補強土壁工・ｱﾝｶｰ補強土壁工(壁面材組立・設置) ㎡
帯鋼補強土壁工・ｱﾝｶｰ補強土壁工(補強材取付け工) ｍ
帯鋼補強土壁工・ｱﾝｶｰ補強土壁工(敷均し・締固め工) m3
胴込・裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ工（大型ﾌﾞﾛｯｸ積（張）工） m3
【被災地】胴込・裏込ｺﾝｸﾘｰﾄ工(大型ﾌﾞﾛｯｸ積(張)工) m3
胴込・裏込工（大型ﾌﾞﾛｯｸ積（張）工） m3
人力小運搬(手車運搬) [各単位]
人力小運搬(人肩運搬) ton
機械小運搬(土砂類、生コン) m3
機械小運搬(二次製品､管類､ｾﾒﾝﾄ類) ton
石積類とりこわし ㎡
コンクリート境界杭設置 本
骨材再生工（自走式） m3
自走式破砕機設置・撤去工 回
自走式土質改良機設置・撤去工 回
安定処理工（自走式土質改良工） m3
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ工(ｺﾝｸﾘｰﾄ矢板) 枚
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ工WJ併用(ｺﾝｸﾘｰﾄ矢板) 枚
芝付工 ㎡
法面清掃（現場吹付法枠） ㎡
中詰工（中詰ブロック） ㎡
中詰工（客土） m3
中詰工（植生土のう） 袋
中詰工（割石又は栗石） m3
中詰工（砕石） m3
プレキャスト法枠工 ㎡
電気溶接 ｍ
開先加工 ｍ
ガス切断 ｍ
［機械器具損料］ [各単位]
［機械器具賃料］ [各単位]
［仮設材損料］ [各単位]
［仮設材賃料］ [各単位]
［労務単価(一般労務)］ 人
［資材単価（直接入力用）］ [各単位]
［地域資材単価(単価修正用)］ [各単位]
［地区資材単価(単価修正用)］ [各単位]
［施設機械資材単価(単価修正用)］ [各単位]
［市場単価(単価修正用)］ [各単位]
［地域資材単価(産業廃棄物処分費等)］ [各単位]
［労務単価(運転手労務)］ 人
SP 施工パッケージ（直接入力用） [各単位]
[市場単価（直接入力用）] [各単位]
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２．共通工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

[地域資材単価(有価物処分費)] [各単位]
【法面工（法面芝付工）】 ㎡
【法面工（種子散布工）】 ㎡
【法面工（植生ﾈｯﾄ工）】 ㎡
【法面工（客土吹付工）】 ㎡
【法面工（植生基材吹付工）】 ㎡
【法面工（ﾓﾙﾀﾙ･ｺﾝｸﾘｰﾄ吹付工）】 ㎡
【ラス張工】 ㎡
【現場吹付法枠】 ｍ
【ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ積工】 ㎡
【構造物取壊し】 m3
SP 殻運搬 m3
SP 舗装版破砕 ㎡
SP 舗装版切断 ｍ
SP じゃかご ｍ
SP 止杭打込 本
SP ふとんかご ｍ
SP ジオテキスタイル壁面材組立・設置 ㎡
SP ジオテキスタイル敷設 ㎡
SP ジオテキスタイルまき出し・敷均し、締固め m3
SP プレキャスト擁壁設置 ｍ
SP 吹付法面取壊し ㎡
SP 削孔（アンカー） ｍ
SP 鋼材加工･組立･挿入･緊張･定着･頭部処理(ｱﾝｶｰ) 本
SP グラウト注入（アンカー） m3
SP ボーリングマシン移設（アンカー） 回
SP 足場工（アンカー） 空m3

 ※【被災地】が優先されるため　　　　は使用しない。
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３．コンクリート工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

圧送管組立･撤去 ｍ
養生 m3
【被災地】養生 m3
モルタル現場練合わせ m3
モルタル工 ㎡
人力コンクリートはつり ㎡
コンクリート打設足場(開水路用) ㎡
収縮継目(ペイント塗装) ㎡
ダウエルバー設置 本
【鉄筋工】 ton
【ガス圧接工】 箇所
SP 基礎砕石 ㎡
SP 裏込砕石 m3
SP 基礎栗石 ㎡
SP コンクリート m3
SP【被災地】コンクリート m3
SP 型枠 ㎡
SP 目地板 ㎡
SP 止水板 ｍ

 ※【被災地】が優先されるため　　　　は使用しない。
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４．基礎工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

木杭人力打設 本
コンクリート杭中掘工法 本
コンクリート杭カットオフ工 本
杭頭処理工 ｍ
ｺﾝｸﾘｰﾄ杭･鋼管杭ﾊﾟｲﾙﾊﾝﾏ打設 本
鋼管杭中掘工法 本
木杭打設工(機械) 本
スラリー攪拌工 本
ｽﾗﾘｰ攪拌工(スラリープラント移設) 回
薬液注入工（二重管ストレーナ工法） 本
薬液注入工（二重管ダブルパッカー工法(削孔)） 本
薬液注入工（二重管ダブルパッカー工法(一次注入)） 本
薬液注入工（二重管ダブルパッカー工法(二次注入)） 本
薬液注入工（注入施設据付・解体） 現場
薬液注入工（注入施設移設） 回
大口径ボーリング工 本
ﾀﾞｳﾝｻﾞﾎｰﾙﾊﾝﾏ工 本
やぐら設置･撤去工 回
アースオーガ工（硬質地盤アースオーガ） 本
中層混合処理工 m3
【軟弱地盤処理工】 本
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５．フリューム類据付工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

鉄筋コンクリートフリューム機械据付工 ｍ
鉄筋ｺﾝｸﾘ-ﾄ大型水路機械据付工 ｍ
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ柵渠据付工(人力) ｍ
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ柵渠据付工(機械) ｍ
コルゲートフリューム人力据付 ｍ
水路用Ｌ形ブロック機械据付工 個
水路用L形ブロック底版鉄筋溶接 箇所
ﾘﾌﾄ台車によるﾌﾟﾚｷｬｽﾄ水路据付 個
【排水構造物工】 ｍ
SP ボックスカルバート機械据付 ｍ
SP コンクリート分水槽据付 基
SP 鉄筋コンクリート製品類機械布設(1) 個 県独自ⅴ-69
鉄筋コンクリート製品類機械布設(2) 個 県独自ⅴ-71
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６．河川・水路工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

ドレーン工(ｳｨｰﾌﾟﾎｰﾙ取付) 箇所
ドレーン工(サイドドレーン) ｍ
ドレーン工(アンダードレーン) ｍ
合成ゴムシート布設 ㎡
ブロックマット敷設 ㎡
多自然型護岸工(木杭打設) 本
多段積かごマット工 ㎡
SP 消波根固めブロック製作 個
SP【被災地】消波根固めブロック製作 個
SP 消波根固めブロック横取り 個
SP 消波根固めブロック積込 個
SP 消波根固めブロック荷卸 個
SP 消波根固めブロック据付 個
SP 消波根固めブロック運搬 個
SP 捨石 m3
SP 表面均し ㎡

 ※【被災地】が優先されるため　　　　は使用しない。
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７．管水路工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

パイプライン基礎 m3
基礎処理工 m3 県独自ⅴ-89
硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管人力布設 ｍ
硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管機械布設 ｍ
ｺﾙｹﾞｰﾄﾊﾟｲﾌﾟ機械布設 ｍ
高密度ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管機械布設 ｍ
強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合管機械布設 本
強化ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ複合管機械布設(たて込み簡易土留) 本
ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管人力布設 本
ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管機械布設 本
ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管機械布設(たて込み簡易土留) 本
管切断(FRPM管) 箇所
管切断(DCIP管) 箇所
炭素鋼鋼管人力布設 ｍ
鋼管吊込据付(φ80～500) 本
鋼管吊込据付(φ600～1900) 本
鋼管吊込据付(φ2000～3000) 本
鋼管溶接(φ80～500) 箇所
鋼管溶接(φ600～1900) 箇所
鋼管溶接(φ2000～3000) 箇所
鋼管継手塗装 箇所
制水弁人力据付 基
制水弁機械据付 基
空気弁人力据付 基
小ﾊﾞﾙﾌﾞ類人力据付 個
管水路浅埋設工(ジオグリッド敷設工) ㎡
管水路浅埋設工(ジオグリッド接合工) ｍ
簡易ゲート据付工 基 県独自ⅴ-73
SP 遠心力鉄筋コンクリート管（Ｂ形） ｍ
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８．道路工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

路体(狭幅2.5m未満) m3
【被災地】路体(狭幅2.5m未満) m3
路床(狭幅2.5m未満) m3
【被災地】路床(狭幅2.5m未満) m3
コンクリート舗装工(人力) ㎡
【被災地】コンクリート舗装工(人力) ㎡
砂利舗装工(人力) ㎡
砂利舗装工(機械) ㎡
ガードレール設置・撤去工(橋梁用) ｍ
落石防止網設置工(アンカー)[特殊] 箇所
落石防止網設置工(ﾎﾟｹｯﾄ支柱)[特殊] 箇所
落石防止柵設置工(支柱・金網)[特殊] ｍ
ｶﾞｰﾄﾞｹｰﾌﾞﾙ設置工(中間支柱) 本
ガードケーブル設置工(端末支柱) 本
ｶﾞｰﾄﾞｹｰﾌﾞﾙ設置工(ガードケーブル) ｍ
PC橋桁架設工 本
PC橋桁鉄筋加工組立工 ton
PC橋桁簡易ゴム支承工(Ａタイプ) ｍ
PC橋桁ゴム支承工(Ａタイプ) 個
PC橋桁ゴム支承工(Ｂタイプ) 個
PC橋桁PC工 ｍ
PC橋桁PCｹｰﾌﾞﾙ緊張工 ｹｰﾌﾞﾙ
PC橋桁横組工 m3
【被災地】PC橋桁横組工 m3
PC橋桁機械器具損料 工事
PC橋桁落橋防止工 組
PC橋桁架設足場 [各単位]
PC橋桁架設防護（板張防護工） ㎡
PC橋桁登桟橋 箇所
PC橋桁架設防護(ワイヤーブリッジ防護工) ㎡
PC橋桁架設防護(ネット防護工) ㎡
【道路標識設置】 [各単位]
【道路標識撤去】 [各単位]
【視線誘導標設置工】 本
【ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ設置】 ｍ
【ｶﾞｰﾄﾞﾚｰﾙ撤去】 ｍ
【横断・転落防止柵設置】 ｍ
【横断・転落防止柵撤去】 ｍ
【根巻きｺﾝｸﾘｰﾄ設置工】 箇所
【ｶﾞｰﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ設置】 ｍ
【ｶﾞｰﾄﾞﾊﾟｲﾌﾟ撤去】 ｍ
【落石防止網設置工(金網＋ﾛｰﾌﾟ)】 ㎡
【落石防止網設置工(アンカー)】 箇所
【落石防止網設置工(ポケット支柱)】 箇所
【落石防護柵設置・撤去工(金網)】 ｍ
【落石防護柵設置工（ｽﾃｰﾛｰﾌﾟ）】 本
【落石防護柵設置・撤去工(支柱)】 本
【区画線工】 ｍ
SP 防雪柵 ｍ
SP 防雪柵現地張出し・収納 ｍ
SP 安定処理 ㎡
SP 不陸整正 ㎡
SP 下層路盤（車道・路肩部） ㎡
SP 下層路盤（歩道部） ㎡
SP 上層路盤（車道・路肩部） ㎡
SP 上層路盤（歩道部） ㎡
SP 基層（車道・路肩部） ㎡
SP 中間層（車道・路肩部） ㎡
SP 表層（車道・路肩部） ㎡
SP 基層（歩道部） ㎡
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８．道路工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

SP 中間層（歩道部） ㎡
SP 表層（歩道部） ㎡
SP プレキャストマンホール 基
SP アスカーブ ｍ
SP プレキャストＬ形側溝(製品長 0.6m/個) ｍ
SP 暗渠排水管 ｍ
SP フィルター材 m3
SP 歩車道境界ブロック ｍ
SP【被災地】歩車道境界ブロック ｍ
SP 地先境界ブロック ｍ
SP【被災地】地先境界ブロック ｍ
SP 歩車道境界ブロック撤去 ｍ
SP 地先境界ブロック撤去 ｍ

 ※【被災地】が優先されるため　　　　は使用しない。
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９．橋梁工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数
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１０．ほ場整備工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

畦畔ブロック布設 ｍ
ほ場整備工(表土扱い) ha
ほ場整備工(基盤造成･畦畔築立) ha
水田簡易ほ場整備整地工 ha
水田整地工(ブルドーザ) ha
水田ほ場整備雑物除去工 ha
暗渠排水工(トレンチャ掘削) ｍ
暗渠排水工(バックホウ掘削) ｍ
暗渠排水工(排水管布設) ｍ
暗渠排水工(自動埋設) ｍ
水田弾丸暗渠工 ha
暗渠排水工(被覆材投入) ｍ
暗渠排水工(埋戻) ｍ
暗渠排水工（小運搬(暗渠排水管) ） ｍ
暗渠排水工（小運搬(土管･陶管)） ton
暗渠排水工（小運搬(被覆材)） m3
SP 畦畔整形（機械） ㎡ 県独自ⅴ-75
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１１．農地造成工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

農地造成工(ｽｸﾚｰﾌﾟﾄﾞｰｻﾞ掘削) m3
農地造成工(被けん引式ｽｸﾚｰﾊﾟ掘削) m3
農地造成工(リッパドーザ岩掘削) m3
階段畑基盤造成工(ブルドーザ) ｍ
畑面整地工(ブルドーザ) ha
耕起・深耕(リッパドーザ) ha
しわよせ工(ブル･レーキドーザ) ha
耕起(ブラッシュブレーカ) ha
耕起(プラウイングハロー) ha
土壌改良材機械散布 ha
有機質資材機械散布 ha
砕土(ディスクハロー) ha
耕起砕土(直装式ロータリ) ha
雑物除去工(農用地造成工用) ha
人力石礫除去工 ha
機械石礫除去工 m3
鎮圧工(ケンブリッジローラ) ha
畑面植生工 ha
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１２．トンネル工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

岩ﾄﾝﾈﾙ(ﾚｯｸﾞ工法) ｍ
岩ﾄﾝﾈﾙ(ﾄﾞﾘﾙｼﾞｬﾝﾎﾞ工法) ｍ
岩ﾄﾝﾈﾙ(機械掘削工法) ｍ
土砂ﾄﾝﾈﾙ(人力掘削工法) ｍ
型枠撤去･移動･据付 ｍ
ｽﾗｲﾃﾞｨﾝｸﾞﾌｫｰﾑ組立解体 基
ﾄﾝﾈﾙ覆工 ｍ
排水溝掘削(ﾄﾝﾈﾙ) m3
ｱﾝﾀﾞｰﾄﾞﾚｰﾝ(ﾄﾝﾈﾙ) ｍ
ｲﾝﾊﾞｰﾄ基盤整形(ﾄﾝﾈﾙ) ｍ
人力小運搬(手車運搬)(ﾄﾝﾈﾙ) [各単位]
人力小運搬(人肩運搬)(ﾄﾝﾈﾙ) ton
断面型枠(ﾄﾝﾈﾙ) 箇所
止水板設置(ﾄﾝﾈﾙ) 箇所
照明電力料金(ﾄﾝﾈﾙ) 式
送気管布設･撤去(ﾄﾝﾈﾙ) ｍ
給水槽据付+撤去(ﾄﾝﾈﾙ) 基
給水管布設･撤去(ﾄﾝﾈﾙ) ｍ
排水釜場設置+撤去(ﾄﾝﾈﾙ) 箇所
排水管布設･撤去(ﾄﾝﾈﾙ) ｍ
換気管布設･撤去(ﾄﾝﾈﾙ) ｍ
軌道敷設･撤去(ﾄﾝﾈﾙ) ｍ
換気装置運転(ﾄﾝﾈﾙ) 日
坑内電灯線(単相2線式)設置･撤去 ｍ
坑内電灯線(単相3線式)設置･撤去 ｍ
坑内動力線(三相3線式)設置･撤去 ｍ
坑内分電盤設置･撤去 箇所
ﾄﾝﾈﾙ裏込め注入工（注入） m3
ﾄﾝﾈﾙ裏込め注入工（目詰） 孔

Ⅴ　－　38 Ｈ３０統合版（公表用）



１３．地すべり防止工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

集水井工（ライナープレート掘削土留め） 基
集水井工（水抜きボーリング） ｍ
集水井工（ボーリング用架設足場） 箇所
集水井工（掘削設備組立解体） 基
集水井工（昇降用階段設置工） ｍ
集水井工（井戸蓋設置工） 基
集水井工（プレキャスト掘削土留め） 基
保孔管挿入工 ｍ
地表水抜きボーリング ｍ
ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞﾏｼﾝ設置・撤去 回
集排水ボーリング孔洗浄工 ｍ
集排水ボーリング孔洗浄工足場設置・撤去 回
かご工（地すべり防止工事) ｍ
山腹集排水路工（地すべり防止工事） ｍ
山腹明暗渠工（地すべり防止工事） ｍ
山腹暗渠工（地すべり防止工事） ｍ
集水桝設置工（地すべり防止工事） 基
プレキャスト集水桝据付工（地すべり防止工事） 基
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１４．コンクリート補修工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

ひび割れ表面処理工(研磨工) ｍ
ひび割れ低圧注入工（シール工） ｍ
ひび割れ低圧注入工 ｍ
ひび割れ充填工 ｍ
開水路目地補修工(成型ゴム挿入工) ｍ
開水路目地補修工(充填工) ｍ
高圧洗浄工 ㎡
プライマー塗布（断面修復工） ㎡
断面修復工 ㎡
プライマー塗布（表面被覆工） ㎡
表面被覆工（左官） ㎡
表面被覆工（吹付） ㎡
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１５．復旧工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

耕地復旧(畦畔) ｍ
耕地復旧(表土掘削･埋戻) ㎡
耕地復旧(耕起) ㎡
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１６．機械経費

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

[時間損料機械の機械経費] [各単位]
[日損料機械の機械経費] [各単位]
[供用日損料機械の機械経費] 供用日
[賃料機械の機械経費] 日
[特殊時間損料機械の機械経費] [各単位]
[特殊日損料機械の機械経費] [各単位]
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１７．仮設材賃料・損料

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

[賃料(鋼矢板)] ton
[賃料(H形鋼･山留副部材)] ton
[賃料(覆工板･敷鉄板)] ㎡
[損料(単位当り仮設材)] [各単位]
[賃料(たて込み簡易土留)] ㎡
[賃料(型枠材)] [各単位]
[賃料(足場等)] [各単位]
[賃料(吊り枠等)] [各単位]
[賃料(異形ブロック型枠)] ㎡
[賃料(鋼矢板)] ton
[賃料(H形鋼･山留副部材)] ton
[賃料(覆工板･敷鉄板)] ㎡
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１８．仮設工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

土のう工 m3
大型土のう工 袋
排水ポンプ運転 箇所
排水ポンプ据付撤去 箇所
排水ポンプ用釜場設置・撤去 箇所
排水ポンプ運転（小口径） 箇所
排水ポンプ据付撤去（小口径） 箇所
ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ工(ﾎﾟﾝﾌﾟ運転管理) 日
ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ工(ﾎﾟﾝﾌﾟ設置･撤去) 組
ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ工(ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ設置･撤去) 本
[損料(ｳｴﾙﾎﾟｲﾝﾄ機械器具)] [各単位]
腹起し切梁方式土留工(設置・撤去) ton
タイロッド方式土留工(設置・撤去) ton
覆工板受桁方式土留工(設置・撤去) ton
横矢板方式土留工(設置・撤去) ㎡
覆工板設置・撤去 ㎡
たて込み簡易土留 ｍ
足場工 掛㎡
支保工 空m3
支保工（小規模） 空m3
瀝青材散布工 ㎡
敷鉄板設置・撤去工 ㎡
地盤改良工（仮設道路基礎） ㎡
土工用ﾏｯﾄ(ｼｰﾄ類)敷設･撤去 ㎡
仮橋･仮桟橋設置･撤去工(下部工) ton
仮橋･仮桟橋設置撤去工(導杭･導枠) 本
杭橋脚･導杭打込引抜工(ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ) 本
仮橋・仮桟橋設置･撤去工(上部工) ton
仮橋･仮桟橋設置･撤去工(覆工板) ㎡
仮橋･仮桟橋設置･撤去工(高欄) ｍ
高圧引込配電設備 箇所
高圧引込設備 箇所
低圧引込設備 箇所
配電設備(避雷器) 箇所
配電設備(接地工) 極
高圧低圧建柱工 ｍ
高圧低圧架空線 ｍ
低圧架空線設備 ｍ
配電高圧ｹｰﾌﾞﾙ工 ｍ
配電低圧ｹｰﾌﾞﾙ工 ｍ
高圧移動電線 ｍ
低圧移動電線 ｍ
高圧ｹｰﾌﾞﾙ端末処理工 箇所
分電盤設備 箇所
柱上変電設備 箇所
柱上変圧器設備 箇所
索道（資材運搬の運転経費） 日
索道（鋼索架設撤去） 式
索道（拠点施設の損料） 基
索道（ワイヤーロープ損料） 式
道路補修工（未舗装） ㎡
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ工(鋼矢板･Ｈ形鋼打設) [各単位]
ﾊﾞｲﾌﾞﾛ＋WJ併用(鋼矢板･H形鋼打設) [各単位]
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ工(鋼矢板･H形鋼引抜き) [各単位]
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ継ぎ施工(鋼矢板･Ｈ形鋼打設) [各単位]
ﾊﾞｲﾌﾞﾛ＋WJ併用継ぎ施工(鋼矢板･H形鋼打設) [各単位]
バイブロハンマ工(軽量鋼矢板) 枚
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ工(ハット形鋼矢板打設) 枚
ﾊﾞｲﾌﾞﾛ＋WJ併用(ハット形鋼矢板打設) 枚
ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ継ぎ施工(ハット形鋼矢板打設) 枚
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１８．仮設工

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

ﾊﾞｲﾌﾞﾛ＋WJ併用継ぎ施工(ハット形鋼矢板打設) 枚
鋼矢板ｱｰｽｵｰｶﾞ併用打設 枚
油圧圧入工(鋼矢板) 枚
油圧+WJ併用圧入(鋼矢板) 枚
油圧圧入工　継杭あり(鋼矢板) 枚
油圧+WJ併用圧入 継杭あり(鋼矢板) 枚
油圧引抜工（鋼矢板） 枚
油圧式杭圧入引抜機据付・解体 回
油圧圧入工(ﾊｯﾄ形鋼矢板) 枚
油圧圧入WJ併用(ﾊｯﾄ形鋼矢板) 枚
油圧圧入工　継杭あり(ﾊｯﾄ形鋼矢板) 枚
油圧+WJ併用圧入 継杭あり(ﾊｯﾄ形鋼矢板) 枚
油圧式杭圧入機据付・解体（ﾊｯﾄ形鋼矢板） 回
油圧圧入工(硬質地盤クリア工法) 枚
油圧式杭圧入機据付・解体（硬質地盤ｸﾘｱ工法） 回
構造物周辺除雪 m3
機械除雪（土工部・仮設ヤード） m3
工事用道路除雪 m3
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１９．共通仮設

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

分解･組立･運搬費(重建設機械) 台
輸送費(特殊機械) 台
輸送費(仮設材) ton
管水路継目試験工 箇所
現場溶接部X線検査(鋼管類) 枚
刈払工 ha
集積工 ha
抜根(レーキドーザ) ha
排根(レーキドーザ) ha
運搬（伐開、除根、除草） 空m3
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２０．ダ　ム

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

[労務単価](ﾀﾞﾑ工事) 人
[時間当損料機械経費](ﾀﾞﾑ工事) 時間
[日当損料機械経費](ﾀﾞﾑ工事) 日
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東北独自

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

水路用L形ﾌﾞﾛｯｸ機械据付 個
ｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品水路底盤ｸﾞﾗｳﾄ m3
目地材取付(ｺﾝｸﾘｰﾄ二次製品水路) ｍ
ﾎﾞｯｸｽｶﾙﾊﾞｰﾄ機械据付(ﾓﾙﾀﾙ以外の目地の場合) ｍ
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分類1名称 分類2名称 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

業務(設計) 重力式コンクリートダム 実施設計 コンクリートダム 式
実施設計 コンクリートダム施工計画･仮設備 式

フィルダム 実施設計 フィルダム(Ⅰ) 式
実施設計 フィルダム(Ⅱ) 式
実施設計 フィルダム施工計画･仮設備 式

頭首工 実施設計 頭首工 式
渓流取水工 実施設計 渓流取水工 式
用排水機場工 実施設計 ポンプ場 式
水路工(用水路設計) 実施設計 用水路路線計画 式

実施設計 用水路(開水路) 式
実施設計 水路トンネル 式

水路工(排水路設計) 実施設計 排水路路線計画 式
実施設計 排水路 式

水路工(パイプライン設計) 実施設計 パイプライン路線計画 式
実施設計 パイプライン 式

水路工(付帯設備設計) 実施設計 暗渠 式
実施設計 落差工・急流工 式
実施設計 射流分水工･チェックゲート 式
実施設計 直接分水工 式
実施設計 合流工 式
実施設計 サイホン 式
実施設計 附帯橋梁 式
実施設計 水路横断構造物 式

ほ場整備工(業務) 実施設計 ほ場整備 式
畑地かんがい整備士 実施設計 畑地かんがい施設 式
営農飲雑用水施設工 実施設計 営農飲雑用水施設 式
農道工(農道工) 実施設計 道路計画 式

実施設計 道路トンネル 式
実施設計 道路トンネル設備 式

農道工(橋梁工) 実施設計 橋梁橋台工 式
実施設計 橋梁橋脚工 式
実施設計 橋梁基礎工 式

農道工(付帯工) 実施設計 法面工 箇所
農道工(橋梁工) 実施設計 コンクリート橋上部工(Ⅰ) 橋

実施設計 コンクリート橋上部工(Ⅱ) 橋
実施設計 鋼橋上部工(Ⅰ) 橋
実施設計 鋼橋上部工(Ⅱ) 橋

農道工(付帯工) 実施設計 門型ラーメン・箱型函渠(Ⅰ) 箇所
実施設計 門型ラーメン・箱型函渠(Ⅱ) 箇所
実施設計 擁壁・補強土壁(Ⅰ) 箇所
実施設計 擁壁・補強土壁(Ⅱ) 箇所

ため池 実施設計 ため池改修 池
施設機械 実施設計 水門設備 式

実施設計 用排水ポンプ設備 式
実施設計 除塵設備 式

宮城県独自 宮城県独自 雑構造物（実施設計） 箇所
業務(設計) 重力式コンクリートダム 補足設計 コンクリートダム 式

補足設計 コンクリートダム施工計画･仮設備 式
フィルダム 補足設計 フィルダム 式

補足設計 フィルダム施工計画･仮設備 式
重力式コンクリートダム 基本設計 コンクリートダム 式

基本設計 コンクリートダム施工計画･仮設備 式
フィルダム 基本設計 フィルダム(Ⅰ) 式

基本設計 フィルダム(Ⅱ) 式
基本設計 フィルダム施工計画･仮設備 式

頭首工 基本設計 頭首工 式
渓流取水工 基本設計 渓流取水工 式
用排水機場工 基本設計 ポンプ場 式
水路工(用水路設計) 基本設計 用水路路線計画 式

基本設計 用水路(開水路) 式
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分類1名称 分類2名称 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

基本設計 水路トンネル 式
水路工(排水路設計) 基本設計 排水路路線計画 式

基本設計 排水路 式
水路工(パイプライン設計) 基本設計 パイプライン路線計画 式

基本設計 パイプライン 式
水路工(付帯設備設計) 基本設計 暗渠 式

基本設計 落差工 式
基本設計 急流工 式
基本設計 射流分水工･チェックゲート 式
基本設計 直接分水工 式
基本設計 合流工 式
基本設計 サイホン 式
基本設計 附帯橋梁 式
基本設計 水路横断構造物 式

ほ場整備工(業務) 基本設計 ほ場整備(Ⅰ) 式
基本設計 ほ場整備(Ⅱ) 式

畑地かんがい整備士 基本設計 畑地かんがい施設(Ⅰ) 式
基本設計 畑地かんがい施設(Ⅱ) 式

営農飲雑用水施設工 基本設計 営農飲雑用水施設 式
農道工(農道工) 基本設計 道路現況調査計画 式

基本設計 道路計画 式
基本設計 道路トンネル 式

農道工(橋梁工) 基本設計 橋梁 橋
農道工(付帯工) 基本設計 門型ラーメン・箱形函渠 箇所

基本設計 擁壁・補強土壁 箇所
基本設計 法面工 箇所

重力式コンクリートダム 構想設計 コンクリートダム 式
フィルダム 構想設計 フィルダム 式
頭首工 構想設計 頭首工 式
用排水機場工 構想設計 ポンプ場 式
水路工(用水路設計) 構想設計 用水路路線計画 式

構想設計 用水路(開水路) 式
構想設計 水路トンネル 式

水路工(排水路設計) 構想設計 排水路路線計画 式
構想設計 排水路 式

水路工(パイプライン設計) 構想設計 パイプライン路線計画 式
構想設計 パイプライン 式

畑地かんがい整備士 構想設計 畑地かんがい施設 式
農道工(農道工) 構想設計 道路計画 式

宮城県独自 宮城県独自 電子成果品作成費（設計業務） 式
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分類1名称 分類2名称 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

業務(測量) 基準点測量 １級基準点測量 点
２級基準点測量 点
３級基準点測量 点
４級基準点測量 点
３級基準点埋設 点
４級基準点埋設 点
地上埋設（上面舗装） 点

水準測量 １級水準測量 km
２級水準測量 km
３級水準測量 km
４級水準測量 km
水準点埋設(永久標識） 点

平板測量 路線測量 作業計画 業務
路線測量 現地踏査 km
路線測量 線形決定 km
路線測量 ＩＰ設置測量 km
路線測量 中心線測量 km
路線測量 縦断測量 km
路線測量 横断測量 km
路線測量 用地幅杭設置測量 km
路線測量 伐採 km

水準測量 水準点埋設(永久標識以外） 点
平板測量 現地測量(Ⅰ) 式

現地測量(Ⅱ) 式
区画整理測量(県独自) 単点標高測定 ha

一筆田面標高測量 ha
経始測量 ha

確定測量(農振第2280号) 境界調査（確定測量） ha 県独自ⅴ-77

一筆地測量（確定測量） ha 県独自ⅴ-78

地積測定（確定測量） ha 県独自ⅴ-79

確定図の作成（確定測量） ha 県独自ⅴ-80
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分類1名称 分類2名称 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

業務(調査) 業務(調査) 【機械ボーリング（地質調査用）】 ｍ
【サンプリング】 本
【サウンディング及び原位置試験】 [各単位]
【現場内小運搬】 ton
【モノレール・索道架設・撤去】 箇所
【足場仮設】 箇所
【準備及び跡片付け】 業務
【搬入路伐採等】 業務
【その他間接調査費】 業務
【資料整理とりまとめ(一般調査業務費)】 業務
【断面図等の作成(一般調査業務費)】 業務
【既存資料の収集・現地調査】 業務
【資料整理とりまとめ(解析等調査業務費)】 業務
【断面図等の作成(解析等調査業務)】 業務
【総合解析とりまとめ】 業務
打合せ（地質調査用） 回
機械器具運搬費（調査） 回 県独自ⅴ-81

宮城県独自 宮城県独自 電子成果品作成費（地質調査業務） 式
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分類1名称 分類2名称 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

業務(その他) 直接人件費 調査業務基準日額 式
測量業務基準日額 式
設計労務(直接人件費内業) 式

直接経費 設計労務(直接経費) 式
直接人件費 測量労務(直接人件費内業) 式

調査労務(直接人件費内業) 式
設計労務(直接人件費外業) 式
測量労務(直接人件費外業) 式
調査労務(直接人件費外業) 式

打合せ 打合せ（設計業務基準日額） 回
打合せ（設計旅費・交通費) 回
打合せ（測量旅費・交通費） 回
打合せ (調査旅費・交通費) 回

旅費交通費 旅費交通費（設計外業宿泊用） 式
旅費交通費（設計外業日帰用） 式

報告書作成 電子納品版業務報告書作成 式
業務報告書作成（その他） 式
業務報告図面作成（その他） 式

業務(その他) その他の設計 式
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分類1名称 分類2名称 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

業務(積算) 積算資料作成 積算参考資料作成 式

業務(機能診断) 機能診断業務(調査) 現地踏査 [各単位]
近接目視 式
コンクリート強度推定調査 測点
鉄筋調査 箇所
コンクリートはつり作業 箇所
はつり部鉄筋調査 箇所
はつり部中性化試験 箇所
はつり部埋戻し 箇所
中性化深さ試験(ドリル法) 箇所
コンクリート供試体採取 箇所
コンクリート供試体採取部埋戻し 箇所
現地踏査及び診断調査（頭首工ゲート） 式
現地踏査及び診断調査（水路ゲート） 式
現地踏査及び診断調査（用排水ポンプ） 式

機能診断業務(設計) 機能診断 線的構造物 式
機能診断 点的構造物 式
機能診断（頭首工ゲート） 式
機能診断（水路ゲート） 式
機能診断（用排水ポンプ） 式
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分類1名称 分類2名称 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

業務(現場技術) 現場技術業務 現場技術（現場技術員の直接人件費） 月
現場技術（管理技術者の直接人件費） 回
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調査・測量・設計，用地調査未成単価

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

図工集計 式
精度管理費集計 式
旅費交通費（測量外業宿泊用） 式
旅費交通費（測量外業日帰用） 式
旅費交通費（調査外業宿泊用） 式
旅費交通費（調査外業日帰用） 式
旅費交通費（機能診断外業宿泊用） 式
旅費交通費（用地測量外業宿泊用） 式
旅費交通費（用地測量外業日帰用） 式
旅費交通費（用地調査外業宿泊用） 式
旅費交通費（用地調査外業日帰用） 式
電子成果品作成費（測量業務） 式
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１．用地測量施工単価

単価分類１：用地測量　

単価分類2 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

作業計画 作業計画 業務
現地踏査 業務

権利調査 地図の転写 ha
地積測量図等転写 ha
土地登記記録調査 ha
建物登記記録調査 戸
権利者確認調査（当初） ha
権利者確認調査（追跡） 人
転写連続図作成 ha

土地調査 復元測量 ha
境界確認 ha
土地境界確認書作成 ha
補助基準点の設置 ha
境界測量 ha
用地境界仮杭設置 ha
用地境界杭設置 本
境界点間測量 ha
面積計算 ha
用地実測図作成 ha
用地現況測量（建物等） ha
用地平面図等作成 ha
土地調書作成 ha
公共用地管理者との打合せ 業務
現況実測平面図作成 ha
横断面図作成 km
依頼書作成 km
協議書作成 km

登記資料収集整理 地積測量図等作成 ha
所有権移転登記資料収集整理 件
地上権設定登記資料収集整理 件
分筆登記資料収集整理 件
相続登記資料収集整理 件
代位保存登記資料収集整理 件
登記名義人表示変更更正登記資料収集整理 件
地積変更・更正登記、地図訂正申出書資料収集整理 件
登記承諾書作成 件
土地表示登記資料収集整理 件
合筆登記資料収集整理 件
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２．用地調査施工単価

単価分類１：用地調査　

単価分類2 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

建物等調査 機械設備の見積（建物） 台(装置)
生産設備の見積（建物） 台(設備)
法令適合性調査　木造建物 棟
木造建物調査・算定 棟
木造特殊建物調査・算定 棟
非木造建物調査・算定 棟
機械設備調査・算定 事業所
生産設備調査・算定 設備
附帯工作物調査・算定 [各単位]
庭園調査・算定 箇所
墳墓調査・算定 ㎡
立竹木調査・算定 ha
立毛調査 ha
建物等の残地移転要件の該当性の検討 権利者
照応建物の設計案の作成等 案件
建物等調査（現地踏査） 業務

営業調査 営業調査・算定 事業所
仮営業所設置工事費用の調査・算定 事業所
居住者調査 世帯
動産調査・算定 [各単位]
その他通損に関する補償額算定 世帯
その他 世帯
営業その他の調査（現地踏査） 業務

予備調査 企業内容等調査(予備調査) 事業所
敷地使用実態の調査・算定（予備調査） 事業所
建物の調査・算定（予備） 棟
機械設備等の調査・算定（予備） 事業所
移転計画案の作成(予備調査) 事業所
予備調査（現地踏査） 業務

移転工法検討 企業内容等の調査（移転工法） 事業所
敷地使用実態の調査 権利者
移転工法案の作成 権利者
関係資料収集 権利者
機械設備設計 事業所
機械設備の見積（移転） 台(装置)
生産設備の見積（移転） 台(設備)

再算定業務 再算定業務（現地踏査） 権利者
営業（再調査・再算定） 事業所
仮営業所設置プレハブリース（再調査・再算定） 事業所
仮営業所設置賃貸物件（再調査・再算定） 事業所

土地評価 地域区分及び標準地選定等業務 業務
標準地価格の算定業務 標準値
各画地の評価格算定業務 画地
残地補償算定業務 画地
評価格の調整業務 業務
土地評価（現地踏査） 業務

補償説明等 補償説明Ａ 権利者
補償説明Ｂ 権利者
補償説明（現地踏査） 業務

地盤変動影響調査 事前調査（木造建物） 棟
事前調査（木造特殊建物） 棟
事前調査（非木造建物） 棟
事前調査（区分所有建物） 棟(戸)
事前調査（工作物） a
事後調査（木造建物） 棟
事後調査（木造特殊建物） 棟
事後調査（非木造建物） 棟
事後調査（区分所有建物） 棟(戸)
事後調査（工作物） a
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２．用地調査施工単価

単価分類2 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

地盤変動影響調査 算定（木造建物及び木造特殊建物） 棟
算定（非木造建物） 棟
算定（区分所有建物） 棟(戸)
算定（工作物） a
地盤変動影響調査等（現地踏査） 業務

費用負担の説明 費用負担説明 権利者
費用負担の説明（現地踏査） 業務

騒音等調査 騒音・振動調査 測線
井戸調査 箇所
因果関係調査・検討 権利者
騒音等調査（現地踏査） 業務

事業認定 現地調査等 業務
資料の収集及び作成 業務
調書等の作成 業務
添付図面の作成 種類
裁決申請書資料の整理・検討 件
裁決申請書（案）の作成 件
起業地及び事業計画を表示する図面作成 件
土地調書添付図面の作成 筆
その他参考図書の作成（裁決） 件
明渡裁決申立書資料の整理・検討 件
明渡裁決申立書(案)の作成 件
図面の作成 件
その他参考図書の作成（明渡） 件
事業認定（現地踏査） 業務

物件調査 物件調書作成 枚
保安林解除等 関係図書作成 [各単位]

計画書等作成 [各単位]
取りまとめ [各単位]
精査 業務
保安林解除等（現地踏査） [各単位]

完了図書作成 現地踏査(ダム） 件(種類)
現地踏査(頭首工・機場等） 件(種類)
現地踏査(水路・道路等） km
事業年度別決算表作成 件(年度)
出来高内訳書作成 件(種類)
土地改良施設整理台帳(総括表)作成 件(種類)
土地改良施設整理台帳(工作物の部)作成 件(工事)
土地改良施設整理台帳(土地の部)作成 件(筆)
土地改良施設整理台帳(権利の部)作成 件(筆)
占・使用台帳等の作成 件(協議)
他目的使用調書等作成 件(協議)
土地改良補償施設整理台帳作成 件(施設)
引継施設整理台帳作成 件(施設)
全体位置図作成 枚
施設図郭割図作成 枚

事業認定 現地踏査A（予定地に物件が存する場合） 件
現地踏査B（予定地に物件が存する場合） 件
現地踏査C（予定地に物件が存する場合） 件
現地踏査A､B（予定地に物件が存しない場合） 件

権利調査 墓地管理者等調査 使用者
土地利用履歴等調査 法令関係資料の調査 ha

現況利用調査 ha
聞き取り等調査（自治体） 機関
登記履歴調査・住宅地図等調査 ha
地形図等調査 ha
聞き取り調査（地元精通者等） ha
報告書作成 業務

消費税等調査 消費税等の取扱いに関する調査 事業者
完了図書作成 作業準備 件(工事)
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２．用地調査施工単価

単価分類2 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

完了図書作成 土地改良施設整理台帳（工作物の部）関係図面の作成 枚
土地改良施設整理台帳(土地・権利の部)関係図面作成 枚
その他参考図面等の作成 枚

内水面漁業権等調査 内水面漁業権等調査（計画準備） 業務
内水面漁業権等調査（現地踏査） 業務
漁業権等調査 漁業権
漁業協同組合概要調査 漁協
漁獲量調査 漁協
ビク調査 漁協
遊漁料収入調査 漁協
漁法別出漁日数調査 漁協
増殖事業実績調査 漁協
魚価調査 漁協
漁業経営費調査 漁協
補償事例及び文献等調査 業務
収益率の算定 漁協
漁場環境概要調査 業務
漁場利用状況調査 漁協
河川実態調査 業務
区間別漁獲量等調査 業務
立入禁止区域の漁場依存割合の算定 業務
漁場の保全対策等 業務
潤辺等変動調査 業務
工事期間中の水質汚濁等調査 業務
漁業影響の検討 業務
総合的検討 業務
報告書の作成 業務
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３．用地（その他）

単価分類１：用地(その他)　

単価分類2 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

直接人件費 用地測量労務(直接人件費内業) 式
用地測量労務(直接人件費外業) 式
用地調査労務(直接人件費内業) 式
用地調査労務(直接人件費外業) 式
用地測量基準日額 式
用地調査基準日額 式

旅費交通費 打合せ（用地測量旅費・交通費） 回
打合せ（用地調査旅費・交通費） 回
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４．公共嘱託登記

単価分類１：公共嘱託登記

単価分類2 コード 名　　　　　称 単　位 ページ数

土地家屋調査士 調査 資料調査（公簿類） 筆個
資料調査（地図類） 筆
資料調査（図面類） 筆個
資料調査（疎明書類） 件
現地踏査　事前調査 件
現地踏査　筆界確認（多角測量） 点
現地踏査　筆界確認（復元測量） 件
現地踏査　筆界確認（画地調整） 件
現地踏査　立会（民有地境界） 点
現地踏査　立会（公共用地境界） 点

土地家屋調査士 測量 面積測量　土地（地積） 件
面積測量　建物（床面積） 件
境界標設置（境界点測設） 点
境界標設置（境界標埋設） 点
境界標設置（引照点測量） 点

土地家屋調査士 申請手続き 土地　表示 件
【参考】土地　表示（内訳） 件
土地　分筆 件
【参考】土地　分筆（内訳） 件
土地　地積の変更・更正 件
【参考】土地　地積の変更・更正（内訳） 件
土地　合筆 件
土地　地目の変更 件
土地　滅失 件
土地　所有者の更正 件
土地　所有者の表示変更・更正 件
建物　表示 件
建物　床面積の変更・更正 件
建物　合併 件
建物　分割・区分 件
建物　分割・区分（図面添付不用のもの） 件
建物　滅失 件
建物　所有者の更正 件
建物　所有者の表示変更・更正 件
区分建物　表示 件
区分建物　合併 件
区分建物　分割・区分 件
区分建物　敷地権（表示（追加）・抹消） 件
区分建物　敷地権（規約敷地権分筆） 件
区分建物　敷地権（法定敷地分筆） 件
区分建物 敷地権 法定敷地分筆 共用部分ﾀﾙ旨の登記 件
現地調査費 件
敷地権加算 申請

土地家屋調査士 書類の作成等 書類の作成 通
謄抄本交付申請手続及び受領 通
原本の複製 通

司法書士 登記に関する申請手続き 所有権保存 件
相続 件
所有権移転 件
用益権・担保権の設定 件
用益権・担保権の移転又は処分 件
登記名義人の表示変更・更正 件
抹消・変更・その他 件

司法書士 書類作成・その他 文案を要するもの(民法第903条の特別受益証明書等) 枚
文案を要しないもの（共同担保目録のみの作成） 枚
謄抄本･登記事項証明書･登記要約書等の請求及び受領 通
登記簿閲覧等 用紙

司法書士 割増料・相談事業 割増料Ⅰ(不動産の個数１個を超える分：１個につき) 個
割増料Ⅱ（区分建物所有権保存／その他のもの） 件
割増料Ⅲ 件
相談事業 時間
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１．制作及び機器価格（工場裸渡し）

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

［材料費］ kg
［材料費（用排水ポンプ）］ kg
［材料費（水門【積上】・ダム水門）］ kg
［材料費（鋼橋）］ kg
［機器単体費］ [各単位]
［購入品費］ [各単位]
主要部材費（標準ポンプ） 台
主要部材費（ﾌﾗｯﾌﾟ弁） 基
木型費（ポンプ） 台
部材費（立軸ポンプ架台） 台
機器単体費(電気通信設備) [各単位]
［積上(副部材費・部品費)］ [各単位]
用排水ポンプ製作工 台
フラップ弁製作工 基
立軸ポンプ架台製作工 基
水門設備製作工 門
除塵設備製作工 基
ﾀﾞﾑ放流・制水設備製作工 [各単位]
ﾀﾞﾑ放流管製作工 条
ﾀﾞﾑ取水設備製作工 [各単位]
小容量放流設備用ｹﾞｰﾄ･ﾊﾞﾙﾌﾞ製作工 台
鋼橋製作工 式
鋼橋付属設備製作工 式
素地調整費(水門【積上】,鋼製付属)工場 ㎡
塗装費(水門設備)工場【積上】 ㎡
素地調整費及酸洗い(除塵設備)工場 基
塗装費(除塵設備)工場 基
素地調整費（鋼橋）工場 ㎡
塗装費（鋼橋）工場 ㎡
直接経費（試運転費・特別経費等） 式
水門設備主要部材費(扉体) 門
水門設備主要部材費（戸当り） 門
水門設備主要部材費（開閉装置） 基
水管橋本体製作工 式
［積上（副部材費）水門設備　鋼材］ kg
［積上(副部材費)水門設備］ [各単位]
［積上（部品費)水門設備］ [各単位]
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２．据付及び架設工事価格

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

［施設機械労務単価］ [各単位]
輸送費 式
用排水ポンプ据付工 台
天井クレーン据付工 基
用排水ポンプ受配電盤据付工 式
用排水ポンプ自家発電設備据付工 台
用排水ポンプ屋外貯油槽据付工 台
水門設備据付工 門
除塵設備据付工 基
ﾀﾞﾑ水門設備据付工 [各単位]
塗装費(用排水ポンプ)現場 ㎡
塗装費(水門設備)現場接合部 ㎡
総合試運転調整労務 式
輸送費（鋼橋） 式
ワイヤーロープ取替工（水門設備修繕） 門
水密ゴム取替工（水門設備修繕） 門
電動機取替工（水門設備修繕） 台
ローラ取替工（水門設備修繕） 個
扉体取外し工(水門設備修繕) 門
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３．電気通信工事

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

輸送費（電気通信設備） 式
電線管布設工 ｍ
高圧電力ケーブル配線工(地中) ｍ
高圧電力ケーブル配線工(屋内) ｍ
高圧電力ケーブル配線工(屋外) ｍ
低圧電力ｹｰﾌﾞﾙ･電線配線工(地中) ｍ
低圧電力ｹｰﾌﾞﾙ･電線配線工(屋内) ｍ
低圧電力ｹｰﾌﾞﾙ･電線配線工(屋外) ｍ
制御ケーブル配線工(地中) ｍ
制御ケーブル配線工(屋内) ｍ
制御ケーブル配線工(屋外) ｍ
通信ケーブル配線工(地中) ｍ
通信ケーブル配線工(屋内) ｍ
通信ケーブル配線工(屋外) ｍ
架空配線工 径間
電力ｹｰﾌﾞﾙ端末処理工 箇所
通信・制御ｹｰﾌﾞﾙ端子接続工 箇所
ケーブルラック布設工(直線) ｍ
ハンドホール設置工 基
ボックス類取付工 個
分電盤取付工 面
電灯照明・施設照明設備設置工 基
道路照明設備設置工 基
引込柱設置工(高低圧) 箇所
支線取付工 本
コンクリート柱等設置工 [各単位]
柱上気中開閉器取付工 [各単位]
変圧器及び高圧コンデンサ据付工 台
接地設置工 極
避雷針設備取付工 [各単位]
特高受変電設備機器据付工 [各単位]
特高受変電設備機器調整工 [各単位]
高圧受変電設備機器据付工 [各単位]
高圧受変電設備機器調整工 台
配電盤据付工 面
配電盤調整工 面
制御盤取付工 面
耐雷ﾄﾗﾝｽ設置工 台
非常用発電設備据付工 台
非常用発電設備調整工 台
無停電電源装置据付工 台
無停電電源装置調整工 台
直流電源装置据付工 [各単位]
直流電源装置調整工 [各単位]
蓄電池設置工 セル
TM/TC・放流警報装置据付工 [各単位]
TM/TC・放流警報装置調整工 [各単位]
移動体通信・空中線装置据付工 [各単位]
移動体通信・空中線装置調整工 [各単位]
情報処理・監視制御設備据付工 [各単位]
情報処理・監視制御設備調整工 [各単位]
ＣＣＴＶ装置（ＩＰカメラ）据付工 [各単位]
ＣＣＴＶ装置（ＩＰカメラ）調整工 [各単位]
計装設備据付工 台
電気通信設備据付・調整工 式
[材料費（光ケーブル）] ｍ
光ケーブル地中配線 ｍ
光ケーブル屋内配線 ｍ
光ケーブル屋外配線 ｍ
光ケーブル架空配線 径間
光ケーブル接続工 [各単位]
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４．鋼橋及び水管橋架設工事

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

支承据付工（金属） 式
支承据付工（ゴム） 式
鋼橋用地組工 式
鋼橋用架設工 式
鋼橋用本締工 本
落橋防止装置工 式
架設用設備設置・撤去（ベント） 式
架設用設備損料（ベント） 日
ﾄﾞﾘﾌﾄﾋﾟﾝ及び仮締ﾎﾞﾙﾄ損料 日
架設工具損料 日
【伸縮継手設置工】 ｍ
【伸縮継手設置工（埋設型）】 ｍ
型枠工（鋼橋床版） ㎡
【橋面防水工（鋼橋）】 ㎡
橋梁用高欄工 ｍ
橋梁用排水管設置工 ｍ
ｺﾝｸﾘｰﾄｱﾝｶｰﾎﾞﾙﾄ設置工 本
単独足場工 ㎡
兼用足場工 ㎡
側面塗装足場工 ㎡
防護工（板張） ㎡
防護工（シート張） ㎡
防護工（ワイヤーブリッジ） ㎡
橋梁用登り桟橋工 式
溶接工（鋼床版） 式
Ｕリブ現場溶接工（鋼床版） 式
水管橋据付工 式
【素地調整（新橋・継手部現場塗装）】 ㎡
【下塗り（新橋継手部現場塗装）】 ㎡
【準備・補修(新橋現場塗装)】 ㎡
【中塗り上塗り(新橋・継手部現場塗装)】 ㎡
【素地調整(鋼橋塗替塗装)】 ㎡
塗装費（水管橋）現場接合部 ㎡
【塗装作業(鋼橋塗替塗装)】 ㎡
床版コンクリート養生（鋼橋） ㎡
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施設機械未成単価

施工単価ｺｰﾄﾞ 名　　　　　称 単　位 ページ数

補助材料費(製作) 式
鋼橋用副資材費 式
鋼製付属設備製作工 基
用排水ポンプ設備副部材費 式
水門設備副部材費 式
除塵設備副部材費 式
ﾀﾞﾑ水門設備副部材費 式
用排水ポンプ設備部品費 式
水門設備部品費 式
除塵設備部品費 式
ﾀﾞﾑ水門設備部品費 式
間接労務費 式
工場管理費 式
塗装費(水門設備) 式
水管橋部品費 式
塗装費（水管橋） 式
補助材料費(据付) 式
据付材料費 式
鋼製付属設備据付工 基
雑器具損料 式
据付間接費 式
二次コンクリート費(小形水門設備) 式
技術者間接費(電気通信技術者) 式
技術者間接費(電気通信技術員) 式
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３.施工単価条件表（宮城県独自） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅴ　－　68 Ｈ３０統合版（公表用）



ＳＰ鉄筋コンクリート製品類機械布設（１） 

１． 適用範囲 

本歩掛は、鉄筋コンクリート製品類を機械で据付ける場合に適用する。 
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（注）本施工パッケージで対応しているのは、実線部分のみである。 

(布設に伴う材料の移動手間を含む) 

〔宮城県独自施工単価〕 

コード 施工単価名称 

ＳＰ鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品類機械布設（１） 

２． ＳＰ鉄筋コンクリート製品類機械布設（１） 

(1) 条件区分

条件区分は、次表を標準とする。

積算条件区分一覧表及び１日当り作業量（個/日）

作業区分 製品質量(kg／個) 基礎砕石の有無 １日当り作業量(個/日) 

据付 50kg以上 80kg以下 無し 100 

据付 80kgを超え 400kg以下 無し 24 

据付 400kgを超え 800kg以下 無し 17 

撤去 50kg以上 80kg以下 - 200 

撤去 80kgを超え 400kg以下 - 48 

撤去 400kgを超え 800kg以下 - 34 

（注）施工パッケージ単価：コンクリート分水槽据付を準用。 

(2) 代表機労材規格
下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。

代表機労材規格一覧表 

項 目 代表機労材規格 備   考 

機 械 

Ｋ1 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型)[標準型・ｸﾚｰﾝ機能付・排出ガ

ス対策型(第 1 次基準値)]山積 0.45m3(平積

0.35m3)吊能力 2.9ｔ

製品質量が 80kg を超え 
800kg/個以下の場合 

Ｋ2 － 

Ｋ3 － 

労 務 

Ｒ1 普通作業員 

Ｒ2 土木一般世話役 

Ｒ3 特殊作業員 

Ｒ4 運転手（特殊） 
製品質量が 80kg を超え 

800kg/個以下の場合 

材 料 

Ｚ1 
軽油 1．2号  

パトロール給油 

製品質量が 80kg を超え 

800kg/個以下の場合 

Ｚ2 － 

Ｚ3 － 

Ｚ4 － 

市場単価 Ｓ － 
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(3) 計算例

SP 鉄筋コンクリート製品類機械布設（１）１個当り単価表 

名称 条件区分 単位 数量 積算単価 摘 要 

SP 鉄筋ｺﾝｸ

ﾘｰﾄ製品類

機械布設

(1) 

作業区分 据付 

個 １ 製品質量(㎏/個) 
80kg を超え 400kg

以下 

基礎砕石の有無 無し 

単価計算書 

項目 代表機労材規格 
構成比 

（％） 

東京単価 

(H29.4) 

宮城単価 

(参考:H30.○) 

機械（Ｋ） 26.36 

Ｋ１ ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型)[標準型・ｸﾚｰﾝ機

能付・排出ガス対策型(第 1 次基

準値)]山積 0.45m3(平積 0.35m3)

吊能力 2.9ｔ

25.85 

Ｋ２ - 

Ｋ３ - 

労務（Ｒ） 65.00 

Ｒ１ 運転手（特殊） 32.50 

Ｒ２ 土木一般世話役 16.37 

Ｒ３ 特殊作業員 7.94 

Ｒ４ 普通作業員 6.92 

材料（Ｚ） 8.64 

Ｚ１ 軽油 1.2号 パトロール給油 8.48 

Ｚ２ - 

Ｚ３ - 

Ｚ４ - 

市場単価（Ｓ） 0.00 

Ｓ１ -
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鉄筋コンクリート製品類機械布設（２） 

 

１． 適用範囲 

本歩掛は、鉄筋コンクリート製品類を機械で据付ける場合に適用する。 
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（注）本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 

(布設に伴う材料の移動手間を含む) 

 

〔宮城県独自施工単価〕 

コード 施工単価名称 

 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品類機械布設 

 

 

２． 使用機械 

 

バックホウ（クレーン機能付）排対型(２次)クローラ型山積 0.80㎥(平積 0.60㎥)2.9t吊 

ラフテレーンクレーン    排対型(２次)油圧伸縮ジブ型 25t 

 

３． 機種の選定 

 

使用する機械の種類規格は、次の表とする。 

表 3.1 機種の選定 

規格区分（㎏/個） 据 付 機 械 規 格 燃料消費量 

800を超え 1,100 以下 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 山 0.80(平 0.60)2.9t 

41 

1,100 を超え 1,500 以下 45 

1,500 を超え 1,900 以下 49 

1,900 を超え 2,200 以下 51 

2,200 を超え 2,500 以下 

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ (油)25t － 

2,500 を超え 3,500 以下 

3,500 を超え 5,500 以下 

5,500 を超え 7,000 以下 

7,000 を超え 11,000以下 

（注）1.  人力による場合で持上げ高さが２ｍ以上の時は別途考慮する。 

 2.  バックホウ(クレーン機能付)は「クレーン等安全規則」、「移動式クレーン構造規格」に 

   準拠した機械である。 

3.  ラフテレーンクレーンは賃料とする。 

4.  現場条件等により上表により難い場合は、現場条件等に適合した機種・規格を計上する。 
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４． 施工歩掛 

 

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品類機械布設の歩掛は、次表する。 

表 4.1 布設歩掛                                                               （10 個当たり） 

規格区分（㎏/個） 据付方法 世話役 
特 殊 

作業員 

普 通 

作業員 

機械運転 

時間 

運転手 

(特殊) 

800を超え 1,100 以下 

機械 

0.38 0.38 0.96 0.52 0.38 

1,100 を超え 1,500 以下 0.42 0.42 1.04 0.56 0.42 

1,500 を超え 1,900 以下 0.45 0.45 1.14 0.61 0.45 

1,900 を超え 2,200 以下 0.48 0.48 1.43 0.64 0.48 

2,200 を超え 2,500 以下 0.71 0.71 2.14 0.71 － 

2,500 を超え 3,500 以下 0.77 0.77 2.69 0.77 － 

3,500 を超え 5,500 以下 0.77 0.77 3.08 0.77 － 

5,500 を超え 7,000 以下 0.83 0.83 3.75 0.83 － 

7,000 を超え 11,000以下 2.20 1.40 4.08 1.20 － 

 

５． 単価表 

鉄筋コンクリート製品類機械布設  1個 当たり単価 

 

施工単価構成内訳                                               10個 当たり算出 

名     称 数 量 単  位 単  価 備   考 

(1) 世 話 役 表 4.1 人   

(2) 特 殊 作 業 員 表 4.1 人   

(3) 普 通 作 業 員 表 4.1 人   

(4) ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付) 表 4.1 供用日   

(4) ﾗ ﾌ ﾃ ﾚ ｰ ﾝ ｸ ﾚ ｰ ﾝ 表 4.1 日   

(5) 運 転 手 （ 特 殊 ） 表 4.1 人   

(6) 軽 油 表 3.1 ℓ    

(7) 合 計    Σ(1)～(6) 

(8) 単 価 1.0 個  (7)/10 

 

 

参  考 

運転手（特殊）の算出 

バックホウ(ｸﾚｰﾝ機能付き)山積 0.80m3(平積 0.60m3)2.9ｔ吊 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付き)山積 0.80m3(平積 0.60m3)2.9t吊の運転手（特殊）の労務 

歩掛は、次により算定する。 

 

日単位の機械 

[例] 

運転手（特殊）= 1÷1日当たり施工量×10 

        = 1÷26(個)×10 

        =0.384  改め 0.38 

                                   

製品質量(kg/個) 

標準施工量 N(個/日) 運転手（特殊）(人/10個) 

800を超え 1,100 以下 26 0.38 

1,100 を超え 1,500以下 24 0.42 

1,500 を超え 1,900以下 22 0.45 

1,900 を超え 2,200以下 21 0.48 

   

燃料消費量の算出 

ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾚｰﾝ機能付)山 0.80(平 0.60)2.9t 107L÷参考 1(標準施工量 N(個/日))×10 
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簡易ゲート据付工 

 

１． 適用範囲 

本歩掛は、簡易ゲート（鋳鉄製，鋼製）の規格 200～1000型の据付に適用する。 
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（注）本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。(簡易ゲート設置の際の労務費、材料費を含む。) 

 

〔宮城県独自施工単価〕 

コード 施工単価名称 

 簡易ゲート据付工 

 

1-1 歩掛参照元 

 農林水産省 土地改良工事積算基準（施設機械）“第６章 鋼製付属設備” 

標準据付工数算定式により、１ｔ当たりの据付工数を算定する。 

 

  ｙ＝４．３０ Ｘ－０．５８４ 

  ｙ＝標準据付工数（人／ｔ） 

  ｘ＝１基当りの据付質量（ｔ） 

 

 ∴ ｙ＝４．３０ １－０．５８４ 

   ＝４．３０人／ｔ ← 各規格の重量を掛けて据付工数を算出する。 

 

   ※「機械設備据付工」を「溶接工」に読替える 

※ 職種別構成割合（％） 

     溶接工（機械設備据付工）・・・８０％ 

     普通作業員 ・・・・・・・・・２０％ 

 

【例】鋳鉄製丸型ゲート ２００型（質量＝４６．２ｋｇ） 

    ４．３０人／ｔ × ０．０４６２ｔ ＝ ０．１９８６６人 

  溶 接 工  ０．１９８６６人＊０．８＝０．１６人  

  普通作業員 ０．１９８６６人＊０．２＝０．０４人 

  （各労務人数は、小数点以下第３位四捨五入２位止めで算出） 

 

表 1.1 据付工歩掛 

名 称 規格 溶 接 工 （ 人 ） 普通作業員（人） 

鋳鉄製丸型ゲート(FC) 

200型 0.16 0.04 

250型 0.17 0.04 

300型 0.22 0.05 

350型 0.26 0.07 

400型 0.29 0.07 

450型 0.40 0.10 

500型 0.45 0.11 

600型 0.63 0.16 

700型 0.79 0.20 

800型 0.97 0.24 

900型 1.52 0.38 

1000型 1.66 0.42 
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名 称 規格 溶 接 工 （ 人 ） 普通作業員（人） 

鋳鉄製角型ゲート(FC) 

300型 0.25 0.06 

350型 0.30 0.07 

400型 0.42 0.10 

450型 0.50 0.13 

500型 0.52 0.13 

600型 0.78 0.20 

700型 0.96 0.24 

800型 1.34 0.33 

900型 1.54 0.39 

1000型 1.71 0.43 

鋼製ゲート      (SS41) 

200型 0.14 0.03 

250型 0.15 0.04 

300型 0.17 0.04 

350型 0.20 0.05 

400型 0.21 0.05 

450型 0.37 0.09 

500型 0.40 0.10 

600型 0.46 0.11 

700型 0.60 0.15 

800型 0.70 0.18 

900型 0.78 0.20 

1000型 0.85 0.21 

 

２． 単価表 

簡易ゲート据付工  １基 当たり単価 

 

施工単価構成内訳                                               １基 当たり算出 

名     称 数 量 単  位 単  価 備   考 

(1) 鋳鉄製丸型ゲート 1.0 基   

(1) 鋳鉄製角型ゲート 1.0 基   

(1) 鋼 製 ゲ ー ト 1.0 基   

(2) 溶 接 工 表 1.1 人   

(3) 普 通 作 業 員 表 1.1 人   

(4) 合 計    Σ(1)～(3) 

(5) 単 価 1.0 基  (4)/10 
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ＳＰ畦畔整形（機械） 

１． 適用範囲 

本歩掛は、荒盛土されている土羽を法切バケットにより畦畔整形（機械）する場合に適用する。 
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⇒

畦

畔

整

形

（注）本施工パッケージで対応しているのは、実線部分のみである。(法長は２ｍまで適用範囲とし、 

天端整形も含む。) 

〔宮城県独自施工単価〕 

コード 施工単価名称 

SP 畦畔整形（機械） 

２． 畦畔整形（機械） 

(1) 条件区分

条件区分は、次表を標準とする。

積算条件区分一覧表及び作業日当り標準作業量（㎡/日）

整形 

箇所 

法面締固 

の有無 

現場制約 

の有無 
土  質 

作業日当り 

標準作業量（A） 

盛土部 無し 無し 礫質土、砂及び砂質土、粘性土 220ｍ２／日 

（注）施工パッケージ単価：法面整形を準用。 

(2) 代表機労材規格

下表機労材は、当該施工パッケージで使用されている機労材の代表的な規格である。

代表機労材規格一覧表

現場制約 

の有無 

整形 

箇所 
項  目 代表機労材規格 備  考 

無し 盛土部 

機械 

Ｋ1 

バックホウ（クローラ型）［標準型・超低騒音

型・排出ガス対策型（第３次基準値）］山積0.8

ｍ３（平積0.6ｍ３） 

Ｋ2 － 

Ｋ3 － 

労務 

Ｒ1 普通作業員 

Ｒ2 運転手（特殊） 

Ｒ3 土木一般世話役 

Ｒ4 － 

材料 

Ｚ1 軽油1．2号 パトロール給油 

Ｚ2 － 

Ｚ3 － 

Ｚ4 － 

市場 

単価 
Ｓ － 
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(3) 計算例

SP 畦畔整形（機械）１㎡当り単価表 

名称 条件区分 単位 数量 積算単価 摘 要 

畦畔整形 

（機械） 

整形箇所 盛土部 

㎡ １ 

法面締固めの有無 無し 

現場制約の有無 無し 

土質 
礫質土、砂及び 

砂質土、粘性土 

単価計算書 

項目 代表機労材規格 
構成比 

（％） 

東京単価 

(H29.4) 

宮城単価 

(参考:H30.○) 

機械（Ｋ） 14.90 

Ｋ１ バックホウ（クローラ型）［標準型・

超低騒音型・排出ガス対策型（第３次

基準値）］山積 0.8ｍ３（平積 0.6ｍ３） 

（賃料） 

14.90 

Ｋ２ - 

Ｋ３ - 

労務（Ｒ） 73.28 

Ｒ１ 普通作業員 32.74 

Ｒ２ 運転手（特殊） 27.65 

Ｒ３ 土木一般世話役 12.89 

Ｒ４ - 

材料（Ｚ） 11.82 

Ｚ１ 軽油 1.2号 パトロール給油 11.82 

Ｚ２ - 

Ｚ３ - 

Ｚ４ - 

市場単価（Ｓ） 0.00 

Ｓ１ - 

参 考 

１．関連施工パッケージ SP 法面整形 

  ２．計上数量（施工面積） Ａ＝（Ｌ１＋Ｌ２＋Ｌ３）×施工延長(ｍ) 

  ３．Ｌ１，Ｌ２は２．０ｍまでとする。 

  ４．天端整形を含む。 
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機械器具運搬費（調査） 

 

１． 適用範囲 

本歩掛は、地質調査試験用機材等の現地搬入・搬出費に適用する。 

 

    

搬

入

⇒

調

査

試

験

費

⇒

搬

出  

（注）本歩掛で対応しているのは、実線部分のみである。 

 

運搬費は、間接調査費で計上する。 

運搬費は、最寄りの積算基地から現地までの資機材等の搬入、搬出（機械器具等運搬費）を対象とする。 

ボーリング用資機材等の搬入、搬出は、２ｔ、３ｔ、４ｔの 2.9t吊りクレーン付きトラックによる運搬 

を標準（ボーリング用資材１編成分）とするが、これにより難い場合は別途考慮する。 

 

〔宮城県独自施工単価〕 

コード 施工単価名称 

 機械器具運搬費（調査） 

 

２． 施工歩掛 

表 2.1 機械器具運搬費（調査）                                  （１回当り） 

項    目 名    称 規    格 単位 数量 適    用 

労 務 費  運転手(特殊)  人  α(人/ｈ)×Ｔ 

材 料 費  軽 油  Ｌ  β(Ｌ/ｈ)×Ｔ 

機械経費 トラック損料 
3t 車 

(クレーン付き) 
時間 Ｔ 

土地改良工事積算基準 

(機械経費)による。 

（注）1.  Ｔ＝［運搬距離(㎞)］÷30(㎞/h) ：少数点以下第２位(第３位四捨五入) 

     α＝［年間標準運転日数］÷［年間標準運転時間］ 

     β＝［運転１時間当たり燃料消費量(L/h)］ 

   2. 運搬距離は、往路、復路の合計とする。 

 

表 2.2 ﾄﾗｯｸ（ｸﾚｰﾝ装置付き）の規格、燃料消費量 

トラック規格 軽油(L/時間) 備    考 

２ｔ車（2.9t 吊りクレーン付き） 4.21 98(kW)×0.043(L/kW-h) 

３ｔ車（2.9t 吊りクレーン付き） 
5.68 132(kW)×0.043(L/kW-h) 

４ｔ車（2.9t 吊りクレーン付き） 
燃料＝機関出力×運転１時間当り燃料消費率 ：少数点以下第２位(第３位四捨五入) 

 

３． 単価表 

機械器具運搬費（調査） １回 当たり単価 

 

施工単価構成内訳                                                  １回 当たり算出 

名     称 規格 数 量 単  位 単  価 備   考 

(1) 運 転 手 （ 特 殊 ）  0.17×Ｔ 人   

(2) 軽 油  表 2.2×Ｔ Ｌ   

(3) トラック(ｸﾚｰﾝ装置付) 表 2.2 Ｔ 時間   

(4) 合 計     Σ(1)～(3) 

(5) 単 価  1.0 本  (4)/1.0 

（注）1.  Ｔ＝［運搬距離(㎞)］÷30(㎞/h) ：少数点以下第２位(第３位四捨五入) 
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9
 

左
官

 
〃

 
－

 
0
.7

3
 

―
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ス
プ

レ
ッ

ダ
運

転
 

h
r 

1
.5

8
 

1
.4

6
 

―
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

フ
ィ

ニ
ッ

シ
ャ

運
転

 
〃

 
1
.5

8
 

1
.4

6
 

―
 

 

８
．

 道
 
路

 
工

 
 ①

 
［
略

］
 

 ②
 
コ
ン

ク
リ

ー
ト
舗

装
工
 

 １
．

１
層
仕

上
げ

の
場

合
 

 １
－
１
・
１
－
２
 
[
略
]
 

  

１
－
３
 
舗
装
工
 

 
 
 
舗
装
は
、
舗
装
の
厚
さ
が
7
㎝
以
上
2
0
㎝
以
下
の
舗
装
を
人
力
に
よ
り
行
う
も
の
と
し
、
鉄
網
を
設
置
す
る
場
合
で
も
一
層
打
設
す
る
も
の

は
適
用
で
き
る
が
、
型
枠
、
目
地
板
取
付
、
鉄
網
、
プ
ラ
イ
ム
コ
ー
ト
（
プ
ラ
イ
ム
コ
ー
ト
養
生
費
）
、
ス
リ
ッ
プ
バ
ー
、
養
生
等
は
必
要
に

応
じ
労
務
、
材
料
共
別
途
計
上
す
る
。
ま
た
、
路
盤
紙
は
必
要
に
応
じ
材
料
の
み
別
途
計
上
す
る
。
 

 

１
－
３
－
１
 
舗
設
歩
掛
 

 
 
 
舗
設
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

 

表
1．

1 
コ
ン
ク
リ

ー
ト
舗

設
歩
掛
 

 
 
 
 
 
 
（

1
0
0
ｍ

2 当
り
）
 

職
 

 
種

 
歩

 
掛

（
人

）
 

世
 

 
話

 
 

役
 

0
.5

 

特
殊

作
業

員
 

 
 

 
 

 
 

 
1
.1

 

普
通

作
業

員
 

 
 

 
 

 
 

 
2
.1

 

(
注
)
 
［
略
］
 

 

１
－
３
－
２
 
[
略
]
 

 
 
 
 

１
－
４
 
[
略
]
 

 
 

２
．
２
層
仕
上
げ
の
場
合
 

２
－
１
・
２
－
２
 
[
略
]
 

 

２
－
３
 
舗
装
工
 

舗
装
は
、
機
械
舗
設
を
標
準
と
す
る
が
、
施
工
量
が
少
な
い
場
合
、
交
差
点
、
す
り
つ
け
部
等
機
械
持
込
み
が
不
適
当
な
場
合
は
、

人
力

舗
設
と
す
る
。
 

 

２
－
３
－
１
 
[
略
]
 

 

２
－
３
－
２
 
舗
設
歩
掛
 

 
 
 
舗
設
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

表
2．

2 
舗
設
歩
掛

 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 
 

 
 
（

1
00

ｍ
2 当

り
）

 

名
 

 
称

 
単

位
 

機
 

械
 

舗
 

設
 

人
 

力
 

舗
 

設
 

１
車

 
２

車
 

平
均

敷
設

厚
 

2
0
㎝

以
上

 

平
均

敷
設

厚
 

2
0
㎝

未
満

 

世
話

役
 

人
 

0
.8

1
 

0
.7

3
 

1
.5

6
 

1
.0

8
 

特
殊

作
業

員
 

〃
 

2
.5

2
 

1
.1

2
 

4
.8

5
 

3
.3

5
 

普
通

作
業

員
 

〃
 

5
.6

6
 

2
.9

8
 

9
.2

3
 

6
.3

8
 

左
官

 
〃

 
－

 
0
.6

6
 

―
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

ス
プ

レ
ッ

ダ
運

転
 

h
r 

1
.4

2
 

1
.3

1
 

―
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

フ
ィ

ニ
ッ

シ
ャ

運
転

 
〃

 
1
.4

2
 

1
.3

1
 

―
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コ
ン

ク
リ

ー
ト

レ
ベ

ラ
ー

運
転

 
〃

 
1
.5

8
 

1
.4

6
 

―
 

ラ
フ

テ
レ

ー
ン

ク
レ

ー
ン

運
転

 
日

 
0
.1

3
 

-
 

―
 

諸
雑

費
率

 
％

 
1
8
 

2
0
 

1
8
 

2
7
 

(
注
)
 
［
略
］
 

 

 
２
－
３
－
３
・
２
－
３
－
４
 
[
略
]
 
 

 
 

２
－
４
 
［
略
］
 

 

２
－
５
 
［
略
］
 

 

３
．

ロ
ー
ラ

転
圧

コ
ン

ク
リ

ー
ト

舗
設

工
（
Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
）
 

 ３
－
１
～
３
－
３
 
［
略
］
 

 ３
－
４
 
舗
設
工
 

 
 
 
舗
設
工
は
、
敷
均
し
、
転
圧
、
養
生
（
養
成
マ
ッ
ト
の
設
置
・
撤
去
、
散
水
）
、
目
地
切
り
及
び
目
地
材
充
填
ま
で
の
作
業
と
す
る
。
 

 
 ３
－
４
－
１
・
３
－
４
－
２
 
［
略
］
 

 ３
－
４
－
３
 
日
当
り
施
工
量
 

 
 
 
舗
設
工
に
お
け
る
日
当
り
施
工
量
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

表
3．

6 
日
当
り
施

工
量
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

（
１

日
当
り
）
 

種
 

 
別

 
単

位
 

一
 

般
 

交
 

通
 

影
響

な
し

 
影

響
有

り
 

舗
設

工
 

ｍ
2
 

6
0
3
 

5
4
9
 

(
注
)
 
略
 
 

 

 
３
－
４
－
４
・
３
－
４
－
５
 
［
略
］
 

 

３
－
５
 
［
略
］
 

 

③
・

④
 

［
略

］
 

 

⑤
 
Ｐ

Ｃ
橋
架

設
工

 

 １
．

～
３

．
 

［
略

］
 

  ４
．

横
組
工
 

 
 
横
組
と
は
、
横
桁
中
埋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
、

間
詰
床
版
及
び
横
締
の
一
連
作
業
で
、
そ
の
内
訳
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
 

   

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

    
４
－
１
 
［
略
］
 

 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

レ
ベ

ラ
ー

運
転

 
〃

 
1
.4

2
 

1
.3

1
 

―
 

ラ
フ

テ
レ

ー
ン

ク
レ

ー
ン

運
転

 
日

 
0
.1

2
 

-
 

―
 

諸
雑

費
率

 
％

 
1
8
 

2
0
 

1
8
 

2
7
 

(
注
)
 
［
略
］
 

 

 
２
－
３
－
３
・
２
－
３
－
４
 
[
略
]
 
 

 
 

２
－
４
 
［
略
］
 

 

２
－
５
 
［
略
］
 

 

３
．

ロ
ー
ラ

転
圧

コ
ン

ク
リ

ー
ト

舗
設

工
（

Ｒ
Ｃ

Ｃ
Ｐ

）
 

 ３
－
１
～
３
－
３
 
［
略
］
 

 ３
－
４
 
舗
設
工
 

 
 
 
舗
設
工
は
、
敷
均
し
、
転
圧
、
養
生
（
養
成
マ
ッ
ト
の
設
置
・
撤
去
、
散
水
）
、
目
地
切
り
及
び
目
地
材
充
填
ま
で
の
作
業
と
す
る
。
 

 
 ３
－
４
－
１
・
３
－
４
－
２
 
［
略
］
 

 ３
－
４
－
３
 
日
当
り
施
工
量
 

 
 
 
舗
設
工
に
お
け
る
日
当
り
施
工
量
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

表
3．

6 
日
当
り
施

工
量
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
（
１
日

当
り
）
 

種
 

 
別

 
単

位
 

一
 

般
 

交
 

通
 

影
響

な
し

 
影

響
有

り
 

舗
設

工
 

ｍ
2
 

6
7
0
 

6
1
0
 

(
注
)
 
略
 
 

 

 
３
－
４
－
４
・
３
－
４
－
５
 
［
略
］
 

 

３
－
５
 
［
略
］
 

 

③
・
④
 

［
略

］
 

 

⑤
 
Ｐ
Ｃ

橋
架

設
工

 

 １
．

～
３

．
 

［
略

］
 

  ４
．

横
組
工
 

 
 
横
組
と
は
、
横
桁
中
埋
コ
ン
ク
リ
ー
ト
、
間
詰
床
版
及
び
横
締
の
一
連
作
業
で
、
そ
の
内
訳
は
次
の
と
お
り
で
あ
る
。
 

   

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

    
４
－
１
 
［
略
］
 

 

間
詰

床
板

 

横
桁
（
中

詰
コ

ン
ク

リ
ー

ト
）

 
Ｐ

Ｃ
ケ

ー
ブ

ル
 

間
詰
床
板
 

横
桁
（
中

詰
コ
ン
ク

リ
ー
ト

）
 

Ｐ
Ｃ
ケ
ー

ブ
ル
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４
－
２
 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
 

 
 
横
組
の
型
枠
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
作
業
に
適
用
し
、
Ｐ
Ｃ
合
成
桁
橋
の
床
版
は
含
ま
な
い
。
 

  
 
４
－
２
－
１
・
４
－
２
－
２
 
［
略
］
 

 ４
－
２
－
３
 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
歩
掛
 

 
 
 
型
枠
の
製
作
、
設
置
・
撤
去
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ポ
ン
プ
車
に
よ
る
打
設
及
び
養
生
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

表
4
．

4
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

工
歩

掛
 

 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

 
(
10
ｍ

3
当
り

) 

桁
 

区
 

分
 

編
 

成
 

人
 

員
 

（
人

）
 

諸
雑

費
（
％

）
 

橋
梁

世
話

役
 

特
殊

作
業

員
 

型
枠

工
 

普
通

作
業

員
 

プ
レ

テ
ン

シ
ョ
ン

 

 
Ｔ

桁
 

3
.2

2
 

4
.4

4
 

9
.3

 
1
0
.1

1
(8

.3
3
) 

9
 (

7
) 

プ
レ

テ
ン

シ
ョ
ン

 

 
ス

ラ
ブ

桁
 

1
.7

8
 

1
.8

9
 

2
.5

 
4
.3

3
(2

.6
7
) 

1
0
 (

5
) 

（
注
）
１
．
 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ポ
ン

プ
車
の
運
転
時
間
は
コ
ン
ク
リ
ー
ト

1
0
ｍ
3
当
り

1
.
6
7
時
間

と
す
る
。
 

２
．

 
本

歩
掛

は
ブ

ー
ム

打
設

を
標

準
と

し
て

い
る

が
困

難
な

場
合

、
又

は
現

場
条

件
に

よ
り

配
管

打
設

が
適

す
る

場
合
は
、
上
記
歩
掛
に
て
配
管
打
設
も
適
用
で
き
る
。
な
お
、
配
管
式
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ポ
ン
プ
車
の
規
格
は
、

9
0
～
1
0
0
ｍ
3
／
ｈ
と
す
る
。
 

３
．

 
配

管
打

設
の

場
合

の
圧

送
管

組
立

・
撤

去
労

務
（

3
0
ｍ

程
度

）
を

含
む

も
の

と
し

、
3
0
ｍ

を
超

え
る

場
合

は

「
３
．
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
③
コ
ン
ク
リ
ー
ト
」
に
よ
る
。
 

４
．
 
ブ
ー
ム
打
設
は
、
打

設
高
さ
、
1
5
ｍ
以
下
、
投
入
水
平
距
離

1
5
ｍ
以
下
の
場
合
に
適
用
す
る
。
 

５
．
 
１
日
当
り
打
設
量
は

、
3
6
ｍ
3
を
標
準
と
す
る
。
 

６
．

 
諸

雑
費

は
、

型
枠

用
材

料
、

剥
離

材
、

養
生

マ
ッ

ト
及

び
電

力
に

関
す

る
費

用
で

あ
り

、
労

務
費

の
合

計
に

上
表
の
率
を
乗
じ
た
金
額
を
計
上
す
る
。
 

７
．

 
養

生
に

つ
い

て
は

、
養

生
覆

材
の

被
覆

・
水

散
布

養
生

を
標

準
と

す
る

。
養

生
面

積
は

、
間

詰
床

版
の

面
積

と
す
る
。
保
温
養
生
等
の
特
別
な
養
生
を
必
要
と
す
る
場
合
の
普
通
作
業
員
の
歩
掛
及
び
諸
雑
費

率
は
、
(
 
)

と
し
、
養
生
費
用
は
別
途
計
上
す
る
。
 

 
 
 

４
－

２
－
４
 
［
略
］
 

 

 
４
－
３

～
４
－
６
 
［
略
］
 

 ５
．
・
６

．
 
［

略
］

 

 ⑥
・

⑦
 

［
略

］
 

   

 
４
－
２
 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
 

 
 
横
組
の
型
枠
及
び
コ
ン
ク
リ
ー
ト
作
業
に
適
用
し
、
Ｐ
Ｃ
合
成
桁
橋
の
床
版
は
含
ま
な
い
。
 

  
 
４
－
２
－
１
・
４
－
２
－
２
 
［
略
］
 

 ４
－
２
－
３
 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
歩
掛
 

 
 
 
型
枠
の
製
作
、
設
置
・
撤
去
、
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ポ
ン
プ
車
に
よ
る
打
設
及
び
養
生
歩
掛
は
、
次
表
を
標
準
と
す
る
。
 

表
4
．

4
 
コ
ン

ク
リ

ー
ト

工
歩

掛
 
 

 
  
  

 
 

  
  
 
 
  
 
 
 

 
(
10
ｍ

3
当
り

) 

桁
 

区
 

分
 

編
 

成
 

人
 

員
 

（
人

）
 

諸
雑

費
（
％

）
 

橋
梁

世
話

役
 

特
殊

作
業

員
 

型
枠

工
 

普
通

作
業

員
 

プ
レ

テ
ン

シ
ョ
ン

 

 
Ｔ

桁
 

2
.9

 
4
.0

 
9
.3

 
9
.1

(7
.5

) 
9
 (

7
) 

プ
レ

テ
ン

シ
ョ
ン

 

 
ス

ラ
ブ

桁
 

1
.6

 
1
.7

 
2
.5

 
3
.9

(2
.4

) 
1
0
 (

5
) 

（
注
）
１
．
 
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ポ
ン
プ
車
の
運
転
時
間
は
コ
ン
ク
リ
ー
ト

1
0
ｍ
3
当
り

1
.
5
時

間
と
す
る
。
 

２
．

 
本

歩
掛

は
ブ

ー
ム

打
設

を
標

準
と

し
て

い
る

が
困

難
な

場
合

、
又

は
現

場
条

件
に

よ
り

配
管

打
設

が
適

す
る

場
合
は
、
上
記
歩
掛
に
て
配
管
打
設
も
適
用
で
き
る
。
な
お
、
配
管
式
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ポ
ン
プ
車
の
規
格
は
、

9
0
～
1
0
0
ｍ
3
／
ｈ
と
す
る
。
 

３
．

 
配

管
打

設
の

場
合

の
圧

送
管

組
立

・
撤

去
労

務
（

3
0
ｍ

程
度

）
を

含
む

も
の

と
し

、
3
0
ｍ

を
超

え
る

場
合

は

「
３
．
コ
ン
ク
リ
ー
ト
工
③
コ
ン
ク
リ
ー
ト
」
に
よ
る
。
 

４
．
 
ブ
ー
ム
打
設
は
、
打
設
高
さ
、
1
5
ｍ
以
下
、
投
入
水
平
距
離

1
5
ｍ
以
下
の
場
合
に
適
用
す
る
。
 

５
．
 
１
日
当
り
打
設
量
は
、
4
0
ｍ
3
を
標
準
と
す
る
。
 

６
．

 
諸

雑
費

は
、

型
枠

用
材

料
、

剥
離

材
、

養
生

マ
ッ

ト
及

び
電

力
に

関
す

る
費

用
で

あ
り

、
労

務
費

の
合

計
に

上
表
の
率
を
乗
じ
た
金
額
を
計
上
す
る
。
 

７
．

 
養

生
に

つ
い

て
は

、
養

生
覆

材
の

被
覆

・
水

散
布

養
生

を
標

準
と

す
る

。
養

生
面

積
は

、
間

詰
床

版
の

面
積

と
す
る
。
保
温
養
生
等
の
特
別
な
養
生
を
必
要
と
す
る
場
合
の
普
通
作
業
員
の
歩
掛
及
び
諸
雑
費
率
は
、
(
 
)

と
し
、
養
生
費
用
は
別
途
計
上
す
る
。
 

 

４
－
２
－
４
 
［
略
］
 

 

 
４
－
３
～
４
－
６
 
［
略
］
 

 ５
．
・
６

．
 
［

略
］

 

 ⑥
・
⑦
 

［
略

］
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（
別

添
１

）
 
東

日
本

大
震

災
の

被
災

地
で

適
用

す
る

土
地

改
良

事
業

等
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Ⅵ．東日本大震災の復旧・復興
事業等における積算方法
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Ⅵ．東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法

１．東日本大震災に伴う賃金等の変動に対する工事請負契約書

第２５条第６項の運用について【ｲﾝﾌﾚｽﾗｲﾄﾞ】（契約課ＨＰ）…………… Ⅵ－ １

２．東日本大震災の復旧復興事業等における積算方法等に

関する試行について（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－２９

３．施工箇所が点在する工事の間接費の積算について（農村振興課ＨＰ） ……… Ⅵ－３３

４．工事請負契約締結後における単価適用年月変更の

運用基準（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－４４

５．東日本大震災の復旧・復興事業実施期における積算

基準及び設計単価の適用年月日について（契約課ＨＰ） …………… Ⅵ－４６

６．平成２５年度土地改良事業等請負工事積算基準の

一部改正について（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－５０

７．コンクリートに使用するセメントについて（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－５３

８．工事請負契約書第２５条第５項の運用の拡充について

【単品ｽﾗｲﾄﾞ】（農村振興課・契約課ＨＰ＋部内資料） …………… Ⅵ－５４

９．遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用について

（農村振興課ＨＰ＋部内資料） …………… Ⅵ－６５

10．被災地以外からの労働者確保に要する間接費の

設計変更の運用について（農村振興課ＨＰ＋部内資料） …………… Ⅵ－７４

11．東日本大震災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置の

積算方法等に関する試行について（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－８５

12．土砂等建設資材を供給元で取引する場合の

積算の取扱いについて（農村振興課ＨＰ） …………… Ⅵ－９４

※ 本資料については，平成30年9月末日現在の基準であり，今後改定・追加されること

があるので注意して使用すること。
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NO

NO

NO

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

NO Ｎｏ

【⑰】

【⑫】

【⑬】

【⑭】

【⑮】

【⑯】

【⑦】

【⑧】

【⑨】

【⑪】

【⑩】

【①】

【②】

【③】

【④】

【⑤】

【⑥】

○被災地以外からの労働者確保に要する
間接費の設計変更の運用の一部改定について

平成27年7月24日付け　事管号外

○工事請負契約書第２５条第６項の運用マニュアル
（暫定版）に関する対応について

平成24年3月2日付け　出契第1373号

○インフレスライドチェックシートについて
平成26年6月11日付け　農村号外

ＹＥＳ
○土砂等建設資材を供給元で取引する場合の

積算の取扱いについて
平成25年11月29日付け　事管号外

諸手続を行い
認定（設計変更）

(請求から７日以内）

契約課行政イントラ　建設工事：その他【19～21-3】

ＹＥＳ

○消費税等の改定に伴う建設工事等の
入札・契約事務の取扱いについて

平成24年3月2日付け　出契第1373号

○消費税及び地方消費税の税率の改正に伴い
消費税混合工事の消費税内訳調書について

平成26年2月28日付け　事務連絡

○工事請負契約書第２５条第５項の運用の簡素化の
試行における積算の取扱方法について

平成26年4月18日付け　事管号外

○工事請負契約書第２５条第５項の
運用の拡充について

平成25年6月25日付け　事管号外

○工事請負契約書第２５条第５項の運用の簡素化
の試行について

平成26年2月3日付け　事管号外

○遠隔地からの資材調達に係る設計
変更の運用について

平成24年10月2日付け　農村号外

震
設置の積算方法等に関する試行の一部改定について（通

知）
平成27年10月21日付け　農村号外

○平成２９年度の建設工事等の入札・契約制度
の運用について（通知）前月単価及び前月積算

基準(歩掛)で積算書作成 出納局契約課HP

○コンクリートに使用するセメントについて
平成25年4月25日付け　事管号外

コンクリート
使用の有無

ＹＥＳ

○東日本大震災の復旧復興事業実施期における積算基
準及び設計単価の適用年期日の改定について（改定）

平成28年3月16日付け　事管号外

改定前
○東日本大震災の復旧復興事業実施期における設計単価の適用年期
日について（改定）平成27年3月11日付け　事管号外

被災地適用歩掛りで
積算書作成

【統合版用】

Ｈ３０年１０月

機械経費の補正

○東日本大震災の復旧・復興事業等における
積算方法等に関する試行について
平成26年2月5日付け　農村号外

間接工事費の補正（率）

改定前
○東日本大震災の被災地で使用する建設機械の機械損料の補正につい
て（平成25年6月28日付け　農村号外）

関係通知文書名及び参照イントラ等START

○施工箇所が点在する工事の間接費の
積算運用について

平成30年3月26日付け　事務連絡
施工箇所の
点在の有無

ＹＥＳ

改定前
○間接工事費の（率計上分）の率補正について
平成24年3月9日付け農村号外　NAS　H23.10～H24.9【１２】

ＹＥＳ

公告・開札・契約締結

契約月単価に
変更契約

○工事請負契約書第２５条第６項の運用について
平成24年3月2日付け　出契第1373号

インフレスライド
請求

ＹＥＳ 残工期が
２ヶ月以上

ＹＥＳ 諸手続＋出来高検査を
行い認定（設計変更）

（協議開始から14日以内）

消費税率
改定適用

ＹＥＳ

単品スライド
請求

全体スライド
請求

ＹＥＳ 債務工事で
契約から１年

経過

諸手続＋出来高検査を
行い認定（設計変更）

（協議開始から14日以内）

ＹＥＳ 残工期が
２ヶ月以上

土砂等建設資材
を供給元での取引

協議

対象資材
土砂・採石・捨石

被覆材等

取引元での引渡単価は
受注者の証明資料（領
収書・取引伝票等）に

より決定

ＹＥＳ

宮城県における東日本大震災に係る工事費積算の特例措置及びその対応

遠隔地からの
資材輸送の

協議

ＹＥＳ 遠隔地から
資材輸送の
理由が明確

ＹＥＳ 資材搬入前に
協議・承認を行い

設計変更

○請負契約締結後における単価適用年月
変更の運用について

平成30年1月26日付け　出契号外

最終変更契約（精算）

被災地外から
労働者確保

協議

ＹＥＳ 証明書類の
妥当性を確認

ＹＥＳ 支払い全ての証明書類
に基づき間接費率分を
差引いて設計変更

普通ポルトランド

セメントを標準

間接工事費の補正

H26.2.5_係数の改定

共通仮設費 1.5

現場管理費 1.2

H27.2.1

労務設計単価の改定

H26.2.3

簡素化

H27.10.21

宿舎設置

の試行

H26.3.31迄に引渡し

を受けないものは８％

適用期間
～「当面の間」延期

H26.4.1_補正率の改定

3%割増→5%割増
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東日本大震災に伴う賃金等の変動に対する工事請負契約書第２５条第６項の
運用について

東日本大震災において特に被災の大きい三県（宮城県，岩手県及び福島県。以下「被災
三県」という｡）における賃金等の急激な変動に対処するため，工事請負契約書（平成８
年宮城県告示第４１２号）（以下「契約書」という｡）第２５条第６項について，下記のと
おり運用することとする。

記
１ 適用対象工事

(1) 被災三県で実施されている工事であること。
(2) 契約書第２５条第６項の請求は，２(3)に定める残工期が２(2)に定める基準日から

２か月以上あること。
(3) 発注者及び請負者によるスライドの適用対象工事の確認時期は，賃金水準の変更が

なされた時（賃金水準の変更が入札公告の翌日又は指名（随意契約）通知の翌日から
契約締結の日までの間になされたものにあっては，契約を締結した時）とする。

２ 請求日及び基準日等について
請求日及び基準日等の定義は，以下のとおりとする。

(1) 請求日：スライド変更の可能性があるため，発注者又は請負者が請負代金額の変更
の協議（以下「スライド協議」という｡）を請求した日とする。

(2) 基準日：請求があった日から起算して，１４日以内で発注者と請負者とが協議して
定める日とし，請求日とすることを基本とする。

(3) 残工期：基準日以降の工事期間とする。
３ スライド協議の請求

発注者又は請負者からのスライド協議の請求は，書面により行うこととし，その期限
は直近の賃金水準の変更から，次の賃金水準の変更がなされるまでとする。

４ 請負代金額の変更
(1) 賃金水準又は物価水準の変動による請負代金額の変更額（以下「スライド額」とい

う｡）は，当該工事に係る変動額のうち請負代金額から基準日における出来形部分に
相応する請負代金額を控除した額の１００分の１に相当する金額を超える額とする。

(2) 増額スライド額については，次式により行う。
Ｓ増＝［Ｐ２－Ｐ１－（Ｐ１×１／１００）］

この式において，Ｓ増，Ｐ１及びＰ２は，それぞれ次の額を表すものとする。
Ｓ増：増額スライド額
Ｐ１：請負代金額から基準日における出来形部分に相応する請負代金額を控除した

額
Ｐ２：変動後（基準日）の賃金又は物価を基礎として算出したＰ１に相当する額

（Ｐ＝Σ（α×Ｚ），α：請負比率（当初請負代金額／当初設計額），Ｚ：発注者積算額）

(3) 減額スライド額については，次式により行う。
Ｓ減＝［Ｐ２－Ｐ１＋（Ｐ１×１／１００）］

この式において，Ｓ減，Ｐ１及びＰ２は，それぞれ次の額を表すものとする。
Ｓ減：減額スライド額
Ｐ１：請負代金額から基準日における出来形部分に相応する請負代金額を控除した

額
Ｐ２：変動後（基準日）の賃金又は物価を基礎として算出したＰ１に相当する額

（Ｐ＝Σ（α×Ｚ），α：請負比率（当初請負代金額／当初設計額），Ｚ：発注者積算額）

(4) スライド額は，労務単価，材料単価，機械器具損料並びにこれらに伴う共通仮設費，
現場管理費及び一般管理費等の変更について行われるものであり，歩掛の変更につい
ては考慮するものではない。

５ 残工事量の算定
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(1) 基準日における残工事量を算定するために行う出来形数量の確認は，数量総括表に
対応して出来高確認を行うものとすること。

(2) 基準日までに変更契約を行っていないが先行指示されている設計量についても，基
準日以降の残工事量についてはスライドの対象とすること。

(3) 現場搬入材料については，認定したものは出来形数量として取り扱うこと。
また，下記の材料等についても出来形数量として取り扱うことができるものとする。

イ 工場製作品については，工場での確認又はミルシート等で在庫確保が証明できる
材料

ロ 基準日以前に配置済みの現地据付型の建設機械及び仮設材料等（架設用クレーン，
仮設鋼材など）

ハ 契約書にて工事材料契約の完了が確認でき，近隣のストックヤード等で在庫確認
が可能な材料

(4) 数量総括表で一式明示した仮設工についても出来形数量の対象とできる。
(5) 出来形数量の計上方法については，発注者側に換算数量がない場合は，請負者側の
当該工種に対する構成比率により出来形数量を算出してもよい。

(6) 請負者の責めに帰すべき事由により遅延していると認められる工事量は，増額スラ
イドの場合は，出来形部分に含めるものとし，減額スライドの場合は，出来形部分に
含めないものとする。

６ 物価指数
発注者は，積算に使用する単価を用いた変動率を物価指数とすることを基本とする。

なお，請負者の協議資料等に基づき双方で合意した場合は別途の物価指数を用いること
ができる。

７ 変更契約の時期
スライド額に係る契約変更は，精算変更時点で行うことができる。

８ 適用，請求日及び基準日の特例
本運用施行日以前の平成２４年２月２０日の賃金水準の変更に適用できる。平成２４

年２月２０日の賃金水準の変更に基づき契約書第２５条第６項の規定に基づくスライド
協議を実施する工事については，その請求に必要な準備期間を考慮して，基準日はその
賃金水準の変更がなされた日（平成２４年２月２０日）とする。なお，スライド協議の
請求は本運用施行日から１か月以内とする。

９ 全体スライド及び単品スライド条項の併用
(1) 契約書第２５条第１項から第４項までに規定する全体スライド条項に基づく請負代
金額の変更を実施した後であっても，本運用によるスライドを請求することができる。

(2) 本運用に基づき請負代金額の変更を実施した後であっても，契約書第２５条第５項
に規定する単品スライド条項に基づく請負代金額の変更を請求することができる。

附 則
この運用は，平成２４年３月２日から施行する。

附 則
この運用は，平成２４年３月２１日から施行する。
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なお，入札公告の翌日又は指名（随意契約）通知の翌日から契約締結日までの間に
賃金水準が変更になった工事も対象となる。

注：入札公告の翌日又は指名（随意契約）通知の翌日から契約締結日までの間に賃金水準
が変更になった工事も対象となる。
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様式３－２（第25条第６項関係）

第 号

平成 年 月 日

（請負者） 殿

(発注者） 印

工事請負契約書第25条第６項の請負代金の変更について（通知）

平成 年 月 日付けで請求があった工事請負契約書第25条第６項の規定に基づく請負代金

額の変更について，同条７項の規定に基づき，下記のとおりとします。

記

１ 工 事 番 号

２ 工 事 名

３ スライド変更適否 スライドの適用が認められない

４ 理 由 スライド額が対象工事費の１％を超えないため

Ⅵ－18
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（
賃
金
又
は
物
価
の
変
動
に
基
づ
く
請
負
代
金
額
の
変
更
）

第
2
5
条
　

甲
又
は
乙
は
、
工
期
内
で
請
負
契
約
締
結
の
日
か
ら
1
2
月
を
経
過
し
た
後
に
日
本
国
内
に
お
け
る
賃
金
水
準
又
は
物
価

水
準
の
変
動
に
よ
り
請
負
代
金
額
が
不
適
当
と
な
っ
た
と
認
め
た
と
き
は
、
相
手
方
に
対
し
て
請
負
代
金
額
の
変
更
を
請

求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
甲
又
は
乙
は
、
前
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
が
あ
っ
た
と
き
は
、
変
動
前
残
工
事
代
金
額
（
請
負
代
金
額
か
ら
当
該
請
求
時

の
出
来
形
部
分
に
相
応
す
る
請
負
代
金
額
を
控
除
し
た
額
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
変
動
後
残
工
事
代
金
（
変
動
後
の
賃

金
又
は
物
価
を
基
礎
と
し
て
算
出
し
た
変
動
前
残
工
事
代
金
額
に
相
応
す
る
額
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
と
の
差
額
の
う
ち

う
ち
変
動
前
残
工
事
代
金
額
の
10
0
0
分
の
1
5
を
超
え
る
額
に
つ
き
、
請
負
代
金
額
の
変
更
に
応
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

　
　
　
　

３
変
動
前
残
工
事
代
金
額
及
び
変
動
後
残
工
事
代
金
額
は
、
請
求
の
あ
っ
た
日
を
基
準
と
し
、
物
価
指
数
等
に
基
づ
き

甲
乙
　

協
議
し
て
定
め
る
。
た
だ
し
、
協
議
開
始
の
日
か
ら
1
4
日
以
内
に
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
甲
が
定
め
、
乙
に

通
知
す
る
。
　

 
４

第
１
項
の
規
定
に
よ
る
請
求
は
、
こ
の
条
の
規
定
に
よ
り
請
負
代
金
額
の
変
更
を
行
っ
た
後
再
度
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
１
項
中
「
請
負
契
約
締
結
の
日
」
と
あ
る
の
は
、
「
直
前
の
本
条
に
基
づ
く
請
負
代
金
額
変
更
の

基
準
と
し
た
日
」
と
す
る
も
の
と
す
る
。

５
特
別
な
要
因
に
よ
り
工
期
内
に
主
要
な
工
事
材
料
の
日
本
国
内
に
お
け
る
価
格
に
著
し
い
変
動
を
生
じ
、
請
負
代
金
額
が

不
適
当
と
な
っ
た
と
き
は
、
甲
又
は
乙
は
、
前
各
号
の
規
定
に
よ
る
ほ
か
、
請
負
代
金
額
の
変
更
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き

る
。

６
予
期
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
特
別
の
事
情
に
よ
り
、
工
期
内
に
日
本
国
内
に
お
い
て
急
激
な
イ
ン
フ
レ
ー
シ
ョ
ン
又
は
デ

フ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
生
じ
、
請
負
代
金
額
が
著
し
く
不
適
当
と
な
っ
た
と
き
は
、
甲
又
は
乙
は
、
前
各
項
の
定
め
に
か
か
わ
ら

ず
、
請
負
代
金
額
の
変
更
を
請
求
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

７
前
２
項
の
場
合
に
お
い
て
、
請
負
代
金
額
の
変
更
額
に
つ
い
て
は
、
甲
と
乙
と
が
協
議
し
て
定
め
る
。
た
だ
し
、
協
議
開

始
の
日
か
ら
1
4
日
以
内
に
協
議
が
整
わ
な
い
場
合
に
あ
っ
て
は
、
甲
が
定
め
、
乙
に
通
知
す
る
。

　
８

第
３
項
及
び
前
項
の
協
議
開
始
の
日
に
つ
い
て
は
、
甲
が
乙
の
意
見
を
聴
い
て
定
め
、
乙
に
通
知
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

た
だ
し
、
甲
が
第
１
項
、
第
５
項
又
は
第
６
項
の
請
求
を
行
っ
た
日
又
は
受
け
た
日
か
ら
７
日
以
内
に
協
議
開
始
の
日
を
通

知
し
な
い
場
合
に
は
、
乙
は
、
協
議
開
始
の
日
を
定
め
、
甲
に
通
知
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

宮
城
県
「
工
事
請
負
契
約
書
」
第
２
５
条
（
ス
ラ
イ
ド
条
項
）

全
体

ス
ラ
イ
ド

単
品

ス
ラ
イ
ド

イ
ン
フ
レ

ス
ラ
イ
ド

参
考

資
料

①
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項
目

全
体

ス
ラ
イ
ド

（
契

約
書

第
2
5
条

第
１
項

か
ら
第

４
項

）

単
品

ス
ラ
イ
ド

（
契

約
書

第
2
5
条

第
５
項

）

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド

（
契

約
書

第
2
5
条

第
６
項

）

※
１
本
運
用
の

措
置

内
容

適
用

対
象

工
事

工
期
が
1
2
か
月
を
超
え
る
工
事

但
し
、
残

工
期

が
2
か

月
以

上
あ
る
工

事

（
比

較
的

大
規

模
な
長

期
工

事
）

す
べ
て
の
工

事

（
運

用
施
行
日

時
点

で
継

続
中

の
工
事

　
及
び
新
規
契
約
工
事
）

す
べ
て
の
工

事

但
し
、
残

工
期

が
2
か

月
以

上
あ
る
工

事

（
本
運
用
施
行

日
時

点
で
継

続
中

の
工

事
　
及
び
新
規
契
約
工
事
(※
２
）
）

条
項

の
趣
旨

比
較

的
緩

や
か

な
価

格
水

準
の

変
動

に
対

応
す
る
措

置
特
定
の
資
材
価
格
の
急
激
な
変
動
に
対

応
す
る
措

置
急

激
な
価

格
水

準
の

変
動

に
対

応
す
る

措
置

請
負

額
変

更

の
方
法

対
象

請
負
契
約
締
結
の
日
か
ら
1
2
か
月
経
過
後

の
残
工
事
量
に
対
す
る
資
材
、
労
務
単
価

等

部
分

払
い
を
行

っ
た
出

来
高

部
分

を
除

く
全

て
の

資
材

（
鋼

材
類

、
燃

料
油

類
等

）
宮
城

県
に
お
い
て
、
賃
金
水
準
の
変
更
が

な
さ
れ

た
日

以
降

の
残
工
事
量
に
対
す
る

資
材

、
労

務
単

価
等

請
負
者

の
負
担

残
工

事
費

の
１
．
５
％

対
象

工
事

費
の

１
．
０
％

（
但

し
、
全

体
ス
ラ
イ
ド
又

は
イ
ン
フ
レ
ス
ラ

イ
ド
と
併

用
の

場
合

、
全

体
ス
ラ
イ
ド
又

は
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
に
お
け
る
負

担
は

な
し
）

残
工

事
費

の
１
．
０
％

（
2
9
条

「
天

災
不

可
抗

力
条

項
」
に
準

拠
し
、

建
設

業
者

の
経

営
上

最
小

限
度

必
要

な
利

益
ま
で
損

な
わ

な
い
よ
う
定

め
ら
れ

た
「
１
％

」
を
採

用
）

再
ス
ラ
イ
ド

可
能

（
全

体
ス
ラ
イ
ド
又

は
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
適

用
後

、
1
2
か

月
経

過
後

に
適

用
可

能
）

な
し

（
部

分
払

い
を
行

っ
た
出

来
高

部
分

を
除

い
た
工

期
内

全
て
の

資
材

を
対

象
に
、
精

算
変

更
契

約
後

に
ス
ラ
イ
ド
額

を
算

出
す

る
た
め
、
再

ス
ラ
イ
ド
の

必
要

が
な
い
）

可
能

（
宮
城
県

に
お
い
て
、
賃
金
水
準
の
変
更
が

な
さ
れ

る
都

度
、
適
用
可
能
）

こ
れ

ま
で
の

事
例

ほ
ぼ
経
年
的
に
あ
り

平
成
2
0
年
に
運
用
通
知

昭
和
4
9
年

（
第

1
次

石
油

危
機

当
時

）

価
格
変
動
が
・
・
・

●
通
常
合
理
的
な
範
囲
内
で
あ
る
場
合
に
は
、
請
負
契
約
で
あ
る
こ
と
か

ら
リ
ス
ク
は
請
負

者
が

負
担

●
通
常
合
理
的
な
範
囲
を
超
え
る
場
合
に
は
、
請
負
者
の
み
の
リ
ス
ク
負
担
は
不
適
切

ス
ラ
イ
ド
条
項
に
つ
い
て
（
契
約
書
第

25
条

）
参
考
資
料
②
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請
負

額

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
（
工

事
請

負
契

約
書

第
２
５
条

第
６
項

）

残
工

事

契
約

日
基

準
日

工
期

末

残
工

期
２

か
月

以
上

残
工

事
に
対

す
る

変
動
前
後
の
差
額
（
Ａ
）

（
変
動
前
残
工
事
額
：
Ｂ
）

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
変

更
額

Ａ
ー
Ｂ
×

１
．
０
％

た
だ
し
、
Ａ
＞

Ｂ
×

１
．
０
％

の
場

合
の
み
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド

適
用

可
能

参
考

資
料

③

請
求

日

１
４
日

以
内

出
来

高

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
（
工
事
請
負
契
約
書
第
２
５
条
第
６
項
）
導
入
当
初
の
緩
和
措
置

出
来

高
残

工
事

契
約

日
請
求
日

賃
金
水
準

の
変

更
日

工
期
末

　
　

　
 １

か
月

以
内

残
工

期
２

か
月

以
上

請
負

額

残
工

事
に
対

す
る

変
動
前
後
の
差
額
（
Ａ
）

（
変
動
前
残
工
事
額
：
Ｂ
）

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
変

更
額

Ａ
ー
Ｂ
×

１
．
０
％

た
だ
し
、
Ａ
＞

Ｂ
×

１
．
０
％

の
場

合
の
み
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド

適
用

可
能

賃
金
水
準

の
変

更
日

（
発

注
者
請
負
者

協
議

）

次
の
賃

金
水

準
の
変

更
日

ま
で

＝
（基

準
日

）

（
基

本
）

施
行
日
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参
考

資
料

④

（
参
考
）
全
体
ス
ラ
イ
ド
（
工
事
請
負
契
約
書
第
２
５
条
第
１
項
～
第
４
項
）

出
来

高
残

工
事

契
約
日

請
求

日
基

準
日

工
期
末

１
２

か
月

以
上

１
４
日

以
内

残
工

期
２

か
月

以
上

請
負

額

残
工

事
に
対

す
る

変
動
前
後
の
差
額
（
Ａ
）

（
変
動
前
残
工
事
額
：
Ｂ
）

全
体

ス
ラ
イ
ド
変

更
額

Ａ
ー
Ｂ
×

１
．
５
％

た
だ
し
、
Ａ
＞

Ｂ
×

１
．
５
％

の
場

合
の
み
全

体
ス
ラ
イ
ド

適
用

可
能

請
負

額

契
約
日

請
求

日
工

期
末

主
要

材
料

の
変

動
額

（
Ａ
）

（
材

料
費

の
み

を
対

象
）

（
参
考
）
単
品
ス
ラ
イ
ド
（
工
事
請
負
契
約
書
第
２
５
条
第
５
項
）

対
象
資
材
：
部
分
払
い
を
行
っ
た
出
来
高
部
分
を
除
く

全
て
の
資
材
（
鋼
材
類
、
燃
料
油
類
等
）

単
品

ス
ラ
イ
ド
変

更
額

＝
Ａ
ー
Ｃ
×
１
％

た
だ
し
、
A
＞

Ｃ
×

１
％

の
場

合
の
み
、
単

品
ス
ラ
イ
ド

の
適

用
可

能
既
済
部
分
（
検
査
済
）

対
象

工
事

（
変
動
前
対
象
工
事
額
：
Ｃ
）

残
工

期
２

か
月

以
上

適
用

開
始

日
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A
1

出
来

高
残

工
事

契
約

日
工

期
末

残
工

期
２

か
月

以
上

請
負
額
（
Ｂ
）

（
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
の

工
事

額
：
b）

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
額

（
c）

主
要

材
料

の
変

動
額

単
品

ス
ラ
イ
ド
変

更
額

＝
（
Ａ
１
＋

Ａ
2
）

ー
a
×

１
.0
％

A
2

賃
金

水
準

の
変

更
日

＝
（
基

準
日

）
単

品
ス
ラ
イ
ド
適

用
開

始
日

（
単

品
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
の
み
の

工
事
額

（a
）

ａ
×

１
％

ｂ
×

１
％

た
だ
し
、

Ａ
鋼

１
＋
Ａ

鋼
２
＞

(a
+b

+c
)×

１
.0
％

Ａ
油

１
＋
Ａ

油
２
＞

(a
+b

+c
)×

１
.0
％

と
な
る
資

材
（
Ａ

鋼
、
Ａ

油
）の

み
が
対
象

Ａ
2に

つ
い
て
は

請
負

者
負

担
無

し
Ａ

2に
つ
い
て
は

、
変

動
前

の
単

価
を
イ

ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
の

適
用

日
の

単
価

と
し

て
単

品
ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
算

出

対
象
工
事
費
に
は
、
イ
ン
フ
レ

ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
含

む

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
の
請
負

者
負

担
額

（
ｂ
×
1
.0
％

）

単
品

ス
ラ
イ
ド
の
み
の
適

用
期

間
の
請
負

者
負

担
・
・
・
・
・
・
１
％

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
と
の
併

用
期

間
の
請
負

者
負

担
・
・
・
・
・
・
１
％

（
参

考
）
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
と
単
品
ス
ラ
イ
ド
の
併
用

・
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
条

項
と
単

品
ス
ラ
イ
ド
条

項
と
を
併

用
し
た
期

間
は

、
①

単
品

ス
ラ
イ
ド
の

変
動

前
の

単
価

は
全

体
ス
ラ
イ
ド
の

適
用

日
の

単
価

②
単

品
ス
ラ
イ
ド
の
請
負

者
負

担
は

な
し

・
単

品
ス
ラ
イ
ド
は

、
変

動
額

が
対

象
工

事
費

（
イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
含

む
）
の

１
％

以
上

変
動

し
て
い
る
場

合
に

発
動
可
能

参
考

資
料

⑤
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（
参

考
）
全

体
ス
ラ
イ
ド
と
単

品
ス
ラ
イ
ド
の

併
用 A

1

出
来

高
残

工
事

契
約

日
工

期
末

１
２

か
月

以
上

残
工

期
２

か
月

以
上

請
負
額
（
Ｂ
）

（
全

体
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
の

工
事

額
：
b）

全
体

ス
ラ
イ
ド
額

（
c）

主
要

材
料

の
変

動
額

単
品

ス
ラ
イ
ド
変

更
額

＝
（
Ａ
１
＋

Ａ
2
）

ー
a
×

１
.0
％

A
2

全
体

ス
ラ
イ
ド

基
準

日
単

品
ス
ラ
イ
ド
適

用
開

始
日

（
単

品
ス
ラ
イ
ド
適

用
期

間
の
み
の

工
事
額

（a
）

ａ
×

１
％

ｂ
×

１
．
５
％

た
だ
し
、

Ａ
鋼

１
＋
Ａ

鋼
２
＞

(a
+b

+c
)×

１
.0
％

Ａ
油

１
＋
Ａ

油
２
＞

(a
+b

+c
)×

１
.0
％

と
な
る
資

材
（
Ａ

鋼
、
Ａ

油
）の

み
が
対
象

Ａ
2に

つ
い
て
は

請
負

者
負

担
無

し
Ａ

2に
つ
い
て
は

、
変

動
前

の
単

価
を
全

体
ス
ラ
イ
ド
の

適
用

日
の

単
価

と
し
て

単
品

ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
算

出

対
象

工
事

費
に
は

、
全

体
ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
含

む

全
体

ス
ラ
イ
ド
の
請
負
者
負

担
額
（
ｂ
×
1
.5
％
)

単
品

ス
ラ
イ
ド
の
み
の
適

用
期

間
の
請
負

者
負

担
・
・
・
・
・
・
１
％

全
体

ス
ラ
イ
ド
と
の
併

用
期

間
の
請
負

者
負

担
・
・
・
・
・
・
１
．
５
％

・
全

体
ス
ラ
イ
ド
条

項
と
単

品
ス
ラ
イ
ド
条

項
と
を
併

用
し
た
期

間
は

、
①

単
品

ス
ラ
イ
ド
の

変
動

前
の

単
価

は
全

体
ス
ラ
イ
ド
の

適
用

日
の

単
価

②
単

品
ス
ラ
イ
ド
の
請
負

者
負

担
は

な
し

・
単
品
ス
ラ
イ
ド
は
、
変
動
額
が
対
象
工
事
費
（
全
体
ス
ラ
イ
ド
の

ス
ラ
イ
ド
額

を
含

む
）
の
１
％

以
上

変
動

し
て
い
る
場

合
に
発

動
可
能

参
考

資
料

⑥
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【
基

本
】

①
工

期
内

に
賃

金
水

準
の

変
更

が
あ
っ
た
場

合

②
入

札
・
契

約
期

間
内

に
賃

金
水

準
の

変
更

が
あ
っ
た
場

合

完
成

期
限

イ
ン

フ
レ

ス
ラ

イ
ド

対
象

入
札
・
契
約
手
続
き
期
間

出
来

高
残

工
事

次
の

賃
金

水
準

の
変

更
日

ま
で

入
札

公
告

等
賃

金
水

準
の

変
更

日
契

約
日

請
求

日
基

準
日

１
４
日
以
内

残
工

期
２

か
月

以
上

入
札

公
告

等
契

約
日

賃
金

水
準

の
変

更
日

請
求

日
基

準
日

完
成

期
限

（
H
2
4
.2
.2
0
の

賃
金

水
準

変
更

の
場

合
も
同

じ
）

入
札
・
契
約
手
続
き
期
間

出
来

高
残

工
事

次
の

賃
金

水
準

の
変

更
日

ま
で

１
４
日
以
内

残
工

期
２

か
月

以
上

イ
ン

フ
レ

ス
ラ

イ
ド

対
象

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
概

要
（
そ
の

２
）

平
成

2
4
年

3
月

2
1
日

宮
城

県

【
導

入
当

初
特

例
】

③
工

期
内

に
賃

金
水

準
の

変
更

(H
2
4
.2
.2
0
)が

あ
っ
た
場

合

残
工

期
２

か
月

以
上

完
成

期
限

H
2
4
.2
.2
0

賃
金

水
準

の
変

更
日

１
か

月
以

内

入
札

公
告

等
契

約
日

基
準

日
運

用
施

行
日

H
2
4
.3
.2

請
求

日

イ
ン
フ
レ
ス
ラ
イ
ド
対

象
入
札
・
契
約
手
続
き
期
間

出
来

高
残

工
事
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平成２６年２月５日
農林水産部農村振興課

東日本大震災の復旧・復興事業等における
積算方法等に関する試行について

宮城県においては，工事量の増大による資材やダンプトラック等の不足で
土地改良事業等請負工事積算基準と施工実態との間で，乖離（日当たり作業
量の低下）が生じていたことから，現場状況を反映した「東日本大震災の被
災地で適用する積算基準」について，平成２５年１０月１日より適用開始し
ているところである。

これに加えて，間接工事費（共通仮設費及び現場管理費）についても，作
業効率低下等により，現場の実支出が増大し，積算基準による積算と乖離が
生じていることが確認されたため，下記のとおり当面の運用を定めました。

記
１ 対象工事等

「土地改良事業等請負工事積算基準」（以下「積算基準」という。）の間
接工事費を適用して設計積算する工事。

※土地改良事業等請負工事積算基準（施設機械）は対象外。

２ 適用月日
平成２６年２月５日以降に当初請負契約（議会承認案件にあっては本契

約）を締結する案件から適用する。

※当該補正係数については，積算基準書等として取り扱う事とし，平
成２５年５月７日以降適用の「東日本大震災の復旧・復興事業実施期
における積算基準及び設計単価の適用年期日について」の対象とする。

３ 補正方法
積算基準により各工種区分に従って対象額ごとに求めた共通仮設費（率

分）及び現場管理費率に，それぞれ以下の補正係数（以下「復興係数」とい
う）を乗じるものとする。

間接工事費 復興係数
共通仮設費 １．５
現場管理費 １．２

※なお，平成２４年３月１日以降適用の「間接工事費（率計上分）の
率補正について」（以下 旧補正係数という）は本通知を以て廃止す
ることとする。

４．運用方法
（１）既に公告済み案件

平成２６年２月５日以降に当初契約締結を行う工事で，入札時点で
上記補正方法の適用が出来ない工事等については，平成２４年８月
２０日以降適用の「工事請負契約締結後における単価適用年月の変更
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の運用」（以下 契約締結月の単価変更という）に準じて，復興係数
についても変更を行い，契約変更を行うこととする。

ただし，既に見込んでいる旧補正係数については，廃止の上変更を
行うこと。

（２）２月２８日までに公告又は指名通知を行う案件
平成２５年５月７日以降適用の「東日本大震災の復旧・復興事業実

施期における積算基準及び設計単価の適用年期日について」に準ずる
こととし，発注時おいては旧補正係数において補正を行い，復興係数
の補正は行わないこととし，現場説明書の追加資料として別紙を設計
図書に添付し，契約締結月の単価変更に準じて，復興係数に変更を行
い，契約変更を行うこととする。

ただし，既に見込んでいる旧補正係数については，廃止の上変更を
行う。

（３）３月１日以降公告又は指名通知を行う案件
発注時から復興係数の率補正を行うこととし，現場説明書の追加資

料は添付しない。
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現場説明書（追加資料）

平成２６年２月５日以降適用される

間接工事費（率計上分）の補正係数の適用について

入札の際に使用する間接工事費（率計上分）の率は，平成２４

年３月１日以降に適用されていた補正係数により算出された率を

適用しておりますが，契約後において，別途協議の上，平成２６

年２月５日以降に適用される補正係数により算出された率への設

計変更を行うものとします。

※間接工事費（率計上分）：共通仮設費率及び現場管理費率

別紙
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●
復
興
係
数
補
正
の
適
用
例

パ
タ
ー
ン
１

（
２
月
以
前
公
告
，
２
月
以
前
当
初
契
約
締
結
）

旧
補
正
係
数

復
興
係
数

パ
タ
ー
ン
２

（
２
月
以
前
公
告
，
２
月
以
降
当
初
契
約
締
結
）

旧
補
正
係
数

復
興
係
数

パ
タ
ー
ン
３

（
２
月
公
告
，
２
月
以
降
当
初
契
約
締
結
）

（
発
注
の
適
用
基
準
は
１
月
基
準
）

旧
補
正
係
数

復
興
係
数

パ
タ
ー
ン
４

（
３
月
公
告
，
３
月
以
降
当
初
請
負
契
約
締
結
）

（
発
注
の
適
用
基
準
は
２
月
）

旧
補
正
係
数

復
興
係
数

：
公
告
又
は
指
名
通
知

：
当
初
請
負
契
約
締
結

：
補

正
係

数
の

適
用2
月

5
日

復
興

係
数

適
用

日

【
参

考
資

料
】

　
発
注
時
に
は
旧
補
正
係
数
を
適
用
し
発
注
す
る

が
，
当
初
契
約
締
結
後
に
，
旧
補
正
係
数
を
廃
止

の
う
え
，
復
興
係
数
の
変
更
を
行
い
契
約
変
更
す

る
。

　
発
注
時
に
は
旧
補
正
係
数
を
適
用
し
発
注
す
る

が
，
当
初
契
約
締
結
後
に
，
旧
補
正
係
数
を
廃
止

の
う
え
，
復
興
係
数
の
変
更
を
行
い
契
約
変
更
す

る
。

　
旧
補
正
係
数
を
適
用
し
，
復
興
係
数
は
適
用
し
な

い
。

　
当
初
か
ら
復
興
係
数
を
適
用
し
発
注
を
行
う
。

変 更

変 更
×

×

共
通
仮

設
費

1
.0
5
5

1
.5

現
場
管

理
費

1
.0
0
5

1
.2

間
接
工

事
費

旧
補

正
係

数
復

興
係

数
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１ 対象工事

２

３

４

する。

５

【改正前】

【改正後】

【改正前】
【改正後】

【改正前】

【改正後】

　発注時においては，別紙２の特記仕様書記載例を参考として特記仕様書に明示のこと。

イ　平成２４年１２月３日及び１２月１０日公告又は指名通知を行う案件への対応

■適用期間

■運　用

　発注時においては適用せず，現場説明書の追加資料として別紙１を設計図書に添付し，設
　計変更により対応することとする。
ロ　平成２４年１２月１７日以降に公告または指名通知を行う案件への対応

　ただし，暫定法における災害復旧工事（農地，農業用施設）を対象とする場合には１５０
ｍを超える工事であること。

きるものとする。

記載なし。
東日本大震災の復旧・復興事業期間とする。

　平成２４年８月６日以降当分の間，公告または指名通知を行う案件への対応
　発注時においては適用せず，現場説明書の追加資料を設計図書に添付し，設計変更により
対応することとする。

　　発注時においては，別紙２の特記仕様書記載例を参考として特記仕様書に明示のこと。

○改正の内容○
■対象工事

　点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲（負担法においては１００ｍ，暫定法にお
いては１５０ｍ）を超える工事については，工事箇所毎に共通仮設費，現場管理費を算出で

　当初発注時点において，点在する工事箇所間の距離が１００ｍを超える工事であること｡

　設計変更で施工箇所間の距離の増減があったとしても，当初発注時点の適用条件を変更しないものと

運用
イ　平成２４年１２月３日及び１２月１０日公告又は指名通知を行う案件への対応
　　発注時においては適用せず，現場説明書の追加資料として別紙１を設計図書に添付し，設計変更に
　より対応することとする。
ロ　平成２４年１２月１７日以降に公告または指名通知を行う案件への対応

　平成２４年１２月３日以降に公告または指名通知を行う案件から適用する。

適用期間
　東日本大震災の復旧・復興事業期間とする。

適用条件

を拡大することとし，以下のとおり運用を改めました。

　施工箇所が複数ある工事で，次に掲げる事項を全て満たす工事は，施工箇所ごとに共通仮設費，現場

（２）　当初発注時点において，点在する工事箇所間の距離が１００ｍを超える工事であること。
　　　  ただし，暫定法における災害復旧工事（農地，農業用施設）を対象とする場合には１５０ｍを
　　　超える工事であること。

適用月日

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

平成２４年１２月５日

農村振興課技術管理班

概　要

管理費を算出できるものとする。

（１）　宮城県農林水産部（農業農村整備事業）が所管する建設工事であること。

　東日本大震災の復旧・復興事業の更なる施工確保対策のため，施工箇所が点在する複数の工事をまと
めて発注する工事の間接費について，標準積算による積算額と実際に要する費用との間に乖離が生じる
ることが想定されることから，当面の運用を定め，対象工事を「東日本大震災の復旧・復興事業」とし
て適用を開始しているところでありますが，さらなる復旧・復興事業の施工確保を図るため，対象工事
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別紙１

現場説明書（追加資料）

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について
本工事は，施工箇所が点在する工事であり，共通仮設費及び

現場管理費について標準積算と施工実態に乖離が考えられるた
め『施工箇所ごと（※）』に共通仮設費及び現場管理費を算出
する「施工箇所が点在する工事積算方法の試行」の対象工事に
該当しますが，入札の際に使用する共通仮設費及び現場管理費
は，平成２４年１２月３日以前の方法（標準積算）で積算して
おりますので，契約後において，平成２４年１２月３日から適
用の方法（施工箇所ごとに算出する方法）への設計変更を行う
ものとします。
本工事における対象施工箇所は「○○地区（施工箇所○○），
△△地区（施工箇所△△），□□地区（施工箇所□□）」とし
ます。

※『施工箇所ごと』とは施工箇所間の直線距離が１００ｍを超える場合をいい
ます。

ただし，暫定法における災害復旧工事（農地，農業用施設）を対象とする場
合には１５０ｍを超える工事であること。
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別紙２

特記仕様書記載例

（特記仕様書には以下の記載例を参考に本試行の対象工事であることを記載す
るものとする）

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について
本工事は，施工箇所が点在する工事であり，共通仮設費及び

現場管理費について標準積算と施工実態に乖離が考えられるた
め『施工箇所ごと（※）』に共通仮設費及び現場管理費を算出
する「施工箇所が点在する工事積算方法の試行」の対象工事で
ある。

本工事における共通仮設費の金額は，対象地区ごとに算出し
た共通仮設費を合計した金額とする。また，現場管理費の金額
も同様に，対象地区ごとに算出した現場管理費を合計した金額
とする。

なお，共通仮設費率及び現場管理費率の補正（大都市，施工
地域等）については，対象地区ごとに設定する。

本工事における対象施工箇所は「○○地区（施工箇所○
○），△△地区（施工箇所△△），□□地区（施工箇所□
□）」とします。

※『施工箇所ごと』とは施工箇所間の直線距離が１００ｍを超える場合をいい
ます。

ただし，暫定法における災害復旧工事（農地，農業用施設）を対象とする場
合には１５０ｍを超える工事であること。
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100mを 100mを 100m 100mを
超える 超える 以内 超える

Ａ工区 Ｂ工区 Ｃ工区 Ｄ工区 Ｅ工区

（共通仮設費） （Ａ）単独 （Ｂ）単独 （Ｅ）単独

（現場管理費） （Ａ）単独 （Ｂ）単独 （Ｅ）単独

（一般管理費等）

Ｃ工区 Ｂ工区
補助費 災害

100m以内

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

施工箇所が点在する工事の間接費の計算例

（Ｃ・Ｄ）一体

（Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

■複数の工事箇所を一体で発注する場合

■工事箇所端部での補助費による施工区域の合併等により工事箇所間の距離が１００ｍ以内となった場合
　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

災害
Ａ工区

100mを超える

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

　 ⇒工事箇所間の距離（直線距離）が１００ｍを超える場合は工事箇所ごとに共通仮設費・現場管理費を算出する。

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「１００ｍ」を例示（暫定法における災害復旧工事は１５０ｍ）

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「１００ｍ」を例示（暫定法における災害復旧工事は１５０ｍ）

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体
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Ａ工区

Ｂ工区

Ｂ工区

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

100mを 100m 100mを
超える 以内 超える

Ｄ工区
Ａ工区 　

Ｂ工区 Ｃ工区

（共通仮設費） （Ｄ）単体

（現場管理費） （Ｄ）単体

（一般管理費等）

（Ａ）単独

Ａ工区：面的工区内に複数工区が含まれる

■面的工事区域内で複数の工区合併等により発注する場合
　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区＋Ｄ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

　 ⇒工事箇所間の距離（直線距離）が１００ｍを超える場合は工事箇所毎に共通仮設費・現場管理費を算出する。

Ｄ工区

Ｃ工区

Ｃ工区

Ｄ工区

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

■面的工事箇所を一体で発注する場合

（Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ）単独 （Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「１００ｍ」を例示（暫定法における災害復旧工事は１５０ｍ）
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Ｂ工区 Ｃ工区

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「１００ｍ」を例示（暫定法における災害復旧工事は１５０ｍ）

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

■面的工事箇所を路線工区と一体で発注する場合

100mを超える

　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

Ａ工区

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体
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平成２４年８月２０日

農村振興課技術管理班

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

１ 概要
東日本大震災の復旧・復興事業の更なる施工確保対策のため，施工箇所が点

在する複数の工事をまとめて発注する工事の間接費について，標準積算による

積算額と実際に要する費用との間に乖離が生じることが想定されることから，

以下のとおり，当面の運用を定めた。

（１）対象工事

東日本大震災の復旧・復興事業で点在する複数の工事箇所をまとめて発

注する工事

（２）適用月日

平成２４年８月６日以降に公告または指名通知を行う案件から適用する

（３）適用方法

点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲（負担法においては１０

０ｍ，暫定法においては１５０ｍ）を超える工事については，工事箇所毎

に共通仮設費，現場管理費を算出できるものとする。

（４）運用

イ 平成２４年８月６日以降当分の間，公告または指名通知を行う案件へ

の対応

発注時においては適用せず，現場説明書の追加資料として別紙１を設

計図書に添付し，設計変更により対応することとする。

担 当

予算管理班 佐藤（竜）

TEL 022-211-2886

FAX 022-211-2889
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別紙１

現場説明書（追加資料）

施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

本工事は，施工箇所が点在する工事であり，共通仮設費及び
現場管理費について標準積算と施工実態に乖離が考えられるた
め『施工箇所ごと（※）』に共通仮設費及び現場管理費を算出
する「施工箇所が点在する工事積算方法の試行」の対象工事に
該当しますが，入札の際に使用する共通仮設費及び現場管理費
は，平成２４年８月６日以前の方法（標準積算）で積算してお
りますので，契約後において，平成２４年８月６日から適用の
方法（施工箇所ごとに算出する方法）への設計変更を行うもの
とします。
本工事における対象施工箇所は「○○地区（施工箇所○○），
△△地区（施工箇所△△），□□地区（施工箇所□□）」とし
ます。

※『施工箇所ごと』とは施工箇所間の直線距離が「負担法においては１００ｍ

（農地海岸堤防），暫定法においては１５０ｍ（農地，農業用施設）」を超え

る場合をいいます。
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150mを 150mを 150m 150mを
超える 超える 以内 超える

Ａ工区 Ｂ工区 Ｃ工区 Ｄ工区 Ｅ工区

（共通仮設費） （Ａ）単独 （Ｂ）単独 （Ｅ）単独

（現場管理費） （Ａ）単独 （Ｂ）単独 （Ｅ）単独

（一般管理費等）

Ｃ工区 Ｂ工区
補助費 災害

150m以内

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

　 ⇒工事箇所間の距離（直線距離）が１５０ｍを超える場合は工事箇所ごとに共通仮設費・現場管理費を算出する。

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「暫定法１５０ｍ」を例示（負担法は１００ｍ）

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「暫定法１５０ｍ」を例示（負担法は１００ｍ）

施工箇所が点在する工事の間接費の計算例

（Ｃ・Ｄ）一体

（Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

■複数の工事箇所を一体で発注する場合

■工事箇所端部での補助費による施工区域の合併等により工事箇所間の距離が１５０ｍ以内となった場合
　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

災害
Ａ工区

150mを超える

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体
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Ａ工区

Ｂ工区

Ｂ工区

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

150mを 150m 150mを
超える 以内 超える

Ｄ工区
Ａ工区 　

Ｂ工区 Ｃ工区

（共通仮設費） （Ｄ）単体

（現場管理費） （Ｄ）単体

（一般管理費等）

（Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ）単独 （Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「暫定法１５０ｍ」を例示（負担法は１００ｍ）

　 ⇒工事箇所間の距離（直線距離）が１５０ｍを超える場合は工事箇所毎に共通仮設費・現場管理費を算出する。

Ｄ工区

Ｃ工区

Ｃ工区

Ｄ工区

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ・Ｄ）一体

■面的工事箇所を一体で発注する場合

（Ａ）単独

Ａ工区：面的工区内に複数工区が含まれる

■面的工事区域内で複数の工区合併等により発注する場合
　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区＋Ｄ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。
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Ｂ工区 Ｃ工区

（共通仮設費）

（現場管理費）

（一般管理費等）

※点在する工事箇所間の距離が１箇所工事の範囲「暫定法１５０ｍ」を例示（負担法は１００ｍ）

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体

■面的工事箇所を路線工区と一体で発注する場合

150mを超える

　 ⇒標準積算のとおり，工事箇所全体（Ａ工区＋Ｂ工区＋Ｃ工区）で共通仮設費・現場管理費を算出する。

Ａ工区

（Ａ・Ｂ・Ｃ）一体
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工事請負契約締結後における単価適用年月変更の運用基準

東日本大震災に伴う復旧・復興工事が本格化するなか，特定の資材の価格が短期間に高騰

し，積算時点で設定している設計単価と工事請負契約締結時点での資材価格に差が生じてい

る可能性があることから，当初契約締結後に単価適用年月を変更して設計単価を変更する場

合の運用基準について，必要事項を定めるものである。

１ 対象工事

本運用の対象となる工事は，次に掲げる事項を全て満たす工事とする。

(1) 宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事であること。
(2) 平成３０年２月１日以降に契約を締結する工事であること。

２ 変更対象資材等

当初契約締結後に単価適用年月を変更して設計単価を変更するものは，資材単価・労務

単価及び機械単価等の全ての設計単価とする。

３ 基準日

  基準日は当初契約締結日（議決案件については本契約締結日）とする。

４ 適用単価の変更

(1) 発注者は，基準日において，設計単価を所管する課（農村振興課・森林整備課又は
事業管理課，営繕課をいう。）が通知（設定）している最新の設計単価資料（「農業農

村整備事業労務資材単価表」，「森林土木事業独自資材・製品単価及び樹木単価」又は

「土木部労務資材単価表」，「営繕工事積算基準（建築）」，「営繕工事積算基準（電気）」，

「営繕工事積算基準（機械）」をいう。）の設計単価及び一般刊行されている積算関連

資料（（一財）建設物価調査会「建設物価」，（一財）経済調査会「積算資料」）の設計

単価に変更するものとする。

(2) 工事毎に見積り及び特別調査等（以下「資材見積等」という。）により設定してい
る設計単価については，有効期限を確認し，有効期限を経過している場合は，基準日

時点で有効な設計単価に変更するものとする。

(3) 基準日における単価適用年月日の変更契約は，当初契約締結後に遅滞なく行うこと
を原則とするが，受注者との調整により，契約数量・契約図面及び仕様書等の変更と

合わせて，適当な時期に変更契約できるものとする。ただし，単価適用年月の変更に

係る概算変更額については，当初契約締結後に遅滞なく設計変更協議書を取り交わす

ものとする。

５ 全体スライド・単品スライド及びインフレスライドの併用

単価適用年月の変更した場合においても，工事請負契約書第 25条第 1項から第４項（い
わゆる「全体スライド」），同条第５項（いわゆる「単品スライド」），同条第 6 項（いわ
いる「インフレスライド」）の規定に基づく請負代金額の変更を請求することができる。

６ 適用除外工事

その他発注者が適用除外と認めた工事。

７ 留意事項

設計単価資料については，市場の動向に応じ毎月改定していることから，単価適用年月
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を変更して設計単価を変更した場合，変更契約（第１回）後の請負代金額が減額になる場

合があることに留意する。

８ その他

(1) 対象工事は特記仕様書に明示すること。
(2) 議会の議決を要する変更については，議決前に設計変更協議書を取り交わすことと
し，議決後に適宜変更契約するものとする。

(3) 疑義が生じた場合は，各部設計・積算担当課と必要に応じ相談等を行い，円滑な執
行に努めることとする。

附 則

この運用は，平成２４年８月２０日から施行する。

附 則

この運用は，平成３０年２月１日から施行する。
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東日本大震災の復旧・復興事業実施期における 

積算基準及び設計単価の適用年期日の改定について 

平成２５年５月７日以降に公告又は指名通知を行う工事について適用してい

る「東日本大震災の復旧・復興事業実施期における積算基準及び設計単価の適

用年期日について」について，下記のとおり一部改定しました。 

記 

１ 改定内容 

１ 対象工事（２）「平成２５年５月７日から平成２８年３月３１日までに

公告または指名通知を行う工事」を，「平成２５年５月７日から当面の間

公告又は指名通知を行う工事」と改める。 

平成２８年３月１６日

農林水産部農村振興課
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東日本大震災の復旧・復興事業実施期における 

積算基準及び設計単価の適用年期日の改定について 

 

平成２５年５月７日以降に公告又は指名通知を行う工事について適用してい

る「東日本大震災の復旧・復興事業実施期における積算基準及び設計単価の適

用年期日について」について，下記のとおり一部改定しました。 

 

記 

１ 改定内容 

１ 対象工事（２）「平成２５年５月７日から平成２６年３月３１日までに

公告または指名通知を行う工事」を，「平成２５年５月７日から平成２７年

３月３１日までに公告又は指名通知を行う工事」と改める。 

平成２６年３月１４日

農林水産部農村振興課

Ⅵ－47

Ｈ３０統合版（公表用）



平成２５年４月１９日

農村振興課技術管理班

東日本大震災の復旧・復興事業実施期における

積算基準及び設計単価の適用年期日について

積算基準及び設計単価の適用年期日については，公告日又は指名通知日と

することとされていますが，当面の間，積算基準及び設計単価の適用年期日

を下記のとおりとしました。

なお，平成２４年８月２０日から施行されている「工事請負契約締結後に

おける単価適用年月日変更の運用について」も適用されています。

記

１ 対象工事

（１）宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事。

（２）平成２５年５月７日から平成２６年３月３１日までに公告または

指名通知を行う工事。

２ 積算基準及び設計単価の適用年期日

公告日又は指名通知日の前月の積算基準及び設計単価とする。

３ その他

本通知を対象とした工事であることを，入札参加者へ周知のため，現場

説明書の追加資料として別紙を設計図書に添付することとする。
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別 紙 

現場説明書（追加資料） 

 
 

設計単価の適用について 

入札の際に使用する積算基準及び設計単価は公告日の前月の基準及び

単価としております。 
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平成２６年４月１日  

 農林水産部農村振興課  

  

 

「土地改良工事積算基準等」の一部改定について 

 

  農林水産省において，平成２６年４月１日以降適用の積算基準等の公表がなされたところであり，

宮城県においては，依然として入札不調が続いている現状を踏まえ，入札不調対策及び施行確保対

策のため施工実態を反映し，下記について４月１日付けで積算基準の改定を行うものである。 

 

１ 改定対象基準 

  １）宮城県農業農村整備事業等標準積算基準【統合版】  平成２５年１０月１日以降 宮城県農林水産部 

２）宮城県農業農村整備事業等標準設計（解説編・図集編）平成２５年１０月１日以降 宮城県農林水産部 

 

２ 改定内容及び概要 

１）東日本大震災の被災地で適用する土木工事標準歩掛り 

   土工の 3 工種について，日当たり作業量の補正を１０％から２０％に変更するもの。 

 ２）東日本大震災の被災地で使用する建設機械の機械損料の補正 

   建設機械 3 機種について，運転 1 時間当たり損料を３％割増しから５％割増しに変更するもの。 

 ３）仮設工関係歩掛りの改定 

   施工実態調査結果に基づく 3 工種（鋼製足場，支保工，大型土のう工）の改定を行うもの。 

 ４）契約保証金に係る一般管理費率の取扱 

   特定建設工事共同企業体により競争を行わせる場合等における契約保証費の取扱について改定

を行うもの。 

 

３ 適用年月日 

   平成２６年４月１日 

   （平成２６年４月１日以降に入札公告または指名通知を行う案件から適用） 

 

４ 積算上の運用 

 １）東日本大震災の被災地で適用する土木工事標準歩掛り 

積算システムでの対応が可能となるまでの間，発注時は現行基準（１０％補正）にて積算

を行い，当初契約締結後において，平成２４年８月２０日以降適用の「工事請負契約締結後

における単価適用年月の変更の運用」（以下「契約締結月の単価変更」という。）に準じて

本歩掛りを適用した変更を行うこととする。 
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 ２）東日本大震災の被災地で使用する建設機械の機械損料の補正 

積算システムでの対応が可能となるまでの間，発注時は現行基準（３％補正）にて積算を

行い，当初契約締結後において，「契約締結月の単価変更」に準じて本損料単価を適用した

変更を行うこととする。 

 ３）仮設工関係歩掛りの改定 

積算システムでの対応が可能となるまでの間，発注時は現行基準にて積算を行い, 当初契

約締結後において，「契約締結月の単価変更」に準じて本歩掛りを適用した変更を行うこと

とする。 

  

５ 入札参加者への周知 

４ 積算上の運用に関する積算を行った場合については，現場説明書へ追加資料（別紙－１）

を添付することとする。 
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現場説明書（追加資料）

東日本大震災の被災地で適用する土木工事標準歩掛り

入札の際に使用する標記の土工歩掛り（機械土工（土砂・超ロングアーム

バックホウ），土の敷均し締固め工）※は平成２５年１０月１日以降適用さ

れる歩掛り（１０％補正）となっていますが，当初請負契約締結後において

平成２６年４月１日以降に適用される歩掛り（２０％補正）に変更致します。

※工事内容により適切に修正すること。

東日本大震災の被災地で使用する建設機械の機械損料の補正

入札の際に使用する標記の損料補正（ブルドーザ（リッパ付ブルドーザを

除く）・バックホウ・ダンプトラック）は平成２５年７月１日以降適用され

補正率（３％割増し）となっていますが，当初請負契約締結後において平成

２６年４月１日以降に適用される補正率（５％割増し）に変更致します。

仮設工等（鋼製足場，支保工，大型土のう工）の適用歩掛り

入札の際に使用する標記の歩掛りは平成２５年８月１日以降適用される歩

掛りとなっていますが，当初請負契約締結後において平成２６年４月１日以

降に適用される歩掛りに変更致します。

別紙－１
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平成２５年４月２５日

農村振興課技術管理班

コンクリートに使用するセメントについて

このことについて，東日本大震災の復旧・復興工事に伴い生コンクリート

を円滑に供給する必要があることから，当面の間下記のとおり取扱うことと

しました。

記

１ コンクリートに使用するセメントについて

生コンクリートを円滑に供給する必要があることから，当面の間普通

ポルトランドセメントを標準とする。

２ 対象工事

宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事

３ 適用年月日

平成２５年５月１日以降入札公告または指名通知を行う案件から適用

とする。

なお，契約中の工事若しくは入札手続き中の工事については，受注者

と発注者が協議の上，設計変更出来るものとする。
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平成２５年６月２５日

農村振興課技術管理班

工事請負契約書第２５条第５項の運用の拡充について

工事請負契約書（平成８年宮城県告示第４１２号）第２５条第５項の規定（以下「単品

スライド条項」という。）の運用について，生コンクリート類等についても，東日本大震災

に伴う復旧・復興工事の増加による資材高騰等に起因して，請負代金額が不適当とな

るおそれが認められることから，当分の間，下記のとおり単品スライド条項の運用をさら

に拡充しました。

なお，単品スライド条項を適用しようとする場合には，発注者と十分に調整願いま

す。

記

１ 適用の拡充

東日本大震災に伴う復旧・復興工事の増加等による資材価格の高騰等の特別

な要因により，日本国内の地域においてコンクリート類等の主要工事材料の価格

の著しい上昇が認められる場合には，運用通知に基づき鋼材類について単品スラ

イド条項を適用する場合の取扱いに準じて，当該工事材料について単品スライド

条項を適用できるものとする。この場合においては，当該工事材料の価格上昇の

要因について十分に把握するものとし，その要因が明らかなものについて，各品

目ごと算定した当該工事に係る変動額が請負代金額の１００分の１に相当する金

額を超えることを確認するものとする。

２ 対象工事材料

コンクリート類の対象工事材料として、以下のものを想定。

１）レディーミクストコンクリート（生コン）

２）セメント

３）モルタル

４）コンクリート混和材

５）コンクリート用骨材

６）コンクリート二次製品

３ 適用時期等

この通知は，平成２５年６月２５日から施行し，適用する。
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別紙

■単品スライド条項適用にあたっての処理フロー例

発注機関は請負者から単品スライド請求の打診があった場合，

各部局事業担当課及び設計・積算担当課に連絡・相談（注１，注２）

発注機関で単品スライド請求を受理 各部局事業担当課及び

設計・積算担当課と調整

請負者へ協議開始日の通知

請負者との請負代金額の協議

変更契約

（注１）本通知に基づき単品スライド条項を適用する場合，発注機関は価格上昇の要因，

品目について，設計・積算担当課と調整するものとする。

（注２）請負代金額の変更が見込まれる場合，各部局事業担当課は予算担当課及び財政

課と調整するものとする。
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工事請負契約書第 25 条第５項の運用について

工事請負契約書（平成８年宮城県告示第 412 号）第 25 条第５項の規定（以下「単品ス

ライド条項」という。）の運用については，当分の間，下記のとおり運用することとす

る。

記

１．主要な工事材料

（１）単品スライド条項に規定する「主要な工事材料」は，鋼材類又は燃料油，コンクリ

ート類であって，各品目ごとに次式により算定した当該工事に係る変動額が請負代金

額の 100 分の１に相当する金額を超えるものとする。

変動額 ＝ Ｍ変更 － Ｍ当初

Ｍ当初 ＝{ ｐ 1 ×Ｄ 1 ＋ ｐ 2 ×Ｄ 2 ＋……＋ ｐ m ×Ｄ m }×ｋ× 105/100

Ｍ変更 ＝{ p'1 ×Ｄ 1 ＋ p'2 ×Ｄ 2 ＋……＋ p'm ×Ｄ m }×ｋ× 105/100

Ｍ当初：価格変動後の鋼材類又は燃料油，コンクリート類の金額

Ｍ変更：価格変動前の鋼材類又は燃料油，コンクリート類の金額

ｐ ：設計時点における鋼材類又は燃料油，コンクリート類に該当する各材料の単価

ｐ’：３．の規定に基づき算定した価格変動後における鋼材類又は燃料油，コンクリ

ート類に該当する各材料の単価

Ｄ ：４．の規定に基づき鋼材類又は燃料油，コンクリート類に該当する各材料につ

いて算定した対象数量

ｋ ：落札率（小数点以下４位まで有効）

（２）(1)に規定する「請負代金額」は，請負代金の部分払をした工事にあっては，請

負代金額から当該部分払の対象となった出来形部分又は工事現場に搬入済みの工事

材料若しくは製造工場等にある工場製品（以下「出来形部分等」という。）に相応

する請負代金相当額を控除した額とする。ただし，６．の規定に基づき別に定める

様式により，発注者又は受注者は当該部分払の対象となった出来形部分等を単品スラ

イド条項の適用対象とすることができる旨を記載した場合は，請負代金額から部分払

の対象となった出来形部分等に相応する請負代金相当額を控除しない額とする。
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２．スライド額の算定

（１）請負代金の変更額（以下「スライド額」という。）の算定は，１．の規定により

当該工事の主要な工事材料とされた鋼材類又は燃料油，コンクリート類に該当する各

材料（以下象材料」という。）の単価等に基づき，次式により行う。

Ｓ ＝ Ｓ’× 105/100

Ｓ'＝ （（ Ｍ変更 － Ｍ当初 ）－ Ｐ× 1/100）× 100/105

Ｍ当初 ＝{ ｐ 1 ×Ｄ 1 ＋ ｐ 2 ×Ｄ 2 ＋……＋ ｐ m ×Ｄ m }×ｋ× 105/100

Ｍ変更 ＝{ p'1 ×Ｄ 1 ＋ p'2 ×Ｄ 2 ＋……＋ p'm ×Ｄ m }×ｋ× 105/100

Ｓ ：スライド額

Ｓ’：スライド額（税抜き）（千円未満切り捨て）

Ｍ変更 ：価格変動後の鋼材類又は燃料油，コンクリート類の金額

Ｍ当初 ：価格変動前の鋼材類又は燃料油，コンクリート類の金額

ｐ ：設計時点における各対象材料の単価（消費税相当額を含まない額）

ｐ'：３．の規定に基づき算定した価格変動後における各対象材料の単価

（消費税相当額を含まない額）

Ｄ ：４．の規定に基づき各対象材料について算定した対象数量

ｋ ：落札率（小数点以下４位まで有効）

Ｐ ：１．に規定する請負代金額

（２）受注者が各対象材料を実際に購入した際の代金額を鋼材類又は燃料油，コンクリー

ト類の各品目ごとに合計した金額（消費税相当額を含む。）を算定し，これら実際の

購入金額が(1)のＭ変更を下回る場合にあっては，(1)の規定にかかわらず，(1)の

Ｍ変更に代えて受注者の実際の購入金額を用いて，(1)の算式によりスライド額を算定

する。

（３）(2)の「受注者が各対象材料を実際に購入した際の代金額」は，次に定めるとおり

とする。

① ５．の規定により確認される各対象材料の実際の購入数量が４．に規定する対象

数量以下である場合は，当該対象材料を受注者が実際に購入した際の代金額。

② ５．の規定により確認される各対象材料の実際の購入数量が４．に規定する対象

数量を上回る場合は，各対象材料ごとに，当該対象数量を実際に購入した数量で除

し，これに受注者が実際に購入した際の価格を乗じて得た金額。

③ 燃料油に該当する各対象材料について，５．(3)の規定により，主たる用途以外の

用途に用いた数量を４．の対象数量とすることとした場合は，主たる用途以外の用

途に用いた数量に，３．(1)②ロの平均価格を乗じて得た金額。

（４）スライド額の算定は，主要な工事材料に係る価格の変動分について行うものであ

り，材料費の変動に連動して共通仮設費，現場管理費及び一般管理費等の変更を行

うものではない。
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３．価格変動後における単価の算定方法

（１）スライド額の算定に用いる価格変動後の各対象材料の単価（p'）は，次に定めると

おりとする。

① 鋼材類・コンクリート類

各対象材料を現場に搬入した月の実勢価格（対象材料を複数の月に現場へ搬入した

場合にあっては，各搬入月の実勢価格を搬入月ごとの搬入数量で加重平均した価

格。）とする。

② 燃料油

イ 各対象材料を購入した月の実勢価格（対象材料を複数の月に購入した場合に

あっては，各購入月の実勢価格を購入月ごとの購入数量で加重平均した価格）

とする。

ロ 各対象材料のうち，５．(3)の規定により，受注者が提出した主たる用途に用

いた数量の証明書類に基づいて当該証明に係る数量以外の数量についても４．の

対象数量とすることとしたものにあっては，イの規定にかかわらず，工期の始

期が属する月の翌月から工期末が属する月の前々月までの各月における実勢価

格の平均価格とする。

（２）(1)①及び②イに規定する各対象材料の搬入又は購入（以下「搬入等」という。）

の月及び数量は，工事請負契約書第13条第２項による工事材料の検査又は確認の際

に把握された月及び数量とし，当該検査又は確認の際に搬入等の月及び数量が把握

されていない対象材料があるときは，別途の方法で把握した搬入等の月及び数量と

する。

４．対象数量の算出方法

（１）スライド額の算定の対象とする数量（Ｄ）（以下「対象数量」という。）は，各対

象材料ごとに，次に掲げる数量とする。

① 設計図書（営繕工事にあっては，数量書。以下同じ。）に記載された数量があ

るときは，当該数量

② 数量総括表に一式で計上されている仮設工等にあっては，発注者の設計数量

③ 設計図書又は数量総括表に明記されていない燃料油については，発注者の積算に

おいて使用材料一覧として集計された数量とする。

④ その運搬に燃料油を用いる各種資材であって，燃料油の価格が著しく変動し，

請負代金額が不適当となるもの（運搬費用が設計図書に明示されないものに限

る。）にあっては，当該運搬に要する燃料油に該当する各対象材料の数量で客観

的に確認できるもの
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（２）請負代金の部分払をした工事にあっては，６．に定めるところにより単品スライ

ド条項の適用対象とすることができる旨を記載した場合を除き，(1)に規定する数

量から，部分払の対象となった出来形部分等に係る数量を控除する。

５．搬入等の時期，購入先及び購入価格に関する受注者への確認

（１）受注者が単品スライド条項の適用を請求したときは，受注者に対し，受注者が各対

象材料を実際に購入した際の価格（数量及び単価），購入先，当該対象材料の搬入等

の月を証明する書類の提出を求めるものとする。

（２）受注者が(1)の求めに応じず，必要な証明書類を提出しないため，対象材料につい

て(1)に規定する事項を確認できない場合には，当該対象材料は，単品スライド条項

の対象とはしないものとする。

（３）(2)の規定にかかわらず，燃料油に該当する各対象材料については，当該対象材

料の購入価格（数量及び単価），購入先及び購入時期のすべてを証明する書類を受注

者が提出し難い事情があると認める場合においては，受注者が主たる用途に用いた数

量を証明する書類の提出を求めるものとする。この場合，受注者が証明書類を提出し

ないことがやむを得ないと認める範囲で，受注者が証明した数量以外の数量について

も４．の対象数量とすることができる。

６．部分払時の取扱

工事請負契約書第 38 条第３項に基づき，請負代金の部分払のための既済部分検査に

合格した旨の通知を行うに当たり，対象材料の価格変動に伴って，当該工事の請負代

金額が不適当となるおそれがあると認めるときは，発注者又は受注者の求めに応じ，別

途定める様式により，発注者又は受注者は部分払の対象となった出来形部分等について

も単品スライド条項の協議の対象とすることができる旨を記載するものとする。

７．部分引渡し

工事請負契約書第 39 条の規定に基づく部分引渡しを終えた工事については，当該部

分引渡しに係る工事部分については，単品スライド条項を適用することができない。

８．請負代金額の変更手続

（１）単品スライド条項に基づく請負代金額の変更の請求は，当該請求の際に残工期（部

分引渡しに係る工事部分の残工期を含む。）が２月以上ある場合に限り，これを行

うことができることとする。
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（２）(1)に規定する請求があったときは，工事請負契約書第 25 条第８項の規定に基

き，受注者の意見を聴いた上で，同項に規定する「協議開始の日」を原則「工期末か

ら遅くとも 30 日前の日」と定め，これを(1)の請求があった日から７日以内に受注者

に通知するものとする。

（３）この通知に基づく請負代金額の契約変更は，工期の末に行うものとする。

９．全体スライドを行う場合の特則

工事請負契約書第 25 条第１項から第４項までの規定（以下「全体スライド条項」と

いう。）を適用して請負代金額を変更した契約については，１．(1)中「請負代金額」

とあるのは「全体スライド条項の適用により変更した後の請負代金額」と，「設計時

点における鋼材類又は燃料油コンクリート類に該当する各材料の単価」とあるのは「設

計時点における鋼材類又は燃料油コンクリート類に該当する各材料の単価（工事請負契

約書第 25 条第３項の基準の日以降については，当該基準の日における単価）」と，２．

(1)中「設計時点における各対象材料の単価」とあるのは「設計時点における各対象材

料の単価（工事請負契約書第 25 条第３項の基準の日以降については，当該基準の日に

おける単価）」と，「請負代金額」とあるのは「請負代金額から工事請負契約書第 25 条

第３項の変動後残工事代金額を控除した額（同項の基準の日以降については，０とす

る。）」とする。

附 則

１．この通知は，平成 20 年７月 14 日から施行し，適用する。

２．工期の末日がこの通知の施行日以降で平成 20 年 10 月 31 日以前である工事に係る８．

(1)の規定の適用については，「当該請求の際に残工期（部分引渡しに係る工事部分の

残工期を含む。）が２月以上ある場合」とあるのは「工期満了前であって，かつ，平

成 20 年８月 29 日まで」とする。

附 則

この通知は，平成 21 年２月 19 日から施行する。

附 則

この通知は，平成 25 年 6 月 25 日から施行する。
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コンクリート類についての運用

「工事請負契約書第25条第５項の運用の拡充について」（平成20年9月25日付け、出契

第454号）において、「原油価格の高騰等の特別な要因により、日本国内の地域において

鋼材類及び燃料油以外の主要工事材料の価格の著しい上昇が認められる場合には、運用

通達に基づき鋼材類について単品スライド条項を適用する場合の取扱に準じて、当該工

事材料について単品スライド条項を適用できるものとする」と明記されているところで

あるが、コンクリート類が対象工事材料となる場合の運用については、下記のとおりと

する。なお、以下に記載していない事項については、「工事請負契約書第25条第５項の運

用について」（平成20年2月19日付け）の鋼材類に準じ実施されたい。

１．著しい価格変動の要因

・対象工事材料の著しい価格変動の要因について整理する。

・単品スライドは、「特別な要因により工期内に主要な工事材料の日本国内における価

格に著しい変動を生じ、請負代金額が不適当となったとき」に適用することとされて

いる（工事請負契約書第２５条第５項）。

コンクリート類に適用する場合においては、大規模な災害の発生等に伴う資材需要の

急増や協同組合（中小企業等協同組合法（昭和24年法律第181号）第7条の規定に基づき、

私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）の適用につい

て、同法第22条第１号の要件を備える組合とみなされたものに限る）の販売価格の大幅

な変動が該当すると考えられるが、発注者と受注者が共通の認識をもって、その影響の

重要性を客観的に認められるよう、「特別な要因」について整理することとする。

このため、受注者からも情報提供を求め、対象にしようとする品目の当該地域におけ

る需給動向や協同組合販売価格の推移等、必要な情報を把握しておく。
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２．対象工事材料の考え方

・コンクリート類の対象工事材料として、以下のものが想定される。

１）レディーミクストコンクリート（生コン）

２）セメント

３）モルタル

４）コンクリート混和材

５）コンクリート用骨材

６）コンクリート二次製品

３．対象数量

・対象数量は、設計図書の数量、設計数量、証明数量から以下により選定する

こととする。

１）証明された数量と対象数量の考え方（設計図書に数量の記載がある場合）

証明数量＜設計図書の数量 → 当該材料は対象材料とならない

設計図書の数量≦証明数量≦設計数量 → 対象材料。対象数量は証明数量

設計数量＜証明数量 → 対象材料。対象数量は設計数量

注） 設計図書の数量：設計図書(数量総括表や図面等)に記載されている数量

設計数量：設計図書の数量にロスを加えた数量（積算上の数量）

証明数量：受注者から証明された数量

２）証明された数量と対象数量の考え方（設計図書に数量の記載がない場合）

証明数量≦設計数量 → 対象数量は証明数量

設計数量＜証明数量 → 対象数量は設計数量

注） 設計数量：積算上の数量

証明数量：受注者から証明された数量

・設計数量（設計図書の数量にロスを加えた数量または積算上の数量）の算出例につい

ては、次の通り。

（レディーミクストコンクリートの数量）

設計量 ×（１＋ロス率※）

※ロス率については、関係事業の工事標準積算基準書によることとする。
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４．受注者への確認事項

・納品書・請求書・領収書等による証明が困難な場合は、社内書類等で確認。

・自社内での取引であったため、納品書、請求書、領収書等が存在しない場合は、そ

れに変わる社内書類等で購入価格の証明を求める。

・工場渡しにて、購入した場合で、運搬費の証明が困難な場合には、計算式より

算出。

・受注者からの証明は取引が工場渡しである場合は運搬費に要した金額を併せて証明

（燃料油と同様）。運搬費用の算出が困難な場合には、燃料油と同様に計算式により

算出することとする。ただし、物価資料（現着単価）と比較して安価の単価をスラ

イド額算定に用いるものとする。

５．単価（変動後の実勢価格の算定）

・実勢価格は、対象材料を搬入した月の翌月の物価資料の価格

・燃料油と同様、契約と購入がほとんど同時期に行われるものであるため、現場で購

入した翌月の物価資料等に実勢価格として掲載されている。

・納入の概ね１ヶ月前以上に購入契約が完了しており、その結果が現場に搬入された

月と同月の物価資料等に実勢価格として掲載されていることが明らかな場合は、対象

材料を搬入した月と同月の物価資料の価格を実勢価格とする。

６．その他

・現在、スライド額協議中であり、本通知により難い場合はこの限りでない。
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平成２４年１０月１日

農村振興課技術管理班

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用について

概 要

受注者が，不足する建設資材を遠隔地から調達することが想定されます。受注者が建設

資材を安定的に確保するため遠隔地から建設資材を調達せざるを得ない場合に，それに要

する購入費及び輸送費を設計変更で計上し，契約変更することができる運用を以下のとお

り定めました。

１ 適用工事

本運用の対象となる工事は，次に掲げる事項を全て満たす工事とする。

① 宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事であること。

② 平成２４年１０月１日以降に当初契約を締結する工事若しくは平成２４年１０月１日時

点で契約中の工事であること。

２ 対象建設資材

本運用の対象となる建設資材は，生コンクリート・アスファルト合材・石材等（山砂，砕石，

捨石，被覆石等）及び仮設材（鋼矢板等）とする。

３ 設計変更

(1) 受注者は，遠隔地からの建設資材調達に要する購入費及び輸送費を変更する場合

は，工事現場に建設資材を搬入する前までに書面により発注者と協議し承認（回答）を

得るものとする。

(2) 購入費の対象は，生コンクリート・アスファルト合材・石材等（山砂，砕石，捨石，被

覆石等）とする。

(3) 輸送費の対象は，仮設材（鋼矢板等）とする。

４ 設計変更で計上する購入費及び輸送費

(1) 購入費（現着単価）は，受注者の購入価格（取引価格）とする。

(2) 輸送費の算出は，基地から現場までの距離とする。

(3) 購入した数量が契約計上数量（契約数量×ロス率）を上回った場合には，遠隔地か

ら購入した数量のうち最後に購入したものから順次減算し，契約計上数量と同数にな

るまで調整を行うものとする。
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５ 購入費及び輸送費の設計変更の手順

(1) 受注者は，購入費及び輸送費を変更したい場合は，「工事打合せ簿」に次の事項を

記載し発注者に提出し協議するものとする。

① 地域内及び基地に，建設資材がないことを証明する資料（打合せメモ等）

② 遠隔地から購入及び輸送する建設資材の名称・規格及び製造・生産工場の名称

（使用材料の建設資材名及び規格・形状等の証明資料「品質証明」）

③ 遠隔地から建設資材を購入及び輸送する理由

④ 製造・生産工場を選定した理由

⑤ 見積書

⑥ その他，監督職員が必要と思われる事項

(2) 受注者は，購入費及び輸送費に係る設計変更を発注者から承認（回答）されその建

設資材を使用した場合は，「工事打合せ簿」に，建設資材変更数量調書（任意様式）及

び取引価格が証明出来る資料（契約書等），使用証明資料（納品書等）を添付し提出す

るものとする。なお，添付する取引価格が証明出来る資料（契約書等）及び使用証明資

料（納品書等）は原本を提示のうえ，写しを提出するものとし，受注者名，納品者名，使

用資材名，規格・形状，使用（納品）日，使用（納品）数量等が記載されている物を提出

しなければならない。

６ 全体スライド・単品スライド及びインフレスライドの併用

購入費及び輸送費に係る設計変更した場合においても，工事請負契約書第２５条第１

項から第４項（いわゆる「全体スライド」），同条第５項（いわゆる「単品スライド」），第６項

（いわゆる「インフレスライド」）の規定に基づく請負代金額の変更を請求することができる。

７ 留意事項

(1) 購入費及び輸送費の対象資材の規格は，当初契約締結時の規格とする。ただし，

発注者との協議により，契約変更時点において規格の変更が承認（回答）されている

資材については，承認（回答）後の規格とする。

(2) 取引価格が証明出来る資料（契約書等）や使用証明資料（納品書等）で必要事項が

確認できない場合又は原本の提示がない場合等，工事現場に納入したことを証明する

資料として適切でないと判断される場合には，契約変更の対象としない。
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別 紙

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の確認事項

（補足説明）

１ 今回の運用通知について

今回通知する，平成２４年９月２８日付け事管号外「遠隔地からの建設資材

調達に係る設計変更の運用について（通知）」は，平成２４年７月３１日付け

農総号外「東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関する試行

の運用について（通知）」第２において，別途通知することとしていた運用で

す。

（１） 施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

平成２４年７月３１日付け農総号外により適用済み。

（２） 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更について

【今回通知により適用】

（３） 被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更について

運用については，別途通知する。

２ 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の確認事項（Ｑ＆Ａ）について

３ 設計変更で計上する「購入費計算例」，「輸送費計算例」

４ 工事打合せ簿（様式）
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遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の

確認事項（Ｑ＆Ａ）について
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

【注】

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

対象建設資材の外，コンクリート二次製品等は対象とならないのか。

地域単価の場合で，施行地外の他管内から資材を調達した場合や，宮城県外から調達

遠隔地とはどの範囲のことを示しているのか。

した場合も適用となります。

「購入費」及び「輸送費」はどのように申請すればよいか。

「購入費」及び「輸送費」は「見積書」を発注者に提出し協議を行います。

工期が平成２４年１０月１日時点で契約中及び公告中の工事を含む場合の取り扱いにつ
いて考え方を示してほしい。

運用基準第３（１）により，「工事現場に建設資材を搬入する前までに書面により発注者
と協議し承認」の場合に対象となります。
発注者より受注者に対し，本工事が本運用の対象とする旨の指示書「工事打合せ簿」
を提示します。

１０月９日以降公告の工事については，特記仕様書への記載例を参考に特記仕様書へ

１０月１日公告の工事については，特記仕様書への記載が出来ないため，現場説明書
（追加資料）を添付願います。

記載願います。

上記について具体例を示してほしい。

供給不足が生じている特定資材のみの対応とします。
よって，特定資材以外は対象としません。

設計変更で「書面により発注者と協議し承認（回答）を得る」とあるが，定められた様式
はあるのか。

様式－１「工事打合せ簿」の様式を使用します。

購入費「生コンクリート，アスファルト合材，石材等（山砂，砕石，捨石，被覆石等）」は
材料費に運搬費を含めた現着単価として見積を提出すればよいか。

「現着単価」として見積を提出して下さい。

購入した数量が契約計上数量（契約数量×ロス率）を上回った場合には，遠隔地から
購入した数量のうち最後に購入したものから順次減算し，契約計上数量と同数になる
まで調整を行うものとする。

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用基準（設計変更で計上する購入費
計算例）を参照願います。

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の確認事項（Ｑ＆Ａ）について
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Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

（例）

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

Ｑ

Ａ

　

※遠隔地からの調達に係る上記理由を求めるものとします。

地域内及び基地に，建設資材がない事を証明する資料（打ち合わせメモ等）とはどのよ
うなものを示すのか。

商社やメーカーとの資材購入に係る確認を行った内容を記載して下さい。
○確認年月日，機関名，担当者名，材料名，規格，使用量，使用時期

でも工事としてスライドの対象となります。

受注者より協議のあった場合のみ対象となるのか。

運用基準第５により「受注者より協議」の場合対象となります。

発注者は，受注者から協議書の提出を受けた場合は，「工事打合せ簿」に必要事項を

コメントがある場合はチェックボックス「その他」欄にコメントを記載します。

記載とあるが，どのような記載をするべきか。

発注者欄にあるチェックボックス「承諾」欄に記載します。

購入費及び輸送費に係る設計変更した場合でもスライドの対象となるのか。

労務費の改定等が発生した場合は，購入費及び輸送費に係る設計変更を行った場合

遠隔地から建設資材を購入及び輸送する理由について，具体的にはどのようなことを
記載するのか。

発注管内（地域内）及び基地から，当該現場へ確認し供給できない理由を商社やメー
カー等から聞き取り書面に整理します。

○需要に対して特定資材の供給が追いつかない。
○慢性的に市場に材料が不足しており，プラントから材料が届かない。

①地域単価の場合で，施行地外の県内地域から調達する場合は，施行地内の地域で
　 調達出来ない理由。
②隣接他県から調達する場合は県内で調達できない理由。
③隣接以外の他県から調達する場合は，宮城県から調達他県までの間にある都府県
　 より調達できない理由。
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設計変更で計上する

「購入費計算例」「輸送費計算例」
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先に現場に納入された「Ａ」「Ｂ」プラントの数量を優先し，「Ｃ」プラントの数量が１，０００ｍ3に達するまで使用。
「Ａ」「Ｂ」プラントの合計数量８５０ｍ3に，単価の最高額となる「Ｃ」プラントの１５０ｍ3を加え，１，０００ｍ3とする。
「Ｃ」プラントから運搬した不使用分の１００ｍ3については，設計変更の対象外とする。

※「Ｃ」プラントの単価が３つのプラントの中で最も低い単価であるが，現場で先に購入された資材を優先的に使用するこ
とから，「Ａ」「Ｂ」プラントの資材が「Ｃ」プラントに比較して，高い単価の資材であっても使用するものとする。

使用数量が１，０００ｍ3で，３つのプラントからの搬入数量合計が１，１００ｍ3の場合，単価の大小は問わず，購入時期の
早い資材から優先的に使用する。

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用基準（設計変更で計上する購入費計算例）

搬入先（プラント）

　 購入した数量が契約計上数量（契約数量×ロス率）を上回った場合には，遠隔地から購入した数量のうち最後に購入
したものから順次減算し，契約計上数量と同数になるまで調整を行うものとする。

施行地

【解　説】

【Ａプラント】 
搬入数量：Ｖ＝３５０ｍ3 
単価Ａ：１００（円／ｍ3） 
購入時期：Ｈ２４．８ 

【Ｂプラント】 
搬入数量：Ｖ＝５００ｍ3 
単価Ｂ：８０（円／ｍ3） 
購入時期：Ｈ２４．１０ 

使用数量 
Ｖ＝１，０００ｍ3 
Ｎ＝７９，５００円 
   【Ａプラント】 
      Ｖ＝３５０ｍ3 
      Ｎ＝３５，０００円（350ｍ3×100円/ｍ3） 
   【Ｂプラント】 
      Ｖ＝５００ｍ3 
      Ｎ＝４０，０００円（500ｍ3×80円/ｍ3） 
   【Ｃプラント】 
      Ｖ＝１５０ｍ3 
      Ｎ＝４，５００円（150ｍ3×30円/ｍ3） 

【Ｃプラント】 
搬入数量：Ｖ＝２５０ｍ3 
単価Ｃ：３０（円／ｍ3） 
購入時期：Ｈ２４．１２ 

現場搬入数量計 
Ｖ＝１，１００ｍ3 
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【解　説】

早い資材から優先的に使用する。
使用数量が４００ｔで，３つのヤードからの搬入数量合計が４５０ｔの場合，単価の大小は問わず，現場への輸送時期の

遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更の運用基準（設計変更で計上する輸送費計算例）

搬入先（ヤード） 施行地

　 輸送した契約計上数量を上回った場合には，遠隔地から輸送した数量のうち，最後に輸送したものから順次減算し，
契約計上数量と同数になるまで調整を行うものとする。

先に現場に搬入された「Ａ」「Ｂ」ヤードの数量を優先し，「Ｃ」ヤードの数量が４００ｔに達するまで使用。
「Ａ」「Ｂ」ヤードの合計数量２５０ｔに，輸送単価の最高額となる「Ｃ」ヤードの１５０ｔを加え，４００ｔとする。
「Ｃ」ヤードから輸送した不使用分の５０ｔについては，設計変更の対象外とする。

※「Ｃ」ヤードの単価が３つのヤードの中で最も低い単価であるが，現場で先に購入された資材を優先的に使用するこ
とから，「Ａ」「Ｂ」ヤードの資材が「Ｃ」ヤードに比較して，高い単価の資材であっても使用するものとする。

【Ａヤード】 
搬入数量：Ｖ＝１５０ｔ 
輸送単価Ａ：２，０００（円／ｔ） 
搬入時期：Ｈ２４．８ 

【Ｂヤード】 
搬入数量：Ｖ＝１００ｔ 
輸送単価Ｂ：１，５００（円／ｔ） 
搬入時期：Ｈ２４．１０ 

使用数量 
Ｖ＝４００ｔ 
Ｎ＝６００，０００円 
   【Ａヤード】 
      Ｖ＝１５０ｔ 
      Ｎ＝３００，０００円（150ｔ×2,000円/ｔ） 
   【Ｂプラント】 
      Ｖ＝１００ｔ 
      Ｎ＝１５０，０００円（100ｔ×1,500円/ｔ） 
   【Ｃプラント】 
      Ｖ＝１５０ｔ 
      Ｎ＝１５０，０００円（150ｔ×1,000円/ｔ） 

【Ｃヤード】 
搬入数量：Ｖ＝２００ｔ 
輸送単価Ｃ：１，０００（円／ｔ） 
搬入時期：Ｈ２４．１２ 

現場搬入数量計 
Ｖ＝４５０ｔ 
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被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更の運用基準 

 

  東日本大震災に伴う復旧・復興事業が本格化する中，「被災地以外からの労働者確保に

要する追加費用に対する当面の運用について，現場労働者に係る「宿泊費」・「労働者の

輸送に要する費用」・「募集及び解散に要する費用」について現行積算基準による積算で

は乖離が生じることが想定されることから，共通仮設費（率分）及び現場管理費率に補正

係数を乗じる」こととしているところである。今後，労務者確保がひっ迫し，地域外から

の労働者確保が更に必要になる場合が想定されることから，契約締結後，労働者確保に要

する方策に変更があった場合に必要となる費用について設計変更で計上する場合の運用基

準を定めるものである。 

 

１ 適用工事 

本運用の対象となる工事は，次に掲げる事項を全て満たす工事とする。 

（１）宮城県農林水産部及び土木部が所管する工事であること。 

  （２）平成２４年１１月１２日以降に当初契約を締結する工事若しくは平成２４年  

１１月１２日時点で契約中の工事とする。 

 

２ 設計変更対象項目 

農林水産部（農業農村整備事業）においては土地改良事業等請負工事積算基準，農林

水産部（森林整備保全事業）においては森林整備保全事業設計積算要領，農林水産部（漁

港漁場関係工事）においては漁港漁場関係工事積算基準，土木部においては土木工事標

準積算基準（宮城県土木部）に規定する共通仮設費の営繕費のうち次の（１）から（３）

に掲げる項目及び現場管理費の労務管理費のうち次の（４）から（５）に掲げる項目と

する。（以下「実績変更対象間接費」という。） 

（１）労働者の輸送に要する費用 

（２）労働者宿舎の営繕（設置・撤去，維持・修繕）に係る土地・建物の借上げに要す

る費用のうち宿泊費 

（３）労働者宿舎の営繕（設置・撤去，維持・修繕）に係る土地・建物の借上げに要す

る費用のうち借上費 

（４）現場労働者に係る募集及び解散に要する費用（赴任旅費及び解散手当を含む。） 

（５）現場労働者に係る賃金以外の食事，通勤等に要する費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

率分に含まれる主な項目

借上費
・建物を建築する代わりに貸ビル、マンション、民家等を長期借上げした場合に要し
　た費用

宿泊費 ・労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した場合に要した費用

労働者送迎費
・労働者をマイクロバス等で日々当該現場に送迎輸送（水上輸送を含む）をするた
　めに要した費用（運転手賃金、車両損料、燃料費等含む）

募集・解散費 ・労働者の赴任手当、帰省旅費及び解散手当

賃金以外の食事・通勤等に要
する費用

・労働者の早出、残業時の食事費（事業主負担分）、食事補助費
・支給した交通費
　労働者の住居から、会社又は現場までの交通機関等の実費費用に応じて支給さ
　れる手当
　会社から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用に応 じて支
　給される手当
　遠隔地での工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当たる手当

構成費目

営繕費

現場管理費
(労務管理費)
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３ 実績変更対象費について 

 （１）対象 

１）実績変更対象費の対象は，「労働者（※１）」とする。 

（「社員等従業員（※２）」は対象外） 

 

（※１）労働者とは， 

直接，肉体的もしくは技能的労働に伴って工事施工に従事する者。 

（普通作業員，世話役，重機オペレータ，鉄筋工，とび工，石工，配管工，大工， 

左官，電工） 

（※２）社員等従業員とは， 

元請者，あるいは下請者が，恒常的な業務に従事させるために雇用し，そのた 

めに必要な知識・技能を有する者。 

（例 現場代理人，監理（主任）技術者，現場管理を行う技術員等） 

又は，特定の業務，あるいは臨時の業務に従事させるために，現業員，技能員， 

補助員等の名称で雇用し，そのために必要な知識・技能を有する者 

（例 夜警員，倉庫番，食事係，連絡者運転手，事務員等） 

 

（２）借上げ費 

１）賃貸契約に係る契約書，借上げに要した領収書について，原本提示のうえ 

写しを提出すること。 

賃貸契約に記載されている礼金，その他賃貸契約に係る費用等を含めるもの 

とする。 

 

（３）宿泊費 

１）１泊当りの宿泊費は，食事代を除いた額とする。 

２）領収書は，原本提示のうえ写しを提出することとし，宿泊した労働者毎に提出 

すること。 

３）宿泊費（１泊当り）の上限額は８，７６１円（税抜き）とする。 

 

（４）労働者送迎費 

１）専用のマイクロバス等を手配して労働者宿舎から現場までの労働者を送迎した 

費用を対象とすること。 

２）計上する費用は，運転手賃金，車両損料（賃料），車両燃料等とすること。 

３）車両燃料等に係る領収書について，原本提示のうえ写しを提出すること。 

４）会社が運転手に支給した賃金等が把握できる調書等（受領書等）の写し（※３） 

を提出すること。 

 

（５）労働者の「赴任手当て」，「帰省旅費」 

１）会社が労働者に支給した額が把握できる調書等（受領書等）の写し（※３）を 

提出すること。 
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２）労働者の所在地が分かる資料を提出すること（免許証，社員証の写し） 

 

（６）早出，残業時の食事費及び食事補助費 

１）労働者に支給した額が把握できる調書等（受領書等）の写し（※３）及び食事 

に要した領収書等について，原本提示のうえ写しを提出すること。 

２）所定労働時間を越えて作業する場合において適用となる。 

〔適用となるケース〕 

・当該工事の特記仕様書において，所定労働時間を越える作業であると 

明記されている工事。 

・協議において，所定労働時間外の作業を行うこととなった場合。 

 

（７）通勤等に要する費用 

１）労働者に支給した額が把握できる調書等（受領書等）の写し（※３）を添付す 

ること。 

２）通勤等に要する費用は下記の手当のみ対象となる。 

・会社から現場，あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用に応 

じて支給される手当 

・遠隔地での工事で，労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当たる手当 

 

（※３）労働者本人の受領印又は本人のサインが確認できる資料又は，賃金及び手当てを 

銀行振込で行っている場合は，銀行の受付印のある給与振込依頼書（個別内訳を含 

む）又は振込領収書（個別内訳を含む）の写しとする。 

 

４ 入札契約手続き中及び契約中の工事の対応 

平成２４年１１月１２日以降に当初契約を締結する工事若しくは平成２４年１１月 

１２日時点で契約中の工事のうち設計図書を閲覧に供する前の工事については，対象で

あること，並びに予定価格の算出の基礎とした設計額における実績変更対象間接費の割

合を次の各号により入札参加者（随意契約の場合，見積人）に周知するものとする。 

（１）特記仕様書に，次のとおり記載する。 

（記載例） 

労働者確保に関する積算方法の試行工事 

１ 本工事は，「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現場管理費のう

ち労務管理費」の下記に示す費用（以下「実績変更対象間接費」という。）

について，契約締結後，労働者確保に要する方策に変更が生じ，宮城県農

林水産部（農業農村整備事業）においては土地改良事業等請負工事積算基

準，宮城県農林水産部（森林整備保全事業）においては森林整備保全事業

設計積算要領，宮城県農林水産部（漁港漁場関係工事）においては漁港漁

場関係工事積算基準，宮城県土木部においては土木工事標準積算基準（宮

城県土木部）に基づく金額相当では適正な工事の実施が困難になった場合
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は，実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて最終精算変更時点で設計変

更する「労働者確保に関する積算方法の工事」である。 

営 繕 費：労働者送迎費，宿泊費，借上費 

労務管理費：募集及び解散に要する費用，賃金以外の食事，通勤等に要

する費用 

２ 本工事の予定価格の算出の基礎とした設計額（宮城県農林水産部（農業

業農村整備事業）においては，土地改良事業等請負工事積算基準，宮城県

農林水産部（森林整備保全事業）においては森林整備保全事業設計積算要

領，宮城県農林水産部（漁港漁場関係工事）においては漁港漁場関係工事

積算基準，宮城県土木部においては，土木工事標準積算基準に基づき算出

した額）における実績変更対象間接費の割合は次のとおりである。 

１）共通仮設費（率分）に占める実績変更対象間接費（労働者送迎費，宿

泊費，借上費）の割合：○○.○○％ 

２）現場管理費に占める実績変更対象間接費（募集及び解散に要する費用，

賃金以外の食事，通勤等に要する費用）の割合：○○.○○％ 

３ 受注者は，実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更を希望す

る場合は，実績変更対象間接費に係る費用の内訳を記載した「労働者確保

に係る実績報告書（様式１）」及び実績変更対象間接費について実際に支

払った全ての証明書類（領収書，領収書の出ないものは金額の適切性を証

明する金額計算書など。）を監督員に提出し，設計変更の内容について協

議するものとする。 

４ 受注者の責めによる工事工程の遅れ等受注者の責めに帰すべき事由によ

る増加費用については，設計変更の対象としない。 

５ 発注者は，実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更する場合，

受注者が実績変更対象間接費について実際に支払った額のうち証明書類に

おいて確認された費用から，宮城県農林水産部（農業農村整備事業）にお

いては土地改良事業等請負工事積算基準，宮城県農林水産部（森林整備保

全事業）においては森林整備保全事業設計積算要領，宮城県農林水産部（漁

港漁場関係工事）においては漁港漁場関係工事積算基準，宮城県土木部に

おいては土木工事標準積算基準（宮城県土木部）に基づき算出した額にお

ける実績変更対象間接費を差し引いた費用を加算して算出する。 

なお，全ての証明書類の提出がない場合であっても，提出された証明書

類をもって設計変更を行うものとする。 

６ 受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については，法的

措置及び入札参加資格制限等の措置を行う場合がある。 

７ 受注者は，実績変更対象間接費にかかる設計変更について疑義が生じた

場合は，監督員と協議するものとする。 
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（２）平成２４年１１月１２日時点で公告中の工事については契約後，契約中の工事

については本運用施行後速やかに，受注者に前項の記載例に示す内容について指

示を行うこととする。 

 

５ 設計変更の手順 

（１）受注者は，実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計変更を希望する場合

は，実績変更対象間接費に係る費用の内訳を記載した「労働者確保に係る実績報

告書（様式１）」及び実績変更対象間接費について実際に支払った全ての証明書

類（領収書，領収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書など。）

を監督員に提出し，設計変更の内容について協議するものとする。 

 

（２）発注者は，最終精算変更時点に実績変更対象間接費の支出実績を踏まえて設計

変更する場合，受注者が実績変更対象間接費について実際に支払った額のうち証

明書類において確認された費用から，農林水産部（農業農村整備事業）において

は土地改良事業等請負工事積算基準，農林水産部（森林整備保全事業）において

は森林整備保全事業設計積算要領，農林水産部（漁港漁場関係工事）においては

漁港漁場関係工事積算基準，土木部においては土木工事標準積算基準（宮城県土

木部）に基づき算出した額における実績変更対象間接費を差し引いた費用を加算

して算出する。 

なお，全ての証明書類の提出がない場合であっても，提出された証明書類をも

って金額の変更を行うものとする。 

 

（３）受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については，法的措置及

び入札参加資格制限等の措置を行う場合があるものとする。 

 

（４）受注者は，実績変更対象間接費にかかる設計変更について疑義が生じた場合は，

監督員と協議するものとする。 

 

 

附 則 

この運用基準は，平成２４年１１月１２日から施行する。 
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別 紙

被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変

更の運用（補足説明）

１ 今回の運用通知について

今回通知する，平成２４年１１月６日付け農村号外「被災地以外からの労働

者確保に要する間接費の設計変更について（通知）」は，平成２４年７月３１

日付け農総号外「東日本大震災の復旧・復興事業等における積算方法等に関す

る試行の運用について（通知）」第２において，別途通知することとしていた

運用です。

（１） 施工箇所が点在する工事の間接費の積算について

平成２４年７月３１日付け農総号外により適用済み。

（２） 遠隔地からの建設資材調達に係る設計変更について

平成２４年９月２８日付け事管号外により適用済み。

（３） 被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更について

【今回通知により適用】

２ 被災地以外からの労働者確保に要する間接費の設計変更の確認事項（Ｑ＆

Ａ）について

３ 労働者確保に要する間接費の実績変更計算シートタイプ確認表

４ 工事打合せ簿（様式）
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Ａ１

Ｑ２

Ａ２

Ｑ３

Ａ３

　

発注者が受注者に「被災地以外からの労働者確保に要する間接費の実績変更」の対象工事である
事を伝える手段はどのように伝えるのか。

　○○工事において，「被災地以外からの労働者確保に要する間接費の実績変更」について，別紙
のとおり実績報告書を提出しますので協議願います。

当初及び変更の積算は，土地改良事業等請負工事積算基準による。
その際，「被災地以外からの労働者確保に要する追加費用に対する当面の運用について（平成２４
年３月１日付け農村号外）及び（平成２４年３月９日付け農村号外）」により共通仮設費率及び現場
管理費率に補正係数を乗じるものとする。

農業土木工事共通仕様書（宮城県農林水産部 平成２４年１０月１５日以降適用）「工事打合せ簿」に
記載し受注者に通知するものとする。

受注者から「工事打合せ簿」により協議するための「記載内容」を示してほしい。

「工事打合せ簿」の「記載内容」は以下のとおりです。

労働者確保における当初積算及び変更積算について，どのような補正を行うのか。

被災地以外からの労働者確保に要する間接費の実績変更の確認事項（Ｑ＆Ａ）について

ただし，現場管理費率の補正については，標準積算システム（Ｖｅｒ．３）に共通仮設費の率補正を行
うと現場管理費率が連動して変わるため，共通仮設費を入力する前の現場管理費率に補正を行う
こと。

共通仮設費率に「１．０５５」，現場管理費率に「１．００５」を乗じる。
　

Ｑ１
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Ｑ４

Ａ４

円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円
円

円
円
円
円
円
円
円
円

実績変更対象費（積上：調整後）（共通仮設費分） （⑩）＝⑨

実績変更対象費（積上）（現場管理費分） （⑧）＝②－⑤

実績変更対象費（積上）（現場管理費分）

金　　額 備　　考
支出実績額（共通仮設費分）

（⑧）＝②－⑤
実績変更対象費（積上）計 （⑨）＝③－⑥

実績変更対象費（率式）計 （⑥）

1,000,000
2,000,000

2,000,000
500,000

実績変更対象費（積上）計 （⑨）＝③－⑥

支出実績額（共通仮設費分） （①）

ケース２：「支出実績額」が「実績変更対象費（率式）」を超えない場合（現場管理費のみ超えない場合）

費　　目 金　　額 備　　考

実績変更対象費（率式）（共通仮設費分） （④）
実績変更対象費（率式）（現場管理費分） （⑤）

支出実績額（現場管理費分） （②）
支出実績額計 （③）2,500,000

1,000,000
1,000,000

実績変更対象費（率式）計 （⑥）

500,000

2,000,000

（⑤）
実績変更対象費（率式）計 （⑥）
実績変更対象費（積上）（共通仮設費分） （⑦）＝①－④

実績変更対象費（積上）（現場管理費分） （⑧）＝②－⑤※実績変更しない

500,000 （②）
支出実績額計 1,000,000 （③）

（⑧）がﾏｲﾅｽとなる場合は0円とする。

-500,000
-500,000

実績変更対象費（積上：調整後）（現場管理費分）
実績変更対象費（積上：調整後）計

０
500,000

費　　目 金　　額 備　　考

ケース１：「支出実績額」が「実績変更対象費（率式）」を越える場合（共通仮設費，現場管理費が共に越える場合）

2,000,000
3,000,000
5,000,000
1,000,000
2,000,000
3,000,000
1,000,000

費　　目

計算例を示してほしい。

ケース毎の計算例は以下のとおりです。

（①）
支出実績額（現場管理費分） （②）
支出実績額計 （③）
実績変更対象費（率式）（共通仮設費分） （④）
実績変更対象費（率式）（現場管理費分）

※実績変更対象費の積上げによる実績変更は行わない。（積算基準の率式により共通仮設費，現場管理費を計上する）

実績変更対象費（率式）（共通仮設費分） 1,000,000 （④）
実績変更対象費（率式）（現場管理費分） 1,000,000 （⑤）

ケース３：「支出実績額」が「実績変更対象費（率式）」を超えない場合（共通仮設費，現場管理費共に超えない場合）

※ 実績変更対象費（積上）（現場管理費分）がﾏｲﾅｽとなる場合、実績変更対象費（積上）（現場管理費分）を０円とし、実績変更対

象費（積上）合計は実績変更対象費（積上）（共通仮設費分）を計上する。

支出実績額（共通仮設費分） 500,000 （①）
支出実績額（現場管理費分）

実績変更対象費（積上）（共通仮設費分） （⑦）＝①－④
2,000,000
1,000,000
-500,000
500,000

実績変更対象費（積上）（共通仮設費分） （⑦）＝①－④※実績変更しない
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Ｑ５

Ａ５

Ｑ６

Ａ６

Ｑ７

Ａ７

Ｑ８

Ａ８ 　今回の運用基準は、積算基準により率計上で積算した金額（共通仮設費率、現場管理費率により
算出）では工事の実施が困難な場合に支出実績を踏まえて，実績変更するものです。
　よって「労働者」は，近隣在住者も含め，すべての者が対象となります。

他県企業等の社員を一時的に元請企業の社員とした後に監理技術者等として配置した場合，宿泊
費等の経費は実績変更の対象となるか？

対象となりません。
　　　元請企業，下請企業にかかわらず，下記に該当する者は「労働者」とならないため，実績変更
対象費
　 の対象となりません。
　　　　　　　・現場代理人
　　　　　　　・主任技術者又は監理技術者
　　　　　　　・「技術関係者」（施工計画書の中の現場組織表に記載されている技術関係者）
　　　　　　　・夜警員，倉庫番，食事係，連絡運転手，事務員等

被災地以外からの労務者確保が目的のようであるが，対象労務者のうち近隣在住者も実績変更の
対象となるか。

本運用規準の対象外となる工事とは、どのような工事か。

対象外となる工事は、運用基準P.1の「１.適用工事」に該当しない工事となります。
例としては、土地改良事業等請負工事積算基準（施設機械）の諸経費率を適用している工事です。

仮設宿舎建設費は実績変更の対象となるか。

　仮設宿舎建設費は、対象となりません。
　　　【実績変更対象費】
　　　　　　　・営繕費（借上費，宿泊費，労働者送迎費）
　　　　　　　・現場管理費（募集・解散費，賃金以外の食事・通勤等に要する費用）
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Ｑ９

Ａ９

Ｑ１０

Ａ１０

Ｑ１１

Ａ１１

Ｑ１２

Ａ１２

Ｑ１３

Ａ１３

Ｑ１４

Ａ１４ 雇用保険に入っているかどうかで判断願います。

労働者送迎費の確認方法について，送迎の日時，経路等を領収書に記載したもので確認するの
か。
また，リース車両とした場合，送迎用に使用した証明はどのようにするのか。

日時，発着場所，燃料消費量，使用車種等が記載された運転日報（集計表）と領収書等で確認しま
す。
また，リース車両についても領収書で確認します。

募集解散費の帰省旅費について，旅行先の分かる領収書により確認することでよいか。
また，解散し次の現場に行く旅費も対象になるのか。

帰省旅費については，旅行先（発着地）の分かる領収書にて確認します。
解散後の旅費については，受注者が手当てもしくは旅費として支払っているのであれば，対象となり
ます。

社員の範囲を示して欲しい。
期限付き社員など

受注者が被災地以外に拠点を置く企業であった場合でも実績変更の対象となるのか。

対象となります。

交通誘導員は本運用の対象となるか。

　対象となります。
　「宿泊費」，「送迎費」が伴う場合は，現場管理費の「募集解散費」に計上することになります。
※交通誘導員については，通常「安全費」に労務賃金のみ計上することとなっており，労務管理費
（交通誘導員設置に伴う「宿泊費」，「送迎費」）は現場管理費に計上することになっております。

労働者が対象工事に従事していたかの確認はどのようにするのか。

　受注者から提出される証明書類（宿泊等に伴う全領収書，賃金台帳，作業日報，出勤簿，工事別・
労働者別の金額計算書等，対象工事に従事していることが分かる資料）により確認します。
　証明書類で対象工事に従事したことが確認ができない場合は実績変更の対象となりません。
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Ｑ１５

Ａ１５
　 １　当初設計及び設計変更時における積算

　 当初設計及び設計変更時（中間）の積算は標準積算基準による。その際，「間接工事費（率計上
分）の率補正について（平成２４年３月９日付農村号外）」により共通仮設費率及び現場管理費率に
補正係数を乗じるものとする。

２　最終（精算）変更における「間接費の実績変更」の精算
　 次式により算出した「実績変更対象間接費（積上）」額を，共通仮設費、現場管理費に積上げ計上
し，実績変更するものとする。

実績変更対象費（率式）（①）

変更設計

支出実績額
（①＋②）

【共通仮設費の構成】

積算基準の率式により算出された現場管理費のうち宿泊費等に相

「間接工事費（率計上分）の率補正について」により追加計上された

実績変更対象費（積上） ・・・・ 本運用により積上げ計上する共通仮設費（宿泊費等）

運搬費

実績変更対象費（追加）

実績変更対象費
（率式）

実績変更対象費
（率式）（①）

実績変更対象費
（積上）（②）

当初設計

実績変更対象間接費(積上) ＝ 支出実績額(※1) － 実績変更対象費（率式）(※2)

準備費

営
繕
費 その他

積算時の対応について示して欲しい

積算について

労務管理費
安全管理等に要する費用

租税公課
保険料

実績変更対象費（率式）
安全管理等に要する費用

租税公課
支出実績額
（①＋②）

保険料

実績変更対象費
（積上）（②）

【現場管理費の構成】

実績変更対象費（追加）

※宿泊費等 ・・・・ 借上費，宿泊費，労働者送迎費

現場管理費 当初設計

※1 支出実績額
=労働者確保にかかる実績報告額(様式1)の額(ただし，証明書類において確認された費用(税抜
き)。)

※2 実績変更対象費（率式）（小数点以下切捨て）
=「積算基準の率式により算出した共通仮設費（率分）又は現場管理費」×実績変更対象費の割合
（運用基準３）

相当する費用
実績変更対象費（追加） ・・・・ 「間接工事費（率計上分）の率補正について」により追加計上された

宿泊費等
実績変更対象費（積上） ・・・・ 本運用により積上げ計上する現場管理費（労務管理費）

雑費 雑費 雑費

実績変更対象費（率式） ・・・・ 積算基準の率式により算出された現場管理費のうち労務管理費に

工事実績等に要する費用 工事実績等に要する費用 工事実績等に要する費用

・ ・ ・
・ ・ ・

技術管理費
役務費
安全費
準備費

外注経費 外注経費 外注経費

安全管理等に要する費用

租税公課
保険料

共通仮設費

営
繕
費

借上費

技術管理費

宿泊費
労働者送迎費
その他

宿泊費等

実績変更対象費（率式） ・・・・
当する費用

実績変更対象費（追加） ・・・・

役務費
安全費
準備費
運搬費

変更設計

運搬費

営
繕
費 その他
技術管理費
役務費
安全費
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記

１ 対象工事

対象となる工事は，次の事項を全て満たす工事とする。

（１）宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事であること。

（２）適用日において契約締結済み又は適用日以降に当初請負契約を締結する工事

で，適用日以降に宿舎の設置について事前協議する案件であること。

（３）発注者が，工事規模及び工事箇所近隣の宿泊施設等の状況を考慮した上で選

定する工事であること。

（４）共通仮設費（率計上分）に労働者宿舎の設置・撤去費用が含まれていない工種

の工事であること。

２ 適用年月日

平成２５年１０月２３日から適用する。

３ 土地改良事業等請負工事積算基準で，共通仮設費（率計上分）に労働者宿舎の設

置・撤去費用が含まれていない工種は次のとおりある。

○ほ場整備工事 ○畑かん施設工事

○農道工事 ○海岸工事

○水路工事 ○コンクリート補修工事

○河川及び排水路工事 ○その他土木工事（１）

○管水路工事 ○その他土木工事（２）

※詳しくは，次頁以降の「東日本大震災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置に関す
る試行要領」をご覧下さい。

　東日本大震災の復旧・復興事業の本格化により，復旧・復興事業に従事する労働者が宿泊

施設を近隣で確保できない地域が生じています。

　このような地域においては，復旧・復興事業を円滑に進めるための工事に従事する労働者の

宿舎を新たに確保する必要があることから，請負工事で労働者宿舎を設置することについての

「試行要領」を定めました。

平 成 25 年 10 月 23 日

農林水産部農村振興課

東日本大震災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置について
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東日本大震災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置に関する試行要領

東日本大震災の復旧・復興事業の本格化により，復旧・復興事業に従事する労働者が宿泊施設を

近隣で確保できない地域が生じている。

このような地域においては，復旧・復興事業を円滑に進めるため工事に従事する労働者の宿舎を

新たに確保する必要があることから，請負工事で労働者宿舎を設置することについて「東日本大震

災の復旧・復興事業における労働者宿舎設置の積算方法等に関する試行について，農林水産部（農

業農村整備事業）においては（平成２５年２月２５日付け事務連絡），農林水産部（森林整備保全事

業）においては（平成２５年３月１８日付け２４林整計第２１６号），農林水産部（漁港漁場関係工

事）においては（平成２５年３月６日付け２４水港第３１２５号），土木部においては（平成２５年

２月２２日付け国技建８号）」に基づき，必要な事項「東日本大震災の復旧・復興事業における労働

者宿舎設置に関する試行要領」（以下「試行要領」という。）を定めるものである。

この「試行要領」により，宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事で労働者宿舎を設置

する場合には，共通仮設費の積上げ分として宿舎の設置・撤去に要する費用を計上することができ

るものとする。

１ 対象工事

対象となる工事は，次の事項を全て満たす工事とする。

（１）宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設工事であること。

（２）適用日において契約締結済又は適用日以降に当初請負契約を締結する工事で，適用日以降

に宿舎の設置について事前協議する案件であること。

（３）発注者が，工事規模及び工事箇所近隣の宿泊施設等の状況を考慮した上で選定する工事で

あること。

（４）共通仮設費（率計上分）に労働者宿舎の設置・撤去費用が含まれていない工種の工事であ

ること。

２ 労働者宿舎建設

（１）労働者宿舎の調達はリース契約とする。

（２）労働者宿舎の設置にあたり，工事請負契約後に必要事項（地域内に宿泊施設を確保出来な

い理由等宿舎建設の意向，室数等の規模，設備等）について事前協議することとする。なお，

労働者宿舎の仕様は，別に定める「労働者宿舎仕様基準」によるものとする。

（３）労働者宿舎建設に要する費用のうち「労働者宿舎仕様基準」に示す標準仕様（以下「標準

仕様」という。）については，発注者が複数の見積りを徴収し，適切な労働者宿舎建設費用を

計上するものとする。

（４）発注者は，建物費の計上にあたり，見積りや図面などから「必要と認められない設備等」

が含まれていないか等を精査し，適正な部分のみ計上するものとする。なお，対象外と判断

した設備等で，受注者が必要とする場合は受注者負担（撤去含む）とする。

（５）「標準仕様」以外の給排水関係又は外構等は，最終精算変更時点で精算できるものとし，受
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注者は最終精算変更時点において，建物費に要した金額を証明する書類（領収書，領収書等

のないものは金額の適切性を証明する金額計算書等）を監督職員に提出し，設計変更の内容

について協議するものとする。

（６）受注者は，労働者宿舎の仕様に変更が生じる場合は，監督職員と協議するものとする。

（７）受注者は，当該宿舎を使用できない等の理由により，やむを得ず労働者が旅館，ホテル等

に宿泊した場合等については，「被災地以外からの労働者確保に要する間接費の実績変更の運

用基準」（以下「間接費の実績変更の運用」という。）に基づく「宿泊費」又は「借上費」を

請求できるものとする。ただし，「建物費」と重複した請求と認められる場合は「間接費の実

績変更の運用」の対象外とする。

（８）労働者宿舎に必要な用地は，受注者が確保するものとし，借地料が必要となる場合は，「試

行要領」における「３ 労働者宿舎維持管理（12）」によるものとする。

（９）受注者は，労働者宿舎建設完了時に，「労働者宿舎仕様基準」に定める事項について，監督

職員の立会を受けるものとし，あらかじめ立会願いを所定の様式により監督職員に提出しな

ければならない。

（10）受注者は，前項の規定の立会に臨場するものとし，監督職員の確認を受けた書面を，当該

工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。

（11）建物費の範囲は，下記に示す労働者宿舎の設置費，リース費及び撤去費（建物費で計上し

た部分のみ）とする。ただし，使用後に宿舎を引継ぐ場合は，撤去費は計上しないものとす

る。

建物費として計上出来るもの

(ｱ) 宿舎（標準仕様部分）

(ｲ) 付帯設備（各室、共用）

(ｳ) 厨房室※）

(ｴ) 外構等※）

(ｵ) 給排水関係※）

(ｶ) 宿舎の撤去費用

(ｷ) 宿舎に関わる設備撤去費用（給排水関係等）

注）上記の付帯設備（各室、共用）に要する費用は，「建設業附属寄宿舎規程（厚生労働省）」及び「望ましい建

設業寄宿舎に関するガイドライン（厚生労働省）」により規定された設備が対象となる。

※） (ｳ)，(ｴ) 及び(ｵ) は，受発注者の協議により，必要に応じて計上できるものとする。

建物費として計上出来ないもの

(ｱ) 消耗品費

(ｲ) 管理人等給与等

(ｳ) 労働者宿舎の維持・補修に要する費用，用地の借料及び固定資産税等の租税公課等

注）上記(ｳ)に該当する費用は「共通仮設費（率分）及び現場管理費（率分）」に含まれている。

（13）疑義が生じた場合は随時協議するものとする。
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３ 労働者宿舎維持管理

（１）「試行要領」による当該宿舎の設置，維持管理，撤去は，受注者が行うものとする。

（２）発注者は，受注者が適切に労働者宿舎を管理するよう，受注者へ適正に指導するものとす

る。

（３）当該宿舎は当該工事に従事する労働者のための宿泊施設であり，当該工事に従事する労働

者以外には使用できない。ただし，当該工事の受注者が，別途受注した「試行要領」におけ

る「１ 対象工事（２）及び（３）」に該当する宮城県農林水産部及び土木部が所管する建設

工事に従事する労働者が当該宿舎使用を希望する場合は，発注者及び受注者の協議によりこ

れによらないことができるものとする。

（４）宿舎管理において，訴訟等の問題が発生した場合は受注者の責任において速やかに解決す

ること。

（５）受注者は，労働者宿舎の引き払い時期について，工事打合せ簿に，「労働者宿舎利用報告書

（様式１）」を添付して監督職員に提出し，発注者へ報告するものとする。

（６）発注者は，前項の報告を受けて，関係機関等に労働者宿舎利用希望について照会し，当該

宿舎の管理・運営を引継ぐ別工事を選定するものとする。

（７）前項において，引継ぐ工事がない場合は，当該工事において宿舎を撤去するものとする。

（８）当該工事完了後の労働者宿舎の取扱い（撤去又は引継ぎ）については，当該工事完了の概

ね２ヶ月前までに受注者及び発注者の協議により決定するものとする。

（９）労働者宿舎を引継ぐ場合は，受注者は発注者が指定する者へ引き継ぐものとする。

（10）受注者は，労働者宿舎撤去又は宿舎引き払い完了時に，監督職員の立会を受けるものとし，

あらかじめ立会願いを所定の様式により監督職員に提出しなければならない。

（11）受注者は，前項の規定の立会に臨場するものとし，監督職員の確認を受けた書面を，当該

工事完成時までに監督職員へ提出しなければならない。

（12）現在運用している「間接費の実績変更の運用」に基づく被災地以外からの労働者確保に要

する間接費の設計変更を行う場合は，「労働者宿舎の維持・補修に要する費用」及び「租税公

課」を加えた下記に示す費用（以下「労働者宿舎実績変更対象費」という。）とし運用するこ

ととする。

率分に含まれる主な項目

借上費
・建物を建築する代わりに貸ビル、マンション、民家等を長期借上げした場合に要し
　た費用

宿泊費 ・労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した場合に要した費用

労働者送迎費
・労働者をマイクロバス等で日々当該現場に送迎輸送（水上輸送を含む）をするた
　めに要した費用（運転手賃金、車両損料、燃料費等含む）

募集・解散費 ・労働者の赴任手当、帰省旅費及び解散手当

賃金以外の食事・通勤等に要
する費用

・労働者の早出、残業時の食事費（事業主負担分）、食事補助費
・支給した交通費
　労働者の住居から、会社又は現場までの交通機関等の実費費用に応じて支給さ
　れる手当
　会社から現場、あるいは現場から現場までの交通機関等の実費費用に応 じて支
　給される手当
　遠隔地での工事等で、労働者個人が立替払いした旅費の支弁に当たる手当

構成費目

営繕費

現場管理費
(労務管理費)
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（13）発注者は，宿舎建設協議時に，当該工事の設計額における共通仮設費及び現場管理費に対

する「労働者宿舎実績変更対象費」を，工事打合せ簿にて受注者に通知するものとする。

また，契約変更を行う場合（契約金額が変更となる場合）は，その都度，変更となる「労

働者宿舎実績変更対象費（見込み額）」を受注者に通知する。

（14）受注者は，「労働者宿舎実績変更対象費」を請求する場合は，工事打合せ簿に，「労働者宿

舎等に係る実績報告書（様式２）」及び実績変更対象費に実際に支払った全ての証明書類（領

収書，領収書の出ないものは金額の適切性を証明する金額計算書などをいう。）を添付して監

督職員に提出し，実績変更の内容について協議する。（なお，提出期限は協議のうえ決定する。）

（15）疑義が生じた場合は随時協議をすることとする。

４ 当該工事受注者への周知及び協議

当該工事受注者へ「試行要領」の対象工事である旨を，工事打合せ簿にて通知し，労働者宿

舎建設について協議する。

５ その他

（１）受注者の責めによる工事工程等の遅れ等受注者の責めに帰すべき事由による増加費用につ

いては，設計変更の対象としない。

（２）受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については，法的措置及び指名停止

等の措置を行う場合がある。

附則

この試行要領は，平成２５年１０月２３日から適用する。
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様式１ 
労働者宿舎利用報告書 

 
年  月  日  

 
発注者 

 
受注者           ○印  

 
 

平成  年  月 日契約の○○○○○○工事の労働者宿舎利用期間について下記のとおり報

告します。 

 
記 

 

工 事 名 ○○○○○○工事 

工 事 場 所 ○○市○○地内 

工 期 平成２５年８月○日～平成２７年３月○日 

労働者宿舎設置場所 ○○○町○○○地内 

労働者宿舎利用戸数 １００戸 

労働者宿舎引き払い時期 平成２７年１月○日 
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様式２ 
労働者宿舎等に係る実績報告書 

 
年  月  日  

 
発注者 

 
受注者           ○印  

 
平成  年  月 日契約の○○○○○○工事の労働者宿舎等に係る実績報告書を提出します。 

 
費 目 費 用 内  容 支払額（税抜き） 

共 通 
仮設費 

営繕費 借上費 現場事務所、試験室、労働者宿舎、倉

庫、材料保管場所等の敷地借上げに要

した地代及び建物を建築する代わり

に貸しビル、マンション、民家等を長

期借上げした場合に要した費用 

円 

宿泊費 労働者が、旅館、ホテル等に宿泊した

場合に要した費用 
円 

労働者送迎費 労働者をマイクロバス等で日々当該

現場に送迎輸送（水上輸送を含む）を

するために要した費用（運転手賃金、

車両損料、燃料費等含む） 

円 

労働者宿舎の維

持・補修に要す

る費用 

労働者宿舎の維持・補修に要する費用 
円 

用地の借地料 円 

小  計 円 

現 場 
管理費 

労 務 管

理費 
募集及び解散に

要する費用 
労働者の赴任手当、労働者の帰省旅

費、労働者の帰省手当 円 

賃金以外の食事、

通勤等に要する

費用 

労働者の食事補助、交通費の支給 

円 

租税 
公課 

租税公課 
 

固定資産税等の租税公課等 
円 

小  計 円 

合  計 円 
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 労働者宿舎 仕様基準 

※ 上記仕様により難い場合は、受発注者の協議により仕様を定めることができるものとする。 

 

共 通 

仕 様 仕様は、本基準によるほか、「建設業附属寄宿舎規定（厚生労働省）」及び「望ましい建設

業寄宿舎に関するガイドライン（厚生労働省）」による標準的な仕様とする。 

また、必要な設備についても設けるものとする。 

耐久性 供用期間は原則として３～５年間を想定し、十分な耐久性を確保するものとする。 

法令遵守 宿舎建設に関わる関係法令等を遵守すること。その手続きは、受注者が行うこと。 

建築基準法上の取扱いは、建築基準法第６条第１項による建築確認によること。 

関係法令等･･･労働基準法（寄宿舎規則の届出）、消防法、電力・ガス供給、電話線引

込及び上下水道接続関係等 

標準仕様 

配 置 複数棟を設ける場合には、隣棟間隔を４～６ｍとすること。 

構 造 構造形式は任意とするが、各種荷重、風圧、地震の震動等に対する所要の安全性を確保す

るものとする。 

階 数 ２階建てを標準とする。 
間取り 

 
１棟当たり 20 室又は 30 室を標準とする。 
共用部は、浴室、便所、洗面室、洗濯乾燥室、食事室（厨房室併設可）、くつ・雨具等収

納スペースを設けること。 
各室は、洋室とし、半畳程度の物入を設置すること。 

面 積 一室３畳（物入除く。）程度以上とし、個室を標準とする。 

断熱材 外部に面する各部位毎に所要の断熱性能を確保するものとする。 
・天井：グラスウール 10K t=100mm相当以上 

・壁 ：グラスウール 10K t=100mm相当以上 

・床 ：グラスウール 10K t=50mm相当以上 

開口部 各室の外部に面する開口部建具は、二重サッシ又はペアガラスとする。 

ｼｯｸﾊｳｽ 使用する材料の選定に当たっては、揮発性有機化合物の放散による健康への影響に配慮す

るものとする。 

暖冷房 暖冷房用のエアコンを各室に１台設置する。 

必要に応じて追加する工事に関する仕様（協議により、追加計上） 

給 水 受水槽については、適宜設置する。 

排 水 汚水排水処理は、原則として浄化槽方式とする。 

外構等 駐車場は、原則として、宿舎室数分以内の駐車スペースとする。 

その他 隣地及び敷地地盤の状況等により、対策を講ずる必要がある工事 
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平成２５年１２月１日

農林水産部農村振興課

（ 一部修正）H25.12.4

土砂等建設資材を供給元で引取する場合の積算の取扱いについて

積算における資材の設計単価については，土木工事標準積算基準書及び土地改良事業等

請負工事積算基準に基づき 「物価資料等を参考として，買入価格，買入れに要する費用，

及び購入場所から現場までの運賃の合計額」とし現場持ち込み価格（現場着単価）を採用

しているところですが，下記の建設資材について設計と実取引で乖離が発生していること

， ， ， 。から 当面の間 実態を把握の上 必要に応じて実取引にて変更契約できることとします

記

１．対象工事

（１）宮城県農林水産部及び宮城県土木部が所管する全ての工事

（２）適用日において契約締結済又は適用日以降に当初契約を締結する案件で，適

用日以降に調達条件について協議する案件であること。

２．対象資材

「土砂 「砕石 「捨石 「被覆石」等とする。」， 」， 」，

３．取扱いの概要

（１）上記建設資材を当初設計において現場着単価で積算を行っている工事で，施

工計画に基づき，調達条件が異なる場合は，受注者からの協議により取引状況

に応じて設計変更するものとする。

（２）上記資材搬入において，標準作業以外の作業（現場外の仮置き等）が生じる

場合は，状況を確認し，必要に応じて実績に基づき計上することができるもの

とする。

４．適用日

本運用は，平成２５年１２月１日から適用する。

４．主な手続き

特記仕様書等に，取扱いの内容を記載する。

Ⅵ－94

Ｈ３０統合版（公表用）


	H30.10_表紙～総目次
	01 基準書目次（Ｈ30）公表用1
	01 基準書目次（Ｈ30）公表用2
	01 基準書目次（Ｈ30）公表用3

	H30.10_Ⅰ_共通事項編
	H30.10_Ⅱ_共通事項編
	
	03 基準書Ⅱ（Ｈ30）1
	03 基準書Ⅱ（Ｈ30）3


	H30.10_Ⅲ_調査測量設計編
	
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）1
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）2
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）3
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）5
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）6
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）7
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）8
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）9
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）10
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）11
	04 基準書Ⅲ（Ｈ30）12


	H30.10_Ⅳ_施設機械編
	
	Taro-05 基準書Ⅳ（Ｈ30）1
	Taro-05 基準書Ⅳ（Ｈ30）2
	Taro-05 基準書Ⅳ（Ｈ30）3


	H30.10_Ⅴ_標準積算システムコード表
	01 基準書目次（Ｈ30）公表用
	バインダー
	1
	1-1_工事価格の算定に適用する積算体系
	1-2_O800001_区画整理工事（県独自）構造表
	1-3_O800002_暗渠排水工事（県独自）構造表
	1-4_O800022_調査・測量・設計業務（県独自）構造表
	1-5_O800031_小口径ポンプ設備工事構造表

	2
	2-1_施工単価コード一覧表（表紙）
	2-2_優先単価早見表

	3
	1_SP鉄筋コンクリート製品類機械布設（SR1060）
	2_鉄筋コンクリート製品類機械布設（SQ1060）
	３.施工単価条件表（表紙）
	3_簡易ゲート据付工（SQ1040）
	4_SP畦畔整形（機械）（SR1100）
	6_機械器具運搬費（調査）（SQ3050）

	4

	バインダー
	2-3_目次１_施工単価ｺｰﾄﾞ一覧表（土木工事，東北独自）
	2-4_目次２_施工単価ｺｰﾄﾞ一覧表（調査・測量・設計）
	2-5_目次３_施工単価ｺｰﾄﾞ一覧表（用地測量・用地調査）
	2-6_目次４_施工単価ｺｰﾄﾞ一覧表（施設機械）


	H30.10_Ⅵ_震災の復興事業等における積算方法



